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大気中を浮遊する微粒子（エアロゾル）は，放射・雲過程などとの相互作用を通して地球の放射収支

を変化させる。産業革命以降の人為的なエアロゾルの放出・生成の増大は，全体として温室効果気体

等による地球温暖化を部分的に相殺する役割を果たす（負の放射強制力を持つ）と考えられている。

大気中のエアロゾルの動態（時空間分布や物理化学特性など）とエアロゾル－放射・雲相互作用に関

する理解は，過去 10～15 年間での様々な観測（地上観測，航空機観測，船舶観測，衛星観測）と数

値モデル（大循環気候モデル，全球雲解像モデル，化学輸送モデル）の両面での発展とそれらを融

合した研究によって大きく進展してきた。その一方で，エアロゾル－放射・雲相互作用による放射強制

力の推定は，過去 10 年間で不確定性幅が減少しておらず，気候モデル間の推定のばらつきは依然

として大きい（IPCC 第 6 次評価報告書）。そのため，エアロゾル－放射・雲相互作用は，気候予測に

おいて最も大きな不確定要因の 1 つとなっている。本稿では，大気エアロゾルの動態とエアロゾル－

放射・雲相互作用に関わる近年の知見をまとめ，現状の問題や今後の課題を展望する。 

 

 

１．はじめに 

大気エアロゾルは，様々な人間活動・自然活動に

よって大気中に放出され，その粒径や化学組成など

は多岐にわたる。また，大気エアロゾルの重要性は，

環境・人体への悪影響，大気汚染，気候影響など，

局所スケールから全球スケールまで幅広い時空間ス

ケールに及ぶ。エアロゾルは，太陽放射と地球放射

の散乱・吸収や雲アルベド・雲物理・降水過程への

影響を通して地球の放射収支を変化させ，これらの

エアロゾル－放射・雲相互作用を通して地球の気候

変化・気候変動に影響を与える。エアロゾルとその放

射・雲過程との相互作用に関する理解は，近年の観

測および数値モデルの両面での発展とそれらを融合

した研究によって大きく進展してきている。本稿では，

大気エアロゾルの動態（時空間分布や物理化学特性

など）とエアロゾル－放射・雲相互作用に関わる近年

（過去 10～15 年程度）の知見をまとめ，現状の問題

や今後の課題を展望する。なお，本稿では，これらの

研究の現状と課題を網羅的に記述するのではなく，

日本の研究コミュニティがこれまで重要な役割を果た

してきたトピック，今後の発展へ大きく貢献することが

期待されるトピックを選び，それらについて重点的に

記述する（ここで中心的に取り上げないトピックが重

要でないというわけではない）。 

エアロゾルの物理化学特性（粒径，化学組成，放

射特性，雲凝結核特性，氷晶核特性など）とそれらを

決める大気過程に関する知見は，個々の粒子レベル

でエアロゾルを測定可能な技術が開発され，エアロ

ゾル各成分の室内実験・大気観測データが蓄積され

ることによって大きく進展してきた。第 2 章の 1 節と 2

節では，近年理解が大きく進展し，日本でも先端的

な研究が多く実施されてきた光吸収性エアロゾルと
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氷晶核として働くエアロゾルに着目する。これらの大

気中の動態について，特に装置開発・大気観測を中

心とした視点から，近年得られてきた知見と現状の問

題・今後の課題をまとめる。 

日本はアジアの巨大なエアロゾルの放出・生成源

の下流域に位置しており，このような地理的な特徴を

活かしてアジア域から輸送されてくるエアロゾルに関

する長期連続観測や数値モデル研究が実施されて

きた。そして，このような研究によって，エアロゾルの

放出・輸送・化学変化・沈着等の様々な過程の知見

が蓄積され，越境大気汚染の理解と予測が進展して

きた。第 2 章の 3 節では，エアロゾルの長期モニタリ

ングと越境大気汚染に着目し，これらに関するこれま

での進展と今後の発展についてまとめる。 

エアロゾル－放射・雲相互作用の理解は，現地観

測，衛星観測，気候モデル，全球雲解像モデルなど

が相互に影響しながら発展することによって進展して

きた。日本でも，新たなエアロゾルモデル，気候モデ

ル，雲解像モデルの開発や世界最高性能の大型計

算機の活用等によって，先端的なエアロゾル－放

射・雲相互作用に関する研究が実施されてきた。第 3

章の 1 節と 2 節では，エアロゾル－放射相互作用と

エアロゾル－雲相互作用の理解・推定の現状と将来

展望についてまとめる。 
 

2．エアロゾルの動態 

2.1 光吸収性エアロゾル 

多様な化学組成を持つ大気中のエアロゾルは，そ

の光学特性に基づき，光吸収性エアロゾルと光散乱

性エアロゾルに大別される。大気エアロゾルの主要

成分である硫酸塩・硝酸塩などの無機エアロゾルや

多くの有機エアロゾル（OA）は光散乱性である一方，

ブラックカーボン（BC）やブラウンカーボン（BrC; OA

の一部），燃焼起源粒子や鉱物ダストに含まれる酸

化鉄は光吸収性を有するエアロゾルである。エアロゾ

ル全体では光散乱性エアロゾルの占める割合が高く，

エアロゾルは正味で負の放射強制力を持つ。しかし，

光吸収性エアロゾルによる正の放射強制力も少なか

らず存在し，温室効果気体とともに地球温暖化に寄

与していると考えられている。本節では，これらの代

表的な光吸収性エアロゾルを対象に，研究の動向と

展望について述べる。なお，粒子の散乱・吸収特性

を支配する基本的なパラメータである複素屈折率に

ついては，2.1.4章で簡単にまとめる。 

 
2.1.1 ブラックカーボン（BC） 

BCは化石燃料やバイオマスの不完全燃焼で発生

し，太陽放射を強く吸収して大気を加熱する効果を

持つ[Bond et al., 2013]。この大気加熱効果は，局地

的あるいは半球スケールの大気循環にも影響を及ぼ

しうる[Allen et al., 2012]。また，雪氷面に沈着した BC

はアルベドを低下させ，雪氷の融解を促進する[Aoki 

et al., 2011; Hadley et al., 2012]。 

BC は，炭素微小球の凝集した形状であることや，

水や一般的な有機溶媒に不溶で高耐熱性があること

などのユニークな特徴を持つ[Bond et al., 2013]。BC

の光学特性については，複素屈折率（2.1.4章を参照）

の紫外・可視光域における波長依存性が小さく，光

吸収係数がおおよそ波長に反比例することが知られ

ている [Liu et al., 2018]。 

BC の主要な測定法は，熱光学的手法・レーザー

誘起白熱法（LII 法）・光吸収法の 3 種類である。測

定原理の違いを明確にするため，それぞれの手法で

測定された BC を元素状炭素（elemental carbon; 

EC）・高耐熱性 BC（refractory BC; rBC）・等価 BC

（equivalent BC; eBC）として区別することを提唱する

研究も存在する[Petzold et al., 2013]。熱光学的手法

では，フィルタに捕集された有機炭素（OC）と BC が

それぞれ二酸化炭素に変換され定量される。様々な

測定プロトコルが存在し，そのプロトコルによって定

義された（operationally definedな）BC質量濃度が求

まる[Chow et al., 2004; 2007; Cavalli et al., 2010]。LII

法では，BC試料を用いたキャリブレーションに基づき

大気中の個々の粒子に含まれる BC質量が定量され
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る[Moteki & Kondo, 2010]。光吸収法では，大気中に

浮遊あるいはフィルタに採取したエアロゾルの光吸収

係数を測定し，BC の質量吸収断面積（Mass 

absorption cross section; MAC）を仮定することにより

大気中の BC質量濃度を推定する[Moosmüller et al., 

2009]。光吸収法は BC 以外のエアロゾルの干渉や

MACの仮定値の影響を受けやすく，大気中のBC質

量濃度の測定の観点では他の 2 種類に比べて間接

的な手法である。熱光学的手法と LII 法は，試料に

含まれる光吸収性の炭素質粒子状物質の様々な形

態への測定感度が両者の間で厳密には一致しない

ことや，両者に固有の技術的制約があることから，現

在も比較研究が進められている[Pileci et al., 2021]。 

LII法の確立は，大気中の個々の BC の粒径別数

濃度と混合状態の高時間分解能測定を可能にし，

BCの空間分布や輸送・除去過程の理解は飛躍的に

進んできた[Schwarz et al., 2006; Gao et al., 2007; 

Moteki & Kondo, 2007; 2010]。LII法を用いた航空機

観測は，現在のところ，上空で極めて濃度の低い BC

の高度分布を直接測定できる唯一の手法であり，日

本を含む世界の研究機関が様々な地域で観測キャ

ンペーンを実施してきている [Moteki et al., 2007; 

Matsui et al., 2011b; Schwarz et al., 2013; Schulz et al., 
2019; Ohata et al., 2021a]。BCは疎水性であるため，

元来は雲凝結核（CCN）として働きづらく，降水過程

による除去（湿性除去）を受けづらい。しかし，大気中

を輸送される過程で他の親水性物質と内部混合する

ことにより，BCを内部に含む粒子（BC含有粒子）とし

ての CCN 能が高まるため，他のエアロゾルと同様に，

BC は主に湿性除去によって大気から除去される。

LII 法による地上・航空機・船舶観測により，これらの

混合状態の変化と湿性除去過程の観測的な理解が

進み[Moteki et al., 2007; 2012; 2019, Kondo et al., 

2016; Ohata et al., 2016; Taketani et al., 2016; Mori et 

al., 2020b; 2021]，数値モデルの検証と精緻化に結

びついている[Oshima & Koike, 2013; Matsui et al., 

2018a]。 

BC の長期観測は，BC 質量濃度の季節変化や長

期トレンドを捉え，BC の放出量の短期・長期変化を

理解する上で重要である。1990 年代から 2010 年代

にかけて，北半球の多くの遠隔地の観測所において，

BC 質量濃度が 1 年あたり数パーセント程度の割合

で減少傾向にあることが報告されている[Sharma et al., 

2013; Dutkiewicz et al., 2014; Kutzner et al., 2018; 
Singh et al., 2018; Sarkar et al., 2019]。日本国内でも

減少傾向が見られ，中国や日本国内の放出量の減

少の影響を反映していると考えられている[Kondo et 

al., 2012; Miyakawa et al., 2016; Yamagami et al., 
2019; Kanaya et al., 2020, Mori et al., 2020a]。 

以上のような研究の進展を踏まえ，さらに BC の動

態と気候影響をより定量的に理解するため，いくつか

の課題を以下に挙げる。 

まず，BCの放出量推定の不確定性を減らすことが

求められる。気候変動に関する政府間パネル

（Intergovernmental Panel on Climate Change; IPCC）

の第 5次評価報告書（Assessment Report; AR5）と第

6 次評価報告書（AR6）のそれぞれに対応するモデ

ル相互比較実験で使用されたBC放出量データの差

が大きいことが知られている[Hoesly et al., 2018]。例

えば，1920年頃（2000年頃）の全球のBC排出量は，

AR5 では約 2.9（5.0） Tg C year–1 と与えられたのに

対し，AR6では約2.1（5.8） Tg C year–1となっている。

AR6 以降も BC 放出量テータの改訂は進んでおり，

未だに放出量推定の不確定性は大きいと言える

[McDuffie et al., 2020]。また，BCの放射強制力評価

の基準となる，産業革命前の BC の放出量の推定値

は，アイスコアに含まれる BC の LII 法による測定

[McConnel et al., 2007; Arienzo et al., 2017]などとの

比較を通じてさらに検証される必要がある。さらに，

気候変化に伴い様々な地域における森林火災由来

の BCが今後増加しうることや，インド北部など BCの

大放出源で今後も放出量が増加すると予測されてい

る領域の動向，海氷減少のため北極海航路が開ける

ことによる船舶由来の BCの将来的な増加，BC放出
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係数が相対的に高いガソリン直噴エンジン搭載の自

動車[Platt et al., 2017]が近年増加しつつあることなど

に着目し，BC 放出量の推定の改善や変動把握のた

めの遠隔地・放出源近傍における観測が必要である。 

また，上記の課題とも関連して，BC の正確な長期

観測データの蓄積が必要である。これまで，世界各

地の大気環境モニタリングサイトにおいて，長期の運

用が比較的容易な光吸収法により推定された BC 質

量濃度が広く報告されている。しかし，上述のようにこ

の値は BC以外のエアロゾルの干渉や MACの仮定

値の影響を受けるため，異なる観測所の BC 質量濃

度の比較やモデルの検証を統一されたスケールで

実施することが困難であった。熱光学的手法や LII

法との比較を通じて検証された光吸収法を利用した

BC 質量濃度の長期観測が必要である[Kondo et al., 

2011a; Ohata et al., 2021b]。 

BC は輸送過程で他の成分の凝縮・凝集を受けて

混合状態が変化する。この BC 以外の物質（被覆物

質）により BC の光吸収量が増大する効果（レンズ効

果）の定量的な評価が必要である。室内実験では顕

著なレンズ効果が確認されているのに対し，実大気

の観測では想定されるよりも小さな効果しかないこと

が報告されている[Cappa et al., 2012, 2019]。近年で

は，BC 粒子群全体の平均的な被覆量ではなく，

個々の粒子の混合状態の違いまで考慮することで，

このギャップを解釈する提案がなされている[Zhao et 

al., 2021]。BC の放射効果を推定するモデルにおい

ても，このような粒子ごとの差異に起因する影響の考

慮が必要となることが考えられる。BC の放射影響の

推定は放出源における BCの粒径分布の表現に強く

依存するとのモデル研究もあり[Matsui et al., 2018a]，

地上・航空機観測による BC の粒径別数濃度や粒径

別被覆量などの微物理量の観測データのさらなる蓄

積が必要である。 

IPCC AR6における BCの全球平均の有効放射強

制力は 0.11 W m–2（90%信頼区間は–0.20 ~ 0.42 W 

m–2）と推定されており，AR5 に比べて小さな値となっ

ている。これは，AR6 では，エアロゾル－放射相互作

用による BC の正の放射強制力が，雲の変化などに

よる負の大気調節（adjustments）により相殺された結

果として示されていることが一つの大きな理由である

（3.1章）。しかし，その推定値の不確定性の幅は未だ

に大きい。各モデル間で，BC の大気中における混

合状態の変化や輸送・除去過程，大気調節の強度と

符号にばらつきがあるためである。特に，急速に温暖

化が進行する北極域において，多くのモデルで BC

質量濃度の再現性が低いことが知られている[Lund 

et al., 2018]。上述の事項を含め，BC観測との比較に

基づくモデルの検証と精緻化が必要である。 

 
2.1.2 ブラウンカーボン（BrC）  

大気エアロゾルの主要成分である OA の一部は，

短波長可視から紫外領域にかけて光吸収性を持ち，

その色合いからブラウンカーボン（BrC）と呼ばれる

[Andreae & Gelencser, 2006]。BrCの単位質量あたり

の光吸収量はその化学構造に依存する。一般に

BrCの光吸収量はBCより低いものの，大気中のBrC

濃度が十分に高ければ，放射収支や光化学反応に

少なからず影響を及ぼすと考えられる[Feng et al. 

2013]。一例として，複数の全球気候モデルで計算さ

れた 2010 年の大気中の BC の全質量の中央値は

0.13 Tg であるのに対し，OA は 1.91 Tg である[Gliß 

et al., 2021]。OAに含まれる BrCの質量割合には放

出源ごとに様々な見積もりがあり[Feng et al., 2013]，

例えば，Jo et al.[2016]は全球平均の OA 質量濃度

に対して約 20%と推定している。これらの推定に基づ

くと，全球平均では BC の数倍程度の質量濃度の

BrC が大気中に存在することになる。BrC の光吸収

量を規定する複素屈折率の虚部の値（2.1.4 章）が

BC より１桁程度小さいとしても，BrC による放射影響

は無視できない[Zhang et al., 2020]。 

大気中の BrCのバルクの光吸収特性は，一般に，

採取したエアロゾル試料を水や有機溶媒に溶解させ，

その液体抽出物を紫外－可視分光法で測定すること
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により評価される [Kirchestetter & Novakov, 2004; 

Moschos et al., 2018]。代替的な手法として，BrCの光

吸収が紫外・可視域の短波長側に偏っていることか

ら，エアロゾルによる近赤外の光吸収はすべて BCに

よるものとし，BC の光吸収の波長依存性を仮定して

紫外・可視域まで外挿することで，測定された全吸収

から BC による寄与を差し引いて BrC の寄与を推定

する方法もある [Laskin et al., 2015; Corbin et al., 

2019]。OA は無数の化学組成を持つ有機物で構成

されており，BrCはその一部であることから，BrCのみ

を選択的に検出し粒径別数濃度を測定するような確

立された手法は無い。 

BrC は，バイオマスや化石燃料の燃焼過程等で大

気中に直接放出される一次有機エアロゾル（POA）と，

気体の揮発性有機化合物の酸化により生成する二

次有機エアロゾル（SOA）の両方に含まれる。二次生

成に由来する BrCは，液滴やエアロゾル中の液相反

応によっても生成する[Updyke et al., 2012; Nguyen et 

al., 2012]。これまでに，実験室内で生成した POAや

SOA に含まれる BrC の光吸収特性の測定や

[Nakayama et al., 2010, 2013, 2015; Saleh et al., 2014]，

様々な大気環境場における大気中の BrC の観測が

実施されてきた[Zhang et al., 2011; Lack et al., 2012]。 

バイオマス燃焼由来の BrC の光吸収量への寄与

は他の起源の BrC に比べて大きく，また燃焼条件に

強く依存することなどの放出源に関する特徴や[Saleh 

et al., 2014]，極性の低い OAに相対的に多くの BrC

が含まれていることなどの化学的特性の特徴が明ら

かになってきている[Chen et al., 2016]。また，BrC の

光吸収量が光酸化・分解反応を経ることにより減少す

る photobleaching 効果の重要性も指摘されている

[Zhao et al., 2015; Wang et al., 2018]。大気中での混

合状態の変化だけでなく，分子構造の化学変化によ

っても光学特性が変化する点が BC とは異なり，BrC

の放射影響評価をより複雑にしている。 

気候モデルによるBrCの放射強制力の推定は，多

くの場合，OA に対する BrC の質量割合と光学特性

を一定に仮定して実施されてきた。BrC は BC の 20

－70%程度（0.04–0.57 W m–2）の正の放射強制力を

持つと推定され[Feng et al., 2013; Lin et al., 2014]，森

林火災由来の BrC による大気加熱量は，熱帯の自

由対流圏では BC に匹敵するとの推定もある[Zhang 

et al., 2020]。IPCC AR6 では，これまでよりも BrC の

光吸収量が大きく見積もられ，OA 全体の負の放射

強制力を減少させる方向に推定が更新されている。

しかし，気候モデルにおける OA の表現の不確定性

は大きく，特に SOA生成や POAの放出量にはモデ

ル間に大きなばらつきがある[Gliß et al., 2021]。観測

された OA 質量濃度の大きさや変動のモデルによる

再現性が一般に高くないことから，OA の一部である

BrC の正確なモデリング手法を開発・検証することは，

さらに挑戦的な課題となっている。BrCの長期観測や

高度分布の観測は極めて限られており[Wang et al., 

2018]，BrC の動態把握とモデル検証のためにこれら

の観測が必要である。BrCの放出源・分子構造・大気

中での化学変化に伴う光学特性の変化についての

観測的な知見を蓄積し，モデルに適切に組み込んで

いくことが今後も求められる。 

 
2.1.3 酸化鉄 

BCと BrCに加えて，鉱物ダストは主要な光吸収性

エアロゾルの１つとして認識されてきた。鉱物ダストを

構成する鉱物の大部分は光散乱性であるが，わずか

に含まれている酸化鉄の組成と量が鉱物ダストの光

吸収性を規定する。また，鉱物ダストに含まれる自然

起源の酸化鉄だけではなく，燃焼過程等で生成する

人為起源の酸化鉄による光吸収も無視できないこと

が近年明らかになってきた。この項ではこれらの自然

起源・人為起源の酸化鉄の研究の動向と展望につ

いて述べる。 

環境中の酸化鉄には多くの化学種が存在し，主要

なものとしてマグネタイト（Fe3O4），ヘマタイト（a-

Fe2O3），マグへマイト（g-Fe2O3），ゲーサイト（FeOOH），

フェリハイドライト（Fe5HO8・4H2O）等が挙げられる。鉱
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物ダストの全質量に対する酸化鉄の質量割合は数パ

ーセント程度であり[Journet et al., 2014]，鉱物ダスト

の光吸収に主に寄与していると考えられるのはヘマ

タイトとゲーサイトである[Schuster et al., 2016]。ヘマタ

イトとゲーサイトは，紫外・可視域の波長での複素屈

折率虚部の値が最大で 1 桁程度異なるため（2.1.4

章），鉱物ダスト中の両者の相対的な含有量を把握

することは重要である[Li et al., 2021; Go et al., 2022]。

また，鉱物ダストの粒径分布も放射との相互作用に

強く影響する。これらの時空間的な分布や変動の理

解は不十分であり，鉱物ダストの放出量の不確定性

も相まって，鉱物ダストの放射強制力はその符号すら

まだ明らかになっていない。 

現場・実験室におけるエアロゾルの化学組成分析

に加え，今後の衛星ミッションではエアロゾルの組成

や鉱物学的な情報が得られることが期待されている

[Diner et al., 2018, Green et al., 2020]。鉱物ダストの

組成の空間分布を把握し，適切にモデルに組み込

むことが求められる。また，鉱物ダストの粒径別数濃

度を測定する確立された手法は無く，これを実現す

る新しい装置の開発が必要である。粒子の形状に依

存した偏光光散乱の検出に基づき，鉱物ダストの粒

子数濃度を推定する試みが行われている[Kobayashi 

et al., 2014; 鷹取ら, 2015; Pan et al., 2016]。また，

個々の非水溶性粒子を光学的に検出し，その体積・

複素屈折率・形状に依存した物理量を測定する汎用

的な微粒子測定器の開発が進められている[Moteki, 

2020; 2021]。鉱物ダストの組成と粒径別数濃度の観

測は，鉱物ダストによる直接的な放射影響だけでなく，

氷晶核としての働き（2.2章）を理解する上でも重要で

ある。 

酸化鉄のうち，特に光吸収性の強いマグネタイトや

ヘマタイトは，これまで BC の測定に使用されてきた

LII法により選択的に検出・定量できることが示されて

いる[Yoshida et al., 2016]。この手法を用いた地上・航

空機観測により，大気中には人為起源のマグネタイト

の粒子が少なからず存在し[Moteki et al., 2017]，その

放射効果が BrC に匹敵しうることが明らかになった

[Matsui et al., 2018b]。人為起源の酸化鉄粒子の放

射影響は最新の IPCCでも評価されておらず，これま

で見過ごされてきた温暖化物質と言える。 

人為起源のマグネタイトやヘマタイトなどの酸化鉄

粒子の放出源の候補として，製鉄所・自動車の排気・

自動車や電車のブレーキ摩耗や，その他の様々な

工業活動が挙げられる。しかし，それぞれの放出源

における酸化鉄の放出量は明らかになっていない。

これまでの観測の蓄積から，アジアの都市域・遠隔地，

北極のいずれにおいてもマグネタイトと BC の濃度に

正の相関が見られており，これは人為起源の酸化鉄

の放出源が空間的に BC の放出源に近いことを示唆

している[Yoshida et al., 2020]。放射影響に加え，燃

焼過程で生成した人為起源の粒子に含まれる鉄は，

鉱物ダストに含まれる鉄よりも溶解度が高く，海洋に

沈着して海洋生態系を活性化させ，大気中の CO2の

取り込みに影響を与えうる[Kurisu et al., 2016; 2021; 

Matsui et al., 2018b; Ito et. al., 2018; 2019; 2021]。人

為起源の鉄の形態と放出量・沈着量を観測的に明ら

かにし，気候影響をより定量的に評価することが求め

られる。 

 
2.1.4 複素屈折率 

複素屈折率は粒子の散乱・吸収特性を支配する

基本的なパラメータであり，その虚部の値が粒子の

吸収特性を強く支配する。BC の複素屈折率の報告

値は実部・虚部ともにばらつきが大きく，例えば

OPAC（Optical Properties of Aerosols and Clouds）の

データベース[Hess et al., 1998]では可視域で 1.74 + 

0.44i程度，Bond & Bergstrom [2006] では波長 550 

nmで 1.95 + 0.79i，Moteki et al. [2010]では波長 1064 

nmで 2.26 + 1.26i とされている。BCの放射影響を評

価する数値モデルでも様々な異なる値が使用されて

いる[Bond et al., 2013]。BrCの複素屈折率の値は組

成に依存し，またその虚部の値は紫外・可視域で波

長依存性が大きく，例えば波長 350 nm で 0.07–0.17
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程度，波長 700 nm で 0.0001–0.001 程度とされてい

る[e.g., Kirchstetter et al., 2004; Chen & Bond, 2010; 

Lin et al., 2014]。鉱物ダストの複素屈折率虚部も紫

外・可視域で強い波長依存性を持ち，その値は

0.001–0.03程度である[e.g., Hess et al., 1998; Colarco 

et al., 2014]。鉱物ダストの複素屈折率虚部の値は，

組成，特に酸化鉄の含有量に強く依存する[e.g., Di 

Biagio et al., 2019]。純粋な酸化鉄の複素屈折率虚

部の値は，波長 500 nm で 0.67（マグネタイト，

Ackerman & Toon [1981]; Huffman & Stapp [1973]），

0.1–0.8（ヘマタイト，Zong et al. [2021]），0.09（ゲーサ

イト，Bedidi & Cervelle, [1993]）などの報告がある。各

種の光吸収性エアロゾルの放射影響の評価は，これ

らの複素屈折率の値に依存しており，この値の不確

実性を低減させることが共通する課題である。2.1.3

節で述べたような新たな測定器[Moteki, 2021]によっ

て，複素屈折率の高確度の推定が可能になることが

期待される。 

 
2.2 氷晶核として働くエアロゾル 

氷点下において，固体物質を含んでいない雲粒

は，すぐには凍結せず，－40℃～－35℃程度にまで

下がらないと自発的には凍結しない。ところが，大気

中に氷形成のための足場（氷晶核）が存在する場合

は，－35℃より高い温度でも氷晶（氷の微小な結晶）

が形成されることがある。また，－35℃以下の温度で

あっても，過冷却水滴が自発的に凍結するためには，

液体の水に対する相対湿度が 100%付近にまで達す

る必要があるが，氷晶核が存在する場合には，それ

よりもはるかに低い相対湿度でも氷晶が形成されるこ

とがある。大気中において，氷晶核として働くエアロ

ゾルの存在は，ごく微量であっても，氷点下での雲微

物理過程に極めて大きな影響を及ぼすことから，そ

の挙動について理解することは非常に重要である

[Murray et al., 2021]。 

近年，氷晶核として働くエアロゾルに関する研究の

分野では，非常に大きな変更や進展があった。例え

ば，これまでの気象学の分野では，氷晶核として働く

エアロゾルを表す用語として，「氷晶核」もしくは「Ice 

Nuclei（IN）」が使われてきていた。しかし，2015 年頃

を境に，INという呼称はほとんど使われなくなり，その

代わりに「Ice Nucleating Particle(s)（INP(s)）」という呼

称が広く用いられるようになった（その経緯について

は，當房[2019]の中で解説）。本稿のこれ以降では，

氷晶核として働くエアロゾルを「INP」，その働きやす

さを「IN 特性」と表現する。INP の計測技術は，発展

途上にあり，計測値のばらつきも非常に大きかったこ

とから，長年に渡って科学的な知見が非常に乏しい

状況が続いていた。しかし，この約 10 年のうちに，

INP の計測技術の精度を検証するための相互比較

研究が実施されるようになり，さらに新たな計測技術

の開発や改良などの動きがあった。その結果，世界

的には INP に関する研究が盛んに行われるようにな

ってきている[Murray et al., 2012; Kanji et al., 2017; 

當房，2019; Huang et al., 2021]。その一方で，現在の

日本において，INP の研究に取り組んでいる（もしく

は，当該分野を取り扱うことができる）研究者は非常

に限られている状況である。 

INP の研究に関しては，未解明の課題が数多く残

されている。例えば，最も基礎的な部分である「INP

が氷晶を形成する理由」についてさえ，ほとんどわか

っていないのが現状である。また，大気中の INPの観

測については，近年の計測技術の進展により，世界

各地で実施されるようになってきているが，それらが

大気中にどの程度存在していて，どこから供給されて

いるのかは，まだよくわかっていない。さらに，INP が

雲微物理に及ぼす影響の評価についても，現在の

気候モデル内でのエアロゾル－雲相互作用の表現

方法が確立されていないこともあり，依然として不十

分な状況である。 

新たな課題として，地球温暖化などの気候変動と

の関連性についても注目が集まっている。例えば，

今後，地球温暖化の進行に伴う地表面付近の温度

の上昇により，中～高緯度の下層で発生する混合相
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雲（氷晶と過冷却水滴が混在する雲）内では，氷晶

が減少し，水滴が増加すると予測されている[Tan et 

al., 2016]。その一方で，高緯度域での積雪や氷河，

海氷の融解が促進されると，雪氷に覆われていない

陸域や海域からの INP の供給が増えることも示唆さ

れており[Tobo et al., 2019; Šantl-Temkiv et al., 2019; 

Sanchez-Marroquin et al., 2020; Inoue et al., 2021; 
Carlsen & David, 2022; Creamean et al., 2022]，INP

が将来の雲微物理に及ぼす影響は，当初予測され

たシナリオよりも複雑なものになっている可能性があ

る。 

以上のような状況を背景として，INP に関わる研究

において，今後 10 年間に我々が取り組むべき課題

について以下に述べる。 

 
2.2.1 INP の表面構造の解析 

INP は，固体の物質によって構成されており，鉱物

ダスト，微生物もしくはそれらの活動に由来する有機

物などが知られている[Murray et al., 2012; Kanji et al., 

2017; Huang et al., 2021]。一般的に，鉱物粒子の多

くは，約－12℃以下にならないと INP としてはほとん

ど働かないが[Murray et al., 2012; Kanji et al., 2017]，

近年の研究では，カリ長石を多く含む鉱物は，他の

鉱物（粘土鉱物など）よりも 5℃以上高い温度でも氷

形成を起こす（つまり IN 特性が高い）ことが示されて

いる[Atkinson et al., 2013]。また，細菌や真菌などの

微生物の中には，－12℃よりもはるかに高い温度で

の氷形成を誘発する有機物（氷核活性タンパク質な

ど）を細胞の外部に形成する種がいることが知られて

いる[Huang et al., 2021]。 

INP を足場とした氷形成過程は，その粒子上に存

在する氷形成に適した何らかの表面構造（氷形成の

場; ice nucleation active site）が大きく関係していると

考えられている。この「氷形成の場」を特定するため

の基礎研究は，今後，「そもそも INP とは何なのか？」

を明らかにするためにも重要である。 

既に述べたように，カリ長石や氷核活性タンパク質

などが，高い氷形成能力を示すことが知られてきてい

る。その一方で，「具体的にそれらが持つどのような

表面構造によって，氷晶の形成が誘発されるのか？」

という基礎的な部分について，我々の科学的知見は

非常に乏しいままである。近年では，ハイスピードカメ

ラや電子顕微鏡などを用いて，この氷形成の場につ

いて明らかにしようという新たな取り組みが行われるよ

うになってきている[Kiselev et al., 2017; Holden et al., 

2019; 2021]。日本には，微粒子などの表面構造の詳

細分析を得意とする研究者が多くいるため，今後，

「氷形成の場」の解明につながる研究が新たに創出

されることを期待したい。 

 
2.2.2 大気中の INP のモニタリング 

実大気中の INP の濃度計測については，日本で

の歴史は古く，60年ほど前に磯野謙治教授らの研究

グループによって，国内での計測結果が報告されて

いる[Isono et al., 1959; Isono & Tanaka, 1966]。しかし，

それ以降は世界的にも観測事例が少なく，科学的知

見が非常に乏しい状況が長く続いていた。 

現状の INPの計測技術に関して，特定の標準化さ

れた装置が世の中に広く普及している状況とはなっ

ておらず，世界中の各研究グループが独自に開発・

改良を進めてきたもの（雲生成チャンバーやコールド

ステージ型の装置など）が使われてきている。それで

も，近年，標準試料（鉱物試料，微生物試料など）を

使った相互比較研究が進められたことにより，各計測

技術による IN 特性の計測精度に関しての客観的な

評価ができるようになってきている [Tobo, 2016; 

DeMott et al., 2017; 2018]。 

最近では，これらの各計測技術を用いて，実大気

中での INP の計測が行われるようになってきている。

実大気中での INPの計測は，今後 10年間のうちに，

さらに盛んになることが予測され，日本でも推進され

るべきだと考える。世界の動向としては，比較的短期

間の観測プロジェクトの中で INP の観測が実施され

ているケースがほとんどだが，日本においては，世界
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的にもほとんど例のない「INP の通年観測」が実施さ

れてきている[Orikasa et al., 2020; Tobo et al., 2020]。

このような観測が国内外の様々な地点で数多く実施

されることにより，大気中における INP の挙動に関す

る新たな科学的な知見が蓄積されることが期待される。 

 
2.2.3 INP の計測技術の開発  

大気中の INP のモニタリングを進めるにあたり，既

存の計測技術を用いた観測を進めていくことは重要

だが，それと並行して，新たな計測技術の開発が進

められることも強く推奨される。INP の計測技術を開

発する上での目指すべき方向性の例としては，以下

のような点が挙げられる。 

・ 0℃以下の幅広い温度域をカバーすると同時に，

低濃度でも検出することができる 

・ 計測プロセスの大部分が単純化もしくは自動化
されている 

・ 計測値の精度（定量性）が保証されている 

・ 時間分解能が高い 

・ 動作が安定しており，長期の観測にも耐えうる 

 
2.2.4 INP の変動をもたらす要素の解明 

大気中の INPは，様々な要素によって変動を示す。

低～中緯度域では，アジアやアフリカの乾燥地帯で

鉱物ダストが発生した際，INP を急激に増加させるこ

とが報告されている[Isono et al., 1959; DeMott et al., 

2003; Tobo et al., 2020]。また，降水や高湿度の影響

下で，INP が増加することが報告されており[Isono & 

Tanaka, 1966; Tobo et al., 2020]，その原因について

は，微生物・有機物などの大気中への放出が関係し

ていることが示唆されている[Huffman et al., 2013; 

Prenni et al., 2013; Tobo et al., 2013, 2020]。高緯度域

では，積雪や氷河，海氷の融解が促進されると，雪

氷に覆われていない陸域や海域からの鉱物ダスト，

微生物・有機物などの大気中への放出が活性化され，

INP が増加する可能性があると指摘されている[Tobo 

et al., 2019; Šantl-Temkiv et al., 2019; Sanchez-

Marroquin et al., 2020; Inoue et al., 2021; Carlsen & 

David, 2022; Creamean et al., 2022]。 

このように，INP の変動をもたらす要素については，

いくつかの可能性が指摘されてきているものの，その

科学的理解は極めて不十分である。そこで，大気中

の INPの観測を行う際には，INPの変動に関連しうる

エアロゾルや気象データなどの計測も並行して実施

することが推奨される。特に，INP として働くエアロゾ

ルの有力な候補とされる鉱物ダスト，微生物・有機物

などの固体粒子の定量的な情報（IN 特性や大気中

での濃度などの情報）が特に不足しているため，今

後，重点的に調べられることが望まれる。 

 
2.2.5 INP のパラメタリゼーション化 

気候モデル内でのエアロゾル－雲相互作用の表

現にあたり，INP の寄与をどのように扱うかは，これか

らの重要な課題である。気候モデル内で INP の濃度

変動を表現するための方法としては，長年に渡って，

INP を温度と湿度のみの関数として表現した経験式

[例えば，Meyers et al., 1992]が使われてきている。一

方，この約 10年のうちに，特定のエアロゾル（粗大粒

子，鉱物ダストや微生物などの固体粒子）の変動を

加味した経験式[DeMott et al., 2010; 2015; Murray et 

al., 2012; Tobo et al., 2013]も提案されており，気候モ

デルを使った研究の中でも使われるようになってきて

いる[Tan et al., 2016; Vergara-Temprado et al., 2018; 

Kawai et al., 2021]。 

将来的に，大気中の INPの挙動について，どの程

度，予測可能になるのかはわからない。ただし，上記

の 2.2.1～2.2.4 章の研究項目などの遂行によって蓄

積された知見を駆使し，INP をどのようにパラメタリゼ

ーション化するのが妥当なのかを検証することは，非

常に重要である。そのような取り組みを進めることで，

気候モデルの中での INP の寄与に関する表現が大

きく改善されることが期待される。 
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2.3 長期モニタリングと越境大気汚染 

2.3.1 長期モニタリング 

近年，大気エアロゾルの放出，輸送，沈着過程の

理解が進み，コンピューターの高速化に伴って大気

化学輸送モデルは日進月歩で進歩している。さらに

衛星を中心とする観測データとモデルを統合するデ

ータ同化システムの導入が進んだことで全球エアロ

ゾル分布の予測値は目覚ましく精緻化しつつある。し

かし，こうした技術が長足に高度化しても，最終的に

数値モデルは直接観測データによって検証されなけ

ればならず，衛星観測にもグラウンド＝トゥルースが

必要な状況に今も昔も変わりはない。むしろ以前にも

まして高い精度，データの時間的，空間的な連続性，

即時性など，直接観測に求められる要件も複雑化し

ており，継続的に計られるべき項目も多岐におよぶ

（GAW Report No. 227, Table 1.1.参照）[WMO, 2016]。 

大気エアロゾルの長期モニタリングは 1 地点のみ

では地表付近のポイントデータに限られるものの，単

発の観測キャンペーンなどでは得られない長期的か

つ連続的なデータが得られるメリットがある。例えば

今まさに，東アジアで起きつつあるような人為的放出，

土地利用，気候の変動に伴う中長期的なトレンドの

みならず，新型コロナウイルスや原発事故など，予期

しない突発的な社会様式の変容に前後して起こる大

気質の変化に備え，追跡することができる。そしてそ

うした基盤となるデータは長く継続すればするほど学

術的な価値が高まり，当該分野の科学者コミュニティ

に資するのみならず，施行された環境政策の長期的

な検証などにも役立つ。我が国では，辺戸，福江，福

岡などに研究志向の大気観測拠点が設けられ，国内

におけるスーパーサイトの草分けとして牽引的な役割

を果たしてきた[Takami et al., 2007; Kaneyasu et al., 

2014; Kanaya et al., 2020]。また，極地や山岳域を代

表して北極，南極，富士山山頂などの遠隔地域でも

長年観測データが蓄積されてきた[Hara et al., 2021; 

Iwamoto et al., 2021; Mori et al., 2021]。こうした長期

モニタリングが持つ特徴や意義を改めて踏まえつつ，

今後の大気エアロゾル－雲相互作用の解明に向け

た課題を整理したい。 

まず，エアロゾル－雲相互作用を考える上で重要

となる CCN のフィールド研究を例に振り返ると，CCN

カウンタの連続測定装置が提案され [Roberts & 

Nenes, 2005]，CCN 活性の単一吸湿性パラメータが

提唱されκケーラー理論が確立されたこと[Petters & 

Kreidenweis, 2007]などが契機となり，その後急速に

観測事例が増えてきた。まだ装置が普及して間もな

い 2010 年前後は，先発の研究グループが観測地点

や季節を変えながら数週間から数か月程度の集中

観測キャンペーンを展開し，単発で成果を報告する

ケースが中心だった。それから現在に至る 10 年間あ

まりは，徐々にデータの連続性や観測地点の地域代

表性が問われるフェーズにシフトしてきた。後発なが

ら能登半島の先端（金沢大学能登大気観測スーパ

ーサイト珠洲測定局）に CCN カウンタを導入して連

続観測を開始した著者らも，後に世界の各地域で継

続的に測られた CCN濃度の国際的な比較研究に参

画する機会を得た（のべ 14カ国，23研究機関，70名

余の研究者が関与）[Schmale et al., 2017； 2018]。こ

のプロジェクトには東アジアから都市部の韓国ソウル

と，遠隔地を代表して能登が加わったが，いかに東ア

ジア地域のエアロゾル（CCN）濃度が高く，季節変化

に富んでいるかが改めて浮き彫りになるなど，長期観

測データを統一的な観測条件（湿度，過飽和度の設

定や測定原理）で，多地点間で直接比較することの

重要性を印象付けた。ここで集められた観測データ

セットは EU 主導の ACTRIS（Aerosol, Clouds and 

Trace Gases Research Infrastructure）プロジェクトのデ

ータベースにアーカイブされ，後に日本からの貢献を

含む 39 名が参加した大気大循環モデルならびに化

学輸送モデルの相互比較研究に検証データとして

用いられた[Fanourgakis et al., 2019]。観測データと

モデルの計算結果との比較から，各国で開発が進む

最新の数値モデルでも依然として CCN 濃度を 30％

程度過小評価する傾向があり（図 1），とりわけモデル
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内での生物由来の SOA の生成，OA の吸湿特性，

乾性沈着，雲内でのエイジング等の扱いに改善の余

地があることが示唆された。一方で，海洋境界層にお

いて飛沫から一次的に発生する微小な海洋起源エ

アロゾルが CCN 全体に占める割合の過少評価も指

摘されており，非海洋性 CCN との切り分けも課題とし

て残っている[Xu et al., 2022]。 

上記のような大気エアロゾルの長期モニタリングサ

イトを観測項目ごとにネットワーク化する動きは EU を

中心に活発化しており，世界気象機関（WMO），国

連教育科学文化機関（UNESCO）の政府間海洋学

委員会（IOC），国際学術連合会議（ICSU）および国

連環境計画（UNEP）がスポンサーとなっている全球

気候観測システム（GCOS）の一翼を担うべくスタート

した SARGAN (in-Situ AeRosol GAW observing 

Network)イニシアチブ[Laj et al., 2020]の一環として，

世界 52か所で 10～40年にわたって計測された散乱

係数，吸収係数などの光学的特性[Coen et al., 2020]

や，62地点で 2016～2017年に計測された粒子個数

濃度と粒径分布[Rose et al., 2021]がまとめられている。 

過去に酸性雨の越境汚染問題がいち早く顕在化

した経験からか，EU では早くからこうした地上観測で

の手法の標準化が図られ，かつ科学政策としてもトッ

プダウンで EU 各国の連携が推進されてきた。こうし

た背景も手伝って，SARGAN のような国際的なイニ

シアチブを牽引し，参加している長期モニタリングサ

イトは特に EUに偏重している印象は否めない。南米，

アフリカ，オセアニア，シベリアと並び，アジア地域で

の相対的な観測地点の不足が指摘されている

[Kulmala, 2018; Coen et al., 2020]。しかし，近年では

日本発のスカイラジオメータの観測ネットワークである

SKYNET が 2017 年に正式に WMO GAW の

 

図 1 モデルアンサンブルによる 2011 年から 2015 年までの CCN 数濃度（過飽和度 0.2％; CCN0.2）の再現結果。黒い点は

観測の月平均値，青と赤の実線はアンサンブルメンバーの中央値と平均を示す。網かけの範囲はすべてのモデル結果の

25％と 75％値，緑の破線は最小値と最大値。[Fanourgakis et al., 2019] 
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contributing network となるなど [Nakajima et al., 

2020b]，日本をはじめとする東アジア地域のプレゼン

スも徐々に高まりつつある。リモートセンシング観測は

もともと半無人でもデータが収集でき，ネットワーキン

グとの親和性が高い部類の観測項目ではあったと思

われるが，今後は光学特性，粒径分布，CCN，化学

組成などの大気エアロゾル物理，化学特性の直接観

測についてもこうした流れに追随すべき時期に来て

いると考えられる。近年の，数値モデルや再解析プロ

ダクトへのデータ同化，衛星観測の検証等でのニー

ズにスピード感をもって対応するためには，地上での

直接観測データについても統一的なフォーマットで，

かつ迅速に共有されることが望ましい。オンライン化

が進んだとは言え，依然として手間がかかり高コスト

体質の直接観測データを，長期間繋げてデータベー

スに供給し，国際的に歩調を合わせるとなると，それ

なりの負担と責任が伴うのは事実であるが，ネットワ

ーク化し，ユーザーが増えることで貴重なデータの価

値が最大化され，データを提供する側にとってもメリ

ットが生まれる好循環を回していくことが，持続可能

な長期モニタリングを実現する上でも理想的だと考え

られる。 

地上での長期モニタリングには，単にモデルや衛

星観測への検証データを提供するという側面だけで

なく，新しくモデルに組み込むべき化学反応や，自

然システムがもつ未知のフィードバックループの発見

を担う基礎研究上の重要な役割を担っていることも忘

れてはならない。特に，黄砂や海塩，硫酸塩といった

無機物主体の粒子の表面に，わずかにでも有機物

がコーティングされていれば，不均一反応の速度，

CCN，INP としての活性などを大きく変化させてしまう

可能性がある[Freedman, 2017; Gen et al., 2019]。既

存のインフラ，ベースライン観測をうまく利用しつつ，

厳選された基本項目を長期モニタリングで抑えなが

ら，短期集中観測を展開して大気エアロゾルが持つ

微視的，巨視的両面での混合状態を詳細に明らか

にする必要がある。 

また，カーボンニュートラルに向け世界が動き出す

中で，例えば交通部門から放出するエアロゾルは従

来の燃焼由来の粒子から，今後はタイヤやブレーキ

などの摩耗に伴って放出する粒子が主体となり，従

来見過ごされてきた粒子の存在が相対的に重要にな

ってくる可能性も否定できない。従来の観測手法に

加えて，新たにモニタリングされるべき項目の探索と

いう観点でも，マイクロプラスチックやバイオエアロゾ

ルといった未解明の粒子の動態解明にも注力すべき

である。 

現状では，CCN カウンタやκケーラー理論が確立

されている CCN に比べると，大気中にわずかにしか

存在しない INPを正確かつ連続的に計測できる標準

的な装置もなく，IN 特性を定式化する理論も十分に

確立してはいない。今後はそうした新規の研究手法

の開発とフィールドでの試験的な運用の場としても，

長期モニタリングのサイトは活用されるべきである。ま

た，従来の CCN，INPの長期モニタリングの多くは地

上で行われており，実際に雲ができる環境を代表し

ていないという根本的な問題も残されている。その点

山岳域の観測サイトにかかる期待は依然大きい。航

空機観測は大がかりになるため，発展めざましいドロ

ーンなどを活用して時空間的なギャップを補完するこ

とも有効であろう。 

また，従来は，エアロゾル－雲相互作用の研究と

謳いながらも，地上で測られる大気エアロゾルの雲核

活性と，リモートセンシングによる上空の雲，降水過

程の観測は独立して行われてきており，両者のリンク

について十分な検討が行われてきたとはいいがたい。

例えば，貨物船の航路上空では船舶由来のエアロゾ

ルが雲を刺激して雷が増加していることが報告されて

いる[Thornton et al., 2017]。その点においても，長期

的には省庁や官学の枠組みを超えて，リモートセン

シングや長寿命ガスに特化してきた観測サイト，行政

ベースの地上大気環境測定局網，大学などが独自

に開拓してきた研究志向の強い観測サイトなど，従

来独立していた地上インフラを統合的に運用し，適
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宜ローコストセンサーなどもうまく取り入れながら効率

化と連携を図ることで，限られた研究リソースを新しい

研究テーマや特定の観測項目に集中できる環境を

整備していく必要があると考えられる。 

 
2.3.2 越境大気汚染 

大陸の風下に位置する日本は，世界有数の大気

汚染物質の放出国である中国の影響を受けうる。酸

性雨問題への取り組みとして始まった越境大気汚染

の問題は，必ずしも酸性雨にとどまらず，光化学オキ

シダント（Ox）およびエアロゾル（PM2.5）の問題として

2000年代に顕在化してきた。具体的には，2007年春

季の日本での広域的な光化学スモッグ注意報の発

令事例[大原ら，2008]や 2013年 1月の中国の PM2.5

激甚大気汚染などが挙げられる。後者については社

会的な影響も大きく，PM2.5という言葉は 2013年の新

語・流行語トップテン入りとなり，国民に広く認識され

るに至った。なお，この事例における越境輸送の影

響は，例年と比べて大きな増加はなかったものと報告

されている[鵜野ら，2013]。また，上述の人為起源に

限らず，タクラマカン砂漠やゴビ砂漠を起源とする土

壌性ダスト（黄砂）[Uno et al., 2009] もわが国の大気

環境に影響を与える要因となる。サハラ砂漠由来の

ダストと比較して，黄砂は光吸収が強いことが特徴で

あり，この地域の放射収支に影響を及ぼす[Zhang et 

al., 2009; Huang et al., 2014]。このほか，シベリアの森

林火災  [Ikeda & Tanimoto, 2015; Yasunari et al., 

2018]は特に北海道や東北地方に影響を及ぼす場

合もある。 

国内の大気汚染物質放出量は 1980年代以降，減

少を続けている[Kurokawa & Ohara, 2020]。ここでは

越境大気汚染に係る中国の放出量を図2に示す。主

要な大気汚染物質放出量について， MEIC (Multi-

resolution Emission Inventory for China） [Li et al., 

2017; Zheng et al., 2018; 2021]およびREAS（Regional 

Emission inventory in Asia）[Kurokawa et al., 2013; 

Kurokawa & Ohara, 2020]による 2000年から 2020年

までの経年変化を示す。目覚ましい経済発展に伴い

2000 年代には放出量も劇的な増加の一途を辿って

いたが，その様子も現在では大きく変わってきている。

SO2 はその対策が早く，2005 年をピークに減少傾向

に転じた（図 2(a)）。SO2から生成する SO4
2–は日本の

PM2.5の主要成分の 1つであり，従来から大陸に近い

西側で高くなる経度勾配をもつことが知られていた

[Aikawa et al., 2010]。中国の SO2放出量の削減は，

日本の大気質改善にも寄与したと考えられる。また，

SO2放出削減に遅れたが，NOx 放出量も 2011 年か

ら減少傾向に転じた（図 2(b)）。上述した激甚大気汚

 
図 2 MEIC および REAS 放出量インベントリによる中国の（a）SO2，（b）NOx，（c）NH3，（d）NMVOC，（e）BC 放出量推計値の

2000 年から 2020 年までの経年変化。放出量は年間総計値で単位はすべて Tg。 
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染への対策のため，中国では 2013 年から大気汚染

防止アクション・プランなどの政策が精力的に推進さ

れ，中国国内の PM2.5濃度は 2013年から 2017年ま

での 5年間で 3割以上も減少するなど，大気環境が

大きく改善されてきている[Zhang et al., 2019]。日本の

PM2.5濃度は，2009年に環境基準が設定されて以来，

2010年度から 2014年度までは 30%前後の達成率で

あったが，2015 年度から 70%を超えるようになり，最

新の 2019年度では 99%に至った。ここ 10年で日本

の PM2.5 汚染状況は劇的に改善されており，中国の

大気環境改善が大きく影響を及ぼしたと考えられて

いる[鵜野ら，2017]。 

だが，懸念すべき点として，大気汚染要因の変化

という点が残っている。PM2.5濃度としては改善してい

るが，例えば，日本の西側に位置する長崎県福江島

の観測・モデル解析結果からは，硝酸塩エアロゾル

（NO3
–）がPM2.5に占める割合，また，その濃度も増加

していることが解明された[Uno et al., 2020]。これは，

SO4
2–の減少により対イオンであったアンモニウムエア

ロゾル（NH4
+）が余剰となり，NO3

–との反応に利用さ

れるように変化していること，合わせて，農業が主たる

放出源であるNH3について，その放出量がほぼ横ば

いで推移していること（図 2(c)）も関連している。このよ

うな変化は，東アジア酸性雨モニタリングネットワーク

（EANET）の長期観測から，酸性雨の要因が SO4
2–か

ら NO3
–に変化してきていることにも見られている

[Itahashi et al., 2018]。また，NMVOC放出量の減少

傾向は他に比べると緩やかである（図 2(d)）。光化学

オキシダントや SOA にも一層着目をする必要があろ

う。太陽光の直接吸収などにより温暖化に寄与する

BC は，最新の知見では 2013 年あたりから減少に転

じている（図 2(e)）。中国は，特に 2010年以降には経

済成長とともに放出削減という環境政策を成し遂げて

きた。今後，2030年ごろにはGDPでは中国は米国を

抜いて世界 1 位となる見通しである[岩田，2019]。そ

のような経済成長下でも，今後も放出削減は継続さ

れると考えられる[Tong et al., 2020]。したがって，今な

お減少に転じていないNH3放出量は，それ自身は大

気環境基準の設定された汚染物質ではないものの，

硝酸アンモニウム（NH4NO3）を生成する要因となるた

め，注視すべき対象と言える。 

2020 年には新型コロナウイルスの蔓延という不測

の事態が生じ，感染拡大防止のために中国ではロッ

クダウンの措置がとられた。人間活動の制限の影響

を受け，例えば NOx 放出量は 2020 年 2-4 月には

2019 年同月比でそれぞれ 36，14，6%減少したが，5

月以降は 3%以内の減少幅であり，ほぼ同等の放出

水準に戻ったと推計されている[Zheng et al., 2021]。

この中国のロックダウン期間中には，日本遠隔域の

PM2.5，SO4
2–，NO3

–濃度は 2018-2019 年の同期間比

で3-5割減少したことが観測された。越境輸送の減少

の影響と考えられたが，NO3
–に対しては気象場の変

動も寄与したことが数値モデルから推定されている

[板橋ら，2020]。2020 年冬季は統計開始以降最も気

温の高い記録的な暖冬であり[気象庁，2020]，粒子

化しにくい気象状況も複合的に関連したと見られる。 

以上のようなことから，今後は気候変動そのものや

カーボンニュートラルに向けた脱炭素の放出施策の

方向性との協調が一層欠かせないものとなろう。まず，

気候変動下の気象場の変動により，越境輸送のパタ

ーン（起こりやすさ，あるいは，起こりにくさ）がどう変

化するかを評価する必要がある。続いて，放出量の

点では，中国では SO2の放出削減が最も早く，SO4
2−

の減少は PM2.5濃度低減に効果的ではあったが，一

方でエアロゾル－放射相互作用の点では，それがも

たらす冷却効果が弱まったことにつながったと言える。

将来に予想される高濃度CO2下での SO2削減は，現

状の CO2濃度レベルにおける SO2削減よりも，温暖

化を一層強めるものと推定されている [Takemura, 

2020]。また，BC 削減による温暖化抑制の影響は従

来以上に弱い可能性も指摘されてきている

[Takemura & Suzuki, 2019]。大気汚染と気候変動の

両対策が可能となる緻密な放出シナリオの策定が求

められる[Nakajima et al., 2020a]。 
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越境大気汚染の観点では，東アジアスケールの領

域的な大気汚染対策と全球的な気候変動対策の両

立が不可欠である。そのためには，大陸の風下に位

置する日本において多成分かつ準リアルタイムで利

用可能な地上モニタリング網（辺戸，福江，福岡，能

登など）で越境輸送の監視を継続することが，まず第

一に越境大気汚染の実態を迅速に把握するために

必須である。捉えられた越境輸送イベントの要因を解

明するためには，数値モデルにより越境大気汚染に

影響する気象場・放出量等の個々の要素をそれぞれ

評価するなど，現象解明のための観測・モデルの両

アプローチが重要であり，それにより越境輸送の低減

に向けた政策提言が可能となるであろう。また，地上

における定点観測に加えて，高解像度化する極軌道

衛星あるいは静止衛星による面的なモニタリングとの

連携も越境輸送の把握に必要であり，放出量変動を

迅速に把握する点でも衛星計測は今後も重要である。

さらに，無人機等も含めた研究用航空機による越境

輸送の高度分布の現場観測も望まれる。モデルの高

度化に向けては，例えば新型コロナウイルスへの感

染拡大措置としてとられたロックダウンや緊急事態宣

言等に伴う劇的な変化事例からは，従来までは数値

モデルに依存していた放出削減効果の推定を，実大

気の観測からも抽出可能かもしれない。そのような実

現象をより正確に再現可能なように，数値モデルを精

緻化させる必要もあろう[Lamboll et al., 2021]。数値モ

デルに含まれる不確実性の低減は，放出シナリオに

基づく将来予測研究の不確実性を低減するためにも

必要であり，モデル開発・精緻化も継続されるべきで

ある。その過程における AI の利活用も発展性のある

トピックとなろう[Xing et al., 2020]。 

 
3．エアロゾルと気候の相互作用 

3.1 エアロゾル－放射相互作用 

本節では，エアロゾル－放射相互作用に関する研

究の現状と，エアロゾル－放射相互作用の推定精度

を向上させる上で重要となる研究の将来構想につい

て記述する。本節の 1 項では，放射強制力の推定の

現状と今後の課題を述べる。2 項では，エアロゾル－

放射相互作用（と一部エアロゾル－雲相互作用）の

推定において重要となるエアロゾルの物理化学特性

の推定の現状と今後の課題を述べる。3 項では，数

値モデルの検証に不可欠な観測について今後の展

望を述べる。 

 
3.1.1 放射強制力 

最新の IPCC AR6[Masson-Delmotte et al., 2021]に

よると，1750年を基準とした 2014年におけるエアロゾ

ルによる有効放射強制力 （ Effective Radiative 

Forcing; ERF）は −1.3±0.7 W m−2と推定されている

（図 3(c)）[Forster et al., 2021]。このうち，エアロゾル

－放射相互作用（Aerosol-Radiation Interaction; ARI）

による有効放射強制力（ERFari）は −0.3±0.3 W m−2，

エアロゾル－雲相互作用（Aerosol-Cloud Interaction; 

ACI）による有効放射強制力（ERFaci）は −1.0±0.7 

W m−2 と 推 定 さ れ て い る （ 図 3(c) ） 。 IPCC 

AR5[Boucher et al., 2013]では，1750年を基準とした

2011年における ERFari は−0.45±0.5 W m−2と推定

されている。ERFari の不確定性幅は AR5 から AR6

にかけてやや減少したものの，第 6 期結合モデル相

互比較計画（Coupled Model Intercomparison Project 

phase six; CMIP6）[Eyring et al., 2016]に参画する各

モデルのエアロゾルによる ERF の推定には大きなバ

ラツキがあり（図 3(c)），ERFari の不確定性幅は依然

として大きい。また，地上気温や海洋熱吸収などの観

測で束縛しエアロゾルによる ERFの時間変化や気候

感度を推定する試みも行われているが，1750 年を基

準とした 2005-2014年におけるエアロゾルによる ERF

は−1.1（−1.8～−0.5 の幅，平均値と 5－95%レンジ） 

W m−2と推定されており，不確定性幅は依然として大

きい [Smith et al., 2021]。 

瞬時放射強制力（Instantaneous Radiative Forcing; 

IRF）は，ある摂動（perturbation）によって引き起こさ

れる大気上端における正味の放射フラックスの変化
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で定義され，この IRF と大気調節の効果を足し合わ

せたものが ERF となる[Forster et al., 2021]。IPCC 

AR6 においては，1750 年を基準とした 2014 年にお

けるエアロゾル－放射相互作用による瞬時放射強制

力 IRFari は−0.25±0.2 W m−2 と推定されており，

ERFari（−0.3±0.3 W m−2）の大部分を占める。IPCC 

AR6においては，観測から推定された IRFariは−0.4

±0.4 W m−2 であり[e.g., Kinne, 2019]，モデルから推

定された IRFari（−0.2±0.2 W m−2）との違いは未だ大

きい[Forster et al., 2021]。したがって，モデルでの

IRFari の推定精度を向上させることが，ERFari の推

定精度の向上につながる（3.1.2 章）。そのためには，

各化学種・エアロゾル種による IRFari，ERFariを評価

することが重要である。 

人為起源放出の SO2は SO4
2–を生成し，その放出

量も多いため，エアロゾルによる ERFari を構成する

化学種の中で最大の負の値を持つ（図 3(a)）。IPCC 

AR6では 1750年を基準とした 2019年における SO2

放出による ERFは−0.94±0.69 W m−2 と推定されて

おり，このうち，SO2 による ERFari は−0.23 W m−2，

ERFaciは−0.70 W m−2と推定されている[Szopa et al., 

2021]。エアロゾル－雲相互作用による寄与が大きい

ものの，エアロゾル－放射相互作用も重要な役割を

果たしている（図 3(a)）。人為起源放出の OC による

ERF は−0.21±0.23 W m−2 と推定されている[Szopa 

et al., 2021]。 

IPCC AR6 での BC による ERF は 0.11±0.31 W 

m−2 と推定されており（図 3(a)）[Szopa et al., 2021; 

Thornhill et al., 2021]，AR5 で推定された放射強制

力（0.40[+0.05－+0.80] W m−2）と比較すると小さい値

となっている[Myhre et al., 2013a, 2013b; Bond et al., 

2013]。ただし，AR5 で推定された BC による放射強

制力（RFari）は ERFではなく，同じ物理量を比較して

いるわけではないので注意が必要である（AR6 は

2019 年を対象とするのに対し，AR5 は 2011 年を対

象とするという違いもある）。しかし，AR6でのBCによ

る ERFの不確定性幅（[−0.20－+0.42] W m−2）には，

負値と正値が含まれており，このことは BC に関する

不確定性が未だに大きく，今後も BC に関する研究

を実施する必要があることを示している。AR6 での

BCによる ERF（0.11±0.31 W m−2）の内訳は，ERFari 

が 0.145 W m−2，ERFaciが−0.037 W m−2 と推定さ

れており，エアロゾル－放射相互作用の寄与が大き

い（図 3(a)）[Szopa et al., 2021; Thornhill et al., 2021]。

BC は，エアロゾル－放射相互作用やエアロゾル－

雲相互作用の他に，雪氷面に沈着することで，地表

面のアルベドを低下させ，ERFを変化させる。AR6で

は，BC の雪氷面への沈着による ERF は 0.08[0－

+0.18] W m−2と推定されている[Forster et al., 2021]。

BCの雪氷面への沈着による地表面アルベド低下の

効果は極域やヒマラヤ域などで特に顕著であるので，

今後は全球規模だけでなく，領域規模に着目した研

究がより重要となる。 

ERFなどの放射フラックスは，大気上端での放

 
図 3 1750 年を基準とした 2019 年における気候変動をもたらす各物質の放出量変化による有効放射強制力（a）と世界平均

地上気温変化（b）への寄与，および各項目（1750-2014 年）のエアロゾルによる正味の有効放射強制力（c）。（IPCC, 2021; 

Figure TS.15, Figure 6.12, Figure 7.5 より）。 
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射フラックスの収支に着目をしているが，BC は

大気加熱を通じて大気の鉛直安定度や降水強度

に影響を及ぼすので，大気上端だけなく，大気中

や地表面での放射フラックスに着目することも

重要である[Suzuki & Takemura, 2019; Oshima et al., 

2020]。また，BCの高度分布は，BCによる大気加

熱効果（鉛直安定度）や放射収支に影響を及ぼす

ので，モデルで BCの高度分布を高精度で推定す

ることも重要である[e.g., Samset & Myhre, 2015]。 

なお，IPCC AR6 での放射強制力の推定およびエ

アロゾル・オゾン等に関する影響評価は，CMIP6 を

構成する放射強制力モデル相互比較計画

（Radiative Forcing Model Intercomparison Project; 

RFMIP）[Pincus et al., 2016]とエアロゾルおよび大気

化学に関するモデル相互比較計画（Aerosol and 

Chemistry Model Intercomparison Project; 
AerChemMIP）[Collins et al., 2017]の枠組みで実施さ

れ，日本の研究チームも大きく貢献をしている[e.g., 

Smith et al., 2020; Oshima et al., 2020; Zanis et al., 
2020; Thornhill et al., 2021]。また CMIP6 の枠組み

で，新型コロナウイルス感染症（COVID-19）の流行に

伴う世界各地でのロックダウン等よる温室効果ガスや

エアロゾル関連物質の排出量の減少が，放射や気

候に及ぼす影響評価も行われている[Jones et al., 

2021]。今後もこのような国際的な枠組みを活かした

研究を継続することが重要である。 

 
3.1.2 エアロゾルの物理化学特性 

数値モデルにおいてエアロゾルの IRFari および

ERFari の推定精度を向上させるためには，エアロゾ

ルの放射特性（エアロゾルの光学的深さ（aerosol 

optical depth; AOD ），光吸収による光学的深さ

（absorption aerosol optical depth; AAOD）など）や雲

核特性（CCN 特性，IN 特性など）といった物理化学

特性の推定精度を向上させることが重要である。また，

エアロゾルの放射特性や雲核特性の推定精度を向

上させるためには，エアロゾル各成分の動態とそれを

決める大気過程の理解が基盤となる。これらの要素

は観測による検証が可能であるため，観測と数値モ

デル計算を組み合わせた研究が多く実施されてきた。

ここでは，その現状と今後の課題について，主に数

値モデル研究の視点からまとめる。 

 
3.1.2.１ AOD と光散乱性エアロゾル 

AODや AAODは，衛星観測や地上放射観測（米国

が中心となり運用する AERONETや日本の研究グル

ープがアジア域に展開する SKYNET 等）による推定

が広く行われてきている[e.g., Holben et al., 2001; 

Forster et al., 2021]。衛星観測では雲域の AOD 推

定が困難であること，地上放射観測は陸域に限定さ

れるなどの制約があるが，広域的なモニタリングやモ

デルの検証等に欠かせない観測であるため，継続的

な研究展開が重要である。AOD に関する最新の全

球エアロゾルモデル相互比較プロジェクト AeroCom

（ Aerosol Comparisons between Observations and 

Models）による研究では，全球モデルは衛星観測や

地上放射観測による AOD（波長 550nm）の時空間分

布の特徴を概ね良く再現可能であることが示されて

いる[Gliβ et al., 2021]。一方，AODの絶対値（参加し

た 14 の全球モデルによる AOD の中央値）は，衛星

観測や地上放射観測の AOD と比べて 20～40%過

小推定しており，全球平均 AOD のモデル間のばら

つきも大きい（0.097～0.16の範囲，図 4）。また，波長

別の AODから定義されるオングストローム指数（エア

ロゾルの粒径分布の指標となる）の観測と全球モデ

ル計算の比較では，モデル計算がエアロゾルの粒径

分布の空間的・時間的な変動幅を過小推定している

ことも指摘されている。このような観測とモデル計算の

差を減らしていくためには，以下に述べるような数値

モデルの高度化が必要になる。また，複数の衛星観

測間でも AOD の推定に大きなばらつきがあることが

指摘されており，観測の不確定性幅を減らしていくこ

とも重要な課題である[Schutgens et al., 2020]。モデル

や衛星観測の検証には，エアロゾルの鉛直分布を測
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定できるライダーによる観測や，広域でのエアロゾル

の光学特性（光散乱係数・吸収係数・単散乱アルベ

ドなど）の観測を継続していくことも重要である。 

AODのモデル間のばらつきの主な要因の 1つとし

て，SO4
2–やOAなどの推定のばらつきが挙げられる。

SO4
2–に関しては，その生成過程は他のエアロゾル成

分（OAや NO3
–）と比べると早い段階から数値モデル

に導入され，ほぼすべてのモデルで一通り表現され

ている。しかし，SO4
2–の生成量や大気寿命（すなわ

ち除去過程）のモデル間のばらつきは依然として大き

く，SO4
2–の大気中量はモデル間で 4.5 倍のばらつき

がある[Gliβ et al., 2021]。OAに関しては，OAの生成

過程の数値モデル表現について，過去 10～15 年の

間に大きな進展があった [e.g., Shrivastava et al., 

2017]。有機化合物の揮発性に着目したモデル表現

（Volatility Basis-Set）では，従来のモデルでは十分

に考慮されてこなかった半揮発性・中間揮発性の有

機化合物（ semivolatile and intermediate-volatility 

organic compounds; S/IVOC）と，それらの酸化反応を

通した OAの生成過程を表現している[e.g., Donahue 

et al., 2006; Robinson et al., 2007]。それによって，従

来のモデル計算では 1 桁程度過小推定されることが

多かった OA質量濃度の地上観測の再現性が大きく

向上した[e.g., Tsimpidi et al., 2010; Shrivastava et al., 

2011; Matsui et al., 2014]。また，液相反応による OA

生成の理解やモデル表現も大きく進展してきた[e.g., 

Ervens et al., 2011; Liu et al., 2012]。しかし，一部のモ

デルではこれらの過程（両方または片方）が考慮され，

OA の生成量や大気中量が多く推定されるようになっ

た一方で，半数以上のモデルではこれらの過程は考

慮されていない[Tsigaridis et al., 2014; Gliβ et al., 

2021]。このようなモデル表現の違いが，OA の生成

量や大気中量のモデル間のばらつきの大きな要因と

なっている。今後多くのモデルで S/IVOC や液相反

応由来の OA 生成過程の導入が望まれる。また，現

状のモデルでは，遠隔域（外洋上など）における OA

濃度とそれに占める SOA の割合の観測再現性は乏

しく（観測では SOA の割合は 90%以上なのに対し，

モデル計算では半分程度）[Hodzic et al., 2020]，これ

らの再現性を向上させていくことも今後の課題の 1つ

である。 

AODのモデル間のばらつきの 2つめの要因として，

自然起源エアロゾルの放出量や大気中量の推定の

ばらつきが挙げられる。海塩や鉱物ダストは質量・体

積濃度が高く，可視光の AODに対しても大きな寄与

を占める（図 4）。また，海洋からの硫化ジメチルの放

 

図 4 全球平均のエアロゾルの光学的深さ（AOD）。エアロゾル成分の AOD に対する寄与が，各エアロゾルモデルとそれらの

中央値（ENS-MED）について推定されている。AERONET と衛星観測（MERGED-FMI）についても全球平均の AOD が示され

ている。Gliβ et al. [2021]より。 
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出や火山由来の SO2の放出を通した自然起源 SO4
2–

の生成，植生や海洋起源の揮発性有機化合物から

の OAの生成，バイオマス燃焼由来のエアロゾル（主

に BC，OA）も AOD に寄与する。人為起源やバイオ

マス燃焼起源のエアロゾルとその前駆気体の放出量

は不確定性が非常に大きいが[e.g., Reddington et al., 

2016; Mallet et al., 2021]，一般的に入力データとして

モデルに与えられるため，これらについて複数のモ

デルで同一の放出量を与えることは比較的容易であ

る。そのため，これらの成分のモデル間のばらつきは，

放出量以外の要素が要因となる。一方，海塩や鉱物

ダストの放出量は，気象場（風速や気温）や地表面状

態に強く依存し，それらの時空間変動はパラメタリゼ

ーションを通してモデル内で計算される。そのため，

海塩と鉱物ダストの放出量や大気中量にはモデル間

で非常に大きなばらつきが存在する[e.g., Huneeus et 

al., 2011; Gliβ et al., 2021; Zhao et al., 2022]。また，

海塩と鉱物ダストの放出時の粒径分布の扱いにも大

きな不確定性が存在する。近年の鉱物ダストに関す

る研究では，多くの全球モデルが鉱物ダストの粒径

を観測と比べて過小推定しており，この過小推定が

鉱物ダストのエアロゾル－放射相互作用の推定に大

きな影響を及ぼすことが指摘されている[Kok et al., 

2017]。自然起源エアロゾルの放出量や大気中量の

不確定性は，放射強制力の基準となる産業革命前の

エアロゾルの放射効果の主な不確定要因となるととも

に，産業革命前を基準とした現在までのエアロゾル

－放射・雲相互作用の推定の大きな不確定要因とな

る[Carslaw et al., 2013]。そのため，観測との比較・検

証を通して，自然起源エアロゾルの放出量・粒径分

布・大気中量とその放射効果の不確定性を減らして

いくことは非常に重要な課題である。 

AODのモデル間のばらつきのその他の要因として

は，エアロゾルの吸湿成長の扱い方がモデル間で異

なることが挙げられる[Burgos et al., 2020]。吸湿成長

に伴う AOD の増大量は，全 AOD の半分程度を占

めると推定されており[Gliβ et al., 2021]，AODの推定

において大きな寄与を占める。Burgos et al. [2020]で

は，エアロゾルの吸湿成長による散乱係数の増大に

ついて，観測と全球モデル計算の詳細な比較を行っ

ている。今後，このような観測との比較例を増やして

いくことで，吸湿成長のモデル表現を制約・改良して

いくことが必要である。 

また，NO3
–の推定は特にモデル間のばらつきが大

きく，SO4
2–やNH4

+と比べると地上観測や航空機観測

の再現性も低い[Bian et al., 2017]。NO3
–が AOD に

占める寄与は，現在気候ではそれほど大きくないと

推定されているが，将来的に NO3
–がエアロゾルに占

める割合は増大していく可能性があり（2.3 章），エア

ロゾルの気候影響の将来予測において重要な役割

を果たす可能性がある。多くの気候モデルでは依然

として NO3
–の生成過程を考慮していないため，今後

より多くのモデルで考慮していくことが必要である。 

 

3.1.2.2 AAOD と光吸収性エアロゾル 

AAOD に関する最新の AeroCom による研究では，

AAOD（波長 550 nm）はすべての全球モデルにおい

て概ね同じような空間分布が計算される一方，全球・

年平均の AAOD の絶対値のモデル間のばらつきは

依然として大きいことが報告されている（0.0020～

0.0098の範囲）[Sand et al., 2021]。AAODのうち，BC

が約 60%（36～84%），鉱物ダストが約 30%（12～

49%），BrC が約 10%（0～24%）を占めると推定され

ているが，この内訳のモデル間のばらつきも非常に

大きい。この要因としては，MAC（2.1.1 章），大気寿

命，複素屈折率（の虚部）（2.1.4 章）のモデル間のば

らつきが挙げられている。また，エアロゾルを内部混

合粒子として扱うモデルが増えるにつれて，光吸収

がどのエアロゾル成分由来なのかを推定することが

難しくなり，その統一的な推定手法が十分に確立さ

れていないこともモデル間のばらつきを増やす要因と

なっている。BrC の光吸収のオングストローム指数は

観測と比べて過小推定の傾向にあり，BrC の光吸収

とその波長依存性の推定の高度化も必要である。 
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燃焼過程を通して大気中に放出される BC は，大

気中で凝縮・凝集等の変質過程を経るにつれて，

SO4
2–，OA，NO3

–などによる被覆量が増大する[e.g., 

Bond et al., 2013]。この変質過程によって，太陽放射

の光吸収効率は最大 2 倍程度増大するとともに，

CCN 活性度が大きく増大し，雲・降水過程によって

除去されやすい粒子となる[Bond et al., 2006; Stier et 

al., 2006]。最近 10～15年で，BC とその被覆量の単

一粒子測定が可能となり，実大気観測から BC 含有

粒子の粒径と混合状態に関する情報が得られるよう

になった[e.g., Moteki et al., 2007]（2.1章）。このような

観測研究の進展に追随し，BC 含有粒子の粒径と混

合状態の両方を計算可能なボックスモデルや物理・

化学過程の本質を損なわないパラメタリゼーションが

開発されてきた[e.g., Oshima et al., 2009a, 2009b; 

Riemer et al., 2009; Oshima & Koike, 2013]。そして，

BC の粒径・混合状態とこれらの変質過程による変化

を直接表現可能な全球モデルによって，これらの要

素が BC の放射強制力や全球分布の推定において

重要な要素となることが示されてきた[Matsui, 2017; 

Matsui & Mahowald, 2017; Matsui et al., 2018a]。 

航空機による BC観測と比較して，従来の多くのモ

デルでは対流圏上層（特に熱帯域）において BC 質

量濃度を 1 桁以上過大推定し，北極域の対流圏中

層・下層において BC質量濃度を 1桁以上過小推定

する傾向が見られていた [e.g., Koch et al., 2009; 

Schwarz et al., 2013]。近年の研究では，従来モデル

内で別々に計算されていた積雲内でのエアロゾルの

輸送過程と活性化・降水除去過程を統一的に計算

することで，対流圏上層での BC 濃度の観測再現性

が大きく改善することが示されている[Wang et al., 

2013; Yu et al., 2019; Liu & Matsui, 2021]。また，水雲

と氷雲におけるエアロゾルの降水除去効率を個別に

考慮することによって，北極域のBC濃度の観測再現

性が大きく改善する可能性も指摘されている[Qi et al., 

2017a; Liu & Matsui, 2021]。さらに，BCの北極域へ

の長距離輸送過程において，雲の最大過飽和度の

時空間分布の推定と，それと整合的なBCの活性化・

降水除去過程の計算が重要な要素となることも指摘

されている [Moteki et al., 2019; Matsui & Moteki, 

2020; Matsui & Liu, 2021]。このように，今後の BCの

数値モデル計算においては，多くのモデルにおいて

BC の変質過程をより詳細に導入することに加え，エ

アロゾル過程と雲・降水過程を統一的に計算可能に

することが重要である。このようなモデルの高度化は，

BC だけではなく，全エアロゾルの推定精度に影響を

与え，エアロゾル－雲相互作用の高度化にも大きく

寄与することが期待される（3.2章）。 

これまでの研究では非球形の BCを直接的に考慮

した気候モデルはほとんどない。任意の形状のエア

ロゾルの放射特性を計算可能な手法（離散双極子近

似など）を用い，BC の形状が全球の放射特性に及

ぼす効果を明らかにすることも現在いくつかの研究グ

ループで進められている課題の1つである。また，BC

の長距離輸送過程における乾性沈着の重要性を指

摘する研究もあり[Qi et al., 2017b; Wu et al., 2018]，観

測との比較によって乾性沈着過程の不確定性を減ら

すことも課題である。このような粒子の形状と乾性沈

着の推定は，次に述べる鉱物ダストの放射特性と空

間分布の推定でも重要となる。 

3.1.2.1 章で述べたように，鉱物ダストの放出量の

推定や粒径分布の表現には大きな不確定性があり，

モデル間の大きなばらつきの要因となっている。これ

らの要素に加え，鉱物ダストの光吸収という観点では，

鉱物ダストの鉱物組成の扱いが重要になる。ヘマタイ

トやゲーサイトなどの有色酸化鉄は，太陽放射を吸

収し，AAOD への寄与も大きい（2.1 章）。しかし，一

般的な気候モデルでは，すべての鉱物ダストを単一

の複素屈折率を持つ粒子（平均的な鉱物組成を持っ

た鉱物ダスト）と仮定しており，鉱物ダストの個々の鉱

物組成を陽に表現した気候モデルはほとんどない。

鉱物ダストの鉱物組成は場所によって大きく異なるた

め[e.g., Nickovic et al., 2012]，様々な鉱物組成を直

接表現可能なモデルを開発していくことは，鉱物ダス
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トの光吸収量の推定高度化において重要な課題で

ある。 

BrC の研究は，過去約 10 年間において大きく進

展してきた（2.1章）。BrCの放出・生成過程は，ごく一

部のモデルでは導入されているが[e.g., Feng et al., 

2013; Jo et al., 2016]，ほぼすべての気候モデルでは

直接的には考慮されていない。これらの過程を多く

のモデルに導入し，短波長域でのOAの光吸収量の

推定精度を向上させることは，エアロゾルの光吸収量

と光化学反応への影響の両面での推定高度化にお

いて重要な課題となると考えられる。 

 
3.1.2.3 CCN 

CCN 数濃度に関する全球モデルの相互比較では，

世界各地の CCN数濃度の観測データとの比較が実

施され，多くの地点でモデル計算が過小推定の傾向

にあることが示されている（2.3章）[Fanourgakis et al., 

2019]。CCN 数濃度のモデル間のばらつきは大きく

（1 桁程度）（図 1），エアロゾルの放射効果（エアロゾ

ル－放射相互作用）と雲粒数濃度への影響（エアロ

ゾル－雲相互作用）の両方の観点で大きな不確定要

因となっている。CCN 数濃度の推定は，一次粒子の

粒径分布，新粒子生成過程による粒子の生成，凝縮

等による既存粒子の成長，エアロゾルの吸湿特性，

除去過程など様々な物理化学特性・大気過程に依

存するため，その不確定要因の解明は容易ではない。

例えば，OAの生成過程や吸湿特性の扱いにはモデ

ル表現の改善の余地があり，これらの改善を通して

CCN数濃度の推定高度化に繋げていくことが重要な

課題の 1 つである。OA の生成過程については，

3.1.2.1 章で述べたように，S/IVOC や液相反応での

生成過程の導入が重要である。これらの過程の導入

によって OA の生成量が増大すると，エアロゾルはよ

り大きな粒径まで凝縮過程等によって成長し，CCN

数濃度の過小推定を改善できる可能性がある。また，

OAの吸湿特性については，OAの揮発性や O:C比

（酸化の程度）に依存して吸湿特性が変化することが

指摘されており[e.g., Jimenez et al., 2009]，これらの知

見を多くのモデルに導入することが必要となる。 

CCN 数濃度の不確定要因の 1 つとして，新粒子

生成過程が挙げられる。新粒子生成は，硫酸ガス

（H2SO4）などの低揮発性の気体成分からの核生成に

よって粒径 1 nm 程度の超微小粒子が生成し，凝縮

過程等によって CCN として機能する粒径（数十～百

nm 程度）まで成長する過程である[e.g., Kulmala, 

2003]。新粒子生成は，特に既存粒子の少ない外洋

域や自由対流圏において頻繁に起こり，エアロゾル

数濃度の重要な供給源となる。新粒子生成の理解は，

超微小粒子やH2SO4などの直接観測を可能とする装

置開発やその技術を用いた世界各地（森林地域，都

市域，自由対流圏，極域など）での大気観測によっ

て過去 10～15年の間に急速に進んだ[e.g., Kulmala 

et al., 2013; Bianchi et al., 2016; Tröstl et al., 2016]。

また，これらの実験・観測に基づく数値モデル研究で

は，H2SO4，アンモニア，有機化合物，大気イオンに

依存した核生成パラメタリゼーションが数多く開発・導

入され，新粒子生成由来の二次粒子が CCN数濃度

の主要な割合を占めうること[e.g., Spracklen et al., 

2008; Merikanto et al., 2009; Matsui et al., 2011a; 
Gordon et al., 2017]，エアロゾル－雲相互作用の推

定にも大きな影響を与えうること[e.g., Makkonen et al., 

2012; Gordon et al., 2016]，などが明らかにされてきた。

しかし，これらの近年提唱されてきた核生成メカニズ

ム（特に有機化合物や大気イオンに依存したパラメタ

リゼーション）を導入した気候モデルは現時点ではほ

とんどなく，多くのモデルに導入していくことが今後の

課題の 1 つである。最新のモデルにおいても，外洋

域の対流圏上層における超微小粒子やCCN数濃度

の観測再現性は乏しく[Williamson et al., 2019]，新粒

子生成や OA生成過程の改良等を通してこれらの観

測再現性を向上させていくことが必要である。 

 
3.1.2.4 INP 

INP は，氷点下の比較的高温（−35～0℃）の雲内
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において氷晶の核として働き，氷晶の形成を促す固

体粒子である（2.2章）。氷点下の雲内では，氷と水に

対する飽和水蒸気圧が異なるため，一旦氷晶が形成

されるとそれらは急速に成長し，既存の水滴を蒸発さ

せる。そして，雲の物理特性（雲水量・雲氷量，雲粒

の有効半径など）を低緯度から高緯度の対流圏上層

や極域の対流圏下層の広い範囲で変化させ，放射

収支や降水過程などに影響を及ぼす。2.2 章で述べ

たように，INPに関する観測的な知見は過去約 10年

で急速に発展し，鉱物ダスト，バクテリア・胞子・花粉

などの生物粒子（バイオエアロゾル），海洋起源の

OA，燃焼起源の BC などが，主要な INP であること

が明らかにされてきた[e.g., Hoose et al., 2010; Murray 

et al., 2012; Wilson et al., 2015]。また，これらの観測

的知見に基づき，エアロゾル各成分の IN 特性に関

するパラメタリゼーションが作成されてきた（2.2 章）

[e.g., DeMott et al., 2010; Niemand et al., 2012; Ullrich 

et al., 2017]。多くの気候モデルでは，INP 数を温度

や湿度のみの関数として表現しており，エアロゾルの

濃度や化学組成に依存した INP 数を推定可能なモ

デルは数少ない（2.2 章）。CMIP6 に参加しているモ

デルにおいても，エアロゾルと氷雲の相互作用を扱う

モデルは少なく，エアロゾルによる ERF の推定にお

いて大きな不確定性要因となっている[Smith et al., 

2020; Thornhill et al., 2021]。鉱物ダストや BCはほぼ

すべての全球エアロゾルモデルで考慮されているが，

今後はこれらの IN 特性のパラメタリゼーションを多く

のモデルに導入することが求められる。特に鉱物ダス

トは組成によって IN特性が大きく異なること（カリ長石

の IN 特性が高いなど）が明らかにされており

[Atkinson et al., 2013]，各鉱物組成とそれぞれの IN

特性を陽に表現することが重要な課題である。また，

バイオエアロゾルや海洋起源のOAは，これらの成分

自体が多くのモデルで考慮されていないため，これら

の成分とその IN特性の両方をモデルに導入すること

が求められる。近年の研究では，固体粒子の IN特性

は，同じ組成であっても放出起源や放出環境によっ

て大きく変わりうることが示されてきている[Tobo et al., 

2019; Schill et al., 2020]。このような放出起源・環境に

依存した IN 特性の違いについても直接表現できる

モデル開発が求められる。 

 
3.1.3 エアロゾルの観測と数値モデル 

全球規模のエアロゾルの時空間分布の理解には，

高精度での観測が基盤となる。これまでに日本の研

究グループにより，様々な地上・航空機・船舶・衛星

観測が実施されてきた。例えば，近年，日本の研究

グループにより BC 濃度を高精度で長期的に測定可

能な測定器（COSMOS）が開発され，2007 年以降，

東アジア域および北極域を中心に地上観測が展開

されている [e.g., Kondo et al., 2009; Sinha et al., 2017; 

Kanaya et al., 2020]。これらの高精度の BC濃度観測

は，これまでに多くのモデル計算との比較に活用さ

れ，モデルの改良に大きな貢献をしている。今後は，

エアロゾルの放出量が増大することが予想される南

アジア域や東南アジア域など，より広域での様々な

エアロゾル成分の観測を展開することが望まれる。 

近年の衛星観測では，グリーンランド氷床表面の

アルベド低下が確認されており[Box et al., 2012]，BC

や鉱物ダストの沈着により氷床表面の融解が加速し

ている確信度が高いことが指摘されている[Meredith 

et al., 2019]。また，このアルベド低下への雪氷微生

物による影響も指摘されている[Uetake, et al., 2016]。

CMIP6でのモデル研究によると，北極域では，BCは

二酸化炭素に次いで二番目に大きい正の有効放射

強制力を持つ可能性が指摘されている[Oshima et al., 

2020]。このため，極域においては，エアロゾルの大

気観測だけでなく，沈着と関係する積雪観測も同時

に継続して実施することが重要である[e.g., Sinha et 

al., 2018; Kinase et al., 2020; Mori et al., 2021]。この

ような中で，近年の北極温暖化のもとでグリーンランド

氷床上の大気，雪氷，雪氷微生物がどのように氷床

変動に影響するかを明らかにするため，2011 年以降，

日本の研究グループにより SIGMA（Snow Impurity 
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and Glacial Microbe effects on abrupt warming in the 
Arctic）及び SIGMA-IIプロジェクトがグリーンランドに

おいて実施されている[e.g., Aoki et al., 2014; 青木ら，

2021]。極域での観測データはとくに貴重であるため，

これらのデータはモデルの検証にとって非常に有用

である。近年の北極評議会の北極圏監視・評価プロ

グラム作業部会（Arctic Monitoring and Assessment 

Program; AMAP ）での短寿命気候強制力因子

（Short-Lived Climate Forcers; SLCFs）に関する評価

報告書においても，エアロゾルを含む SLCFs が北極

の気候，大気質，および人間の健康に及ぼす影響を

総合的に評価する重要性が指摘されており[AMAP, 

2021]，今後も信頼性の高い観測研究とモデル研究

を継続して実施することが重要である。 

ここ 20 年で，エアロゾルに関する航空機観測が世

界各地で実施されてきている。例えば，東アジア域で

は 2001 年春に ACE Asia（Aerosol Characterization 

Experiment Asia）[Huebert et al., 2003]と TRACE-P

（Transport and Chemical Evolution over the Pacific）

[Jacob et al., 2003]，北極域では 2008 年春と夏に

ARCTAS（Arctic Research of the Composition of the 

Troposphere from Aircraft and Satellites）[Jacob et al., 

2010]，太平洋広域では 2009-2011 年にかけて

HIPPO（HIAPER Pole-to-Pole Observations）[Wofsy et 

al., 2011]などの大規模な航空機観測が実施された。

日本の研究グループを中心として実施された航空機

観測としては，エアロゾルの主要な放出源である東ア

ジア域や西太平洋域において，2009 年 3－4 月，

2013年 2－3月，7月にA-FORCE（Aerosol Radiative 

Forcing in East Asia）航空機観測[Oshima et al., 2012; 

Kondo et al., 2016]が行われている。これらの航空機

観測は，エアロゾルの輸送過程や除去過程の理解

に大きく貢献するとともに，モデルのエアロゾルの高

度分布の再現性の向上などに多大な貢献をしてきた

[e.g., Koch et al., 2009; Samset et al., 2014; Liu & 

Matsui, 2021]。今後も，日本の研究グループを中心

として，独創的な航空機観測を実施していくことが望

まれる。 

北極域に近いヨーロッパやアメリカでは，SO2 放出

規制の導入前の 1970 年頃をピークに大気中のエア

ロゾル濃度が急速に増大しており，グリーンランド南

東部で取得されたアイスコアの分析からも，エアロゾ

ル濃度の変遷が観測されている[e.g., Iizuka et al., 

2018]。また，アイスコア観測と同位体組成分析を組

み合わせることで，過去の大気中の SO4
2–の生成メカ

ニズムに関する研究なども行われている[Hattori et al., 

2021]。アイスコア観測は，過去のモデル計算を検証

できる貴重なデータであり，産業革命前から現在まで

のエアロゾルの動態と放射強制力の不確定性を減ら

すことができるほぼ唯一の観測である。今後も大気化

学研究者と雪氷研究者との積極的な連携を実施して

いくことが望まれる。 

これまでに述べてきたような，モデルの改良・検証

に必要となる観測の実施を長期的に可能にする上で，

エアロゾル等の測定器を正しく運用し，目的に応じて

ハードウェア・ソフトウェアの改良や開発を行える若手

人材の育成や，観測で得られた知見を適切にモデ

ルに導入し，モデル研究の視点からより必要性の高

い観測についてフィードバックできるような若手人材

を育成していくことも，今後の重要な課題である。 

 
3.1.4 まとめ 

エアロゾル－放射相互作用の放射強制力とそれら

を決めるエアロゾルの物理化学特性・時空間分布の

推定には依然として大きなモデル間のばらつきが存

在しており，これらのばらつきの程度は過去約 10 年

で十分に減少しているとは言えない。一方，個々の

物理化学特性やエアロゾル過程（混合状態，OA の

生成過程・吸湿特性，BC の変質過程，BrC の放出・

生成過程，新粒子生成など）に関する知見は，過去

約 10 年で大きく進展してきた。現在は，このような要

素をいち早く導入したモデルと導入していないモデ

ルの両方が存在している段階にあり，このことがモデ

ル間のばらつきが減少していない要因の 1 つと考え
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られる。今後は，近年理解が進展した知見を多くのモ

デルで導入していくことが重要な課題となる。それに

対し，既存のほぼすべてのモデルで観測再現性の

低い要素（粒径分布，極域や対流圏上層での OA・

CCN 数など）や考慮されていない要素（IN 特性，鉱

物ダストの組成や鉱物種，バイオエアロゾルなど）も

存在する。これらの過程を数値モデルに導入し，そ

の時空間分布や放射強制力を明らかにしていくこと

も重要な課題である。また，物理化学コアテーマの章

で述べられた多相化学反応などの生成物や，陸域・

海洋の章で述べられたバイオエアロゾルやダストなど

の表面構造・組成や官能基が，エアロゾルの光学特

性や雲核特性とどう結びつくのかを解明することも重

要な課題である。 

全球規模のエアロゾルの時空間分布と気候影響

の理解には，高精度の地上・船舶観測，航空機観測，

衛星観測，アイスコア分析などの情報が不可欠であ

る。特に，1)極域などのモデル間のばらつきが特に大

きい領域，2)南アジア域や東南アジア域などの今後

もエアロゾル濃度の増大が予想される領域，3)外洋

域や対流圏上層など観測が少ない領域，における観

測と数値モデル検証が重要になる。 

IPCC AR6によると，世界平均気温は，AR6で想定

する全ての放出シナリオにおいて，少なくとも今世紀

半ばまでは上昇を続けることが報告されている

[Masson-Delmotte et al., 2021]。AR6で想定される放

出シナリオでは，温室効果ガスと異なり，SO2 などの

人為起源エアロゾルに関連する放出量は 2100 年ま

でに減少しており，SO4
2–などの生成が抑制されること

で，温暖化が助長される可能性が指摘されている

[Szopa et al., 2021]。また，将来的に地球温暖化が進

行すると，中・高緯度域で，より大規模な森林火災の

発生頻度が増大する可能性が指摘されており[Veira 

et al., 2016; AMAP, 2021]，極域等での積雪融解によ

る鉱物ダストの発生が増えることが予想される

[Prospero et al., 2012]。これらは，将来，相対的に自

然起源エアロゾルの重要性が増すことを意味してい

る。また将来的に，大気中エアロゾルが減少すると，

エアロゾルに対する雲アルベド効果の感度が増大す

る可能性がある[Carslow et al., 2013]。このため，今後

は，人為起源エアロゾルだけでなく，自然起源エアロ

ゾルも含め，より定量的かつ総合的なエアロゾルの推

定や評価が重要になると考えられる。 

 
3.2 エアロゾル－雲相互作用 

エアロゾル－雲相互作用は大気科学において最

も精力的に調べられてきた研究テーマの一つである。

エアロゾルが CCN や INP となって雲を変質させるこ

とは 1950年代から知られていたが[Squires, 1958]，そ

の後の航跡雲の発見による現象論的な裏付け

[Conover, 1966; Coakley et al., 1987]や気候系への顕

著な冷源としての認識[Twomey et al., 1984; Charlson 

et al., 1992]を経て，エアロゾル－雲相互作用は現在

では気象学の一分野としての雲物理学から気候科学

まで幅広い分野にまたがる重要な研究テーマとなっ

ている。 

それらの研究をまとめた IPCC によれば，エアロゾ

ル－雲相互作用による有効放射強制力(ERFaci)は–

0.45 W m-2（AR5[Boucher et al., 2013]による 1750–

2011年の値），–1.0 W m-2（AR6[Forster et al., 2021] 

による 1750–2014 年の値）と見積もられ，温室効果ガ

スが地球を温める効果を部分的に相殺していると考

えられている。しかしながら，その見積もりの不確実

性幅は IPCC AR5（–1.2 ~ 0.0 W m-2）から AR6（–1.7 

~ –0.3 W m-2）までの約 10年間で縮まっておらず，エ

アロゾル－雲相互作用の不確実性の低減は依然とし

て気候科学における主要な課題である。このエアロゾ

ル－雲相互作用による放射強制力の不確実性は，

気候予測の文脈において気候感度（二酸化炭素倍

増に対する全球平均地表気温の昇温の感度）の不

確実性とも連動している。例えば，気候感度の推定

に 20 世紀に観測された全球的な気温変化を用いる

際には，この気温変化に顕著に影響したと考えられ

ているエアロゾル冷却効果の定量的情報が鍵となる。
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実際，気候感度の不確実性幅が初めて縮まったこと

を複数の証拠から示した最新の報告[Sherwood et al., 

2020]では，エアロゾル－雲相互作用による放射強制

力の不確実性が冷却側に大きく伸びている[Bellouin 

et al., 2020]ことから，これと整合的に 20 世紀の気温

変化を説明するために必要な高い気候感度の可能

性は棄却されていない。 

エアロゾル－雲相互作用に関する気候研究のア

プローチには大きく分けて，(i)衛星観測，(ii)大循環

気候モデル，(iii)全球雲解像モデルの 3 つがある。

衛星観測は全球をカバーできる利点を持つ一方，搭

載センサが感度を持つ大気の限られた側面だけを観

測できるという制限のため，直接得られる情報や知見

には自ずと限界がある。しかし，近年の能動型衛星

の実現による衛星観測の発達はこの限界を大きく広

げつつあり，エアロゾル－雲相互作用の衛星観測研

究にも顕著な進展をもたらしている。衛星観測と並行

して発展してきた大循環気候モデルによる研究も現

在ひとつの転換点を迎えており，大循環モデルに一

通りは導入されたエアロゾル－雲相互作用の過程を

いかに高度化して放射強制力の不確実性を軽減し

ていくかを問われる局面となっている。この方向性で

は，伝統的な気候モデルの粗い格子サイズでは雲を

解像できない根源的な問題がますます顕在化し，全

球を数 km の水平解像度で覆うことのできる新しい全

球雲解像モデルの次世代モデルとしての有効性が

高まっている。その一方，解像度だけでは解決でき

ない雲・降水素過程のモデル表現に関する問題も明

るみになりつつあり，その解決は二種類のモデルに

共通した課題と言える。 

このように，近年のエアロゾル－雲相互作用の気

候研究では，これら 3 つがそれぞれに進展しながら

互いに影響し合うことでエアロゾル－雲相互作用の

気候影響の理解が全体として進んでいるのが現状で

ある。本節でもこの 3 つの各々について研究の現状

と将来展望を述べ，最後に全体をまとめる。 

 

3.2.1 衛星観測によるエアロゾル－雲相互作用研究

の現状と展望 

エアロゾル－雲相互作用の気候影響を観測的に

理解するために有効なのは全球をカバーできる衛星

観測である。衛星によるエアロゾル・雲の定量的観測

は 1980 年代からその可能性が指摘され始め，1990

年代から 2000 年代にかけてエアロゾル・雲に感度を

持つ可視・近赤外域の受動型センサを搭載した様々

な衛星が各国で実現したことで，エアロゾル・雲の光

学特性や微物理特性の全球分布が得られるようにな

った[Husar et al., 1997; Higurashi & Nakajima, 1999; 

Han et al., 1994; Nakajima & Nakajima, 1995; 

Kawamoto et al., 2001; Platnick et al., 2003; Remer et 

al., 2005; Nakajima et al., 2009]。これらに基づくエア

ロゾルと雲の相関統計によって，両者の相互作用を

全球規模で観測的に調べる研究が数多く行われてき

た [e.g., Nakajima et al., 2001; Breon et al., 2002; 

Sekiguchi et al., 2003; Lebsock et al., 2008]。その結果，

エアロゾル増加に伴って雲粒有効半径が減少する効

果[Twomey, 1974]の傾向は比較的ロバストに見られる

が，降水生成を介した雲水量への影響 [Albrecht, 

1989]は雲タイプや気象場にも依存して複雑であるこ

とがわかった[Sato & Suzuki, 2019]。 

このことから，エアロゾル摂動に対する雲・降水系

の応答には複雑に相互作用する微物理過程や力学

過程が応答を様々に弱める“バッファリング機構”が

内在している可能性が提唱されている[Stevens & 

Feingold, 2009]。この作業仮説の検証も含めてエアロ

ゾル−雲相互作用を理解するために，雲・降水系の

エアロゾル摂動への応答を素過程レベルで観測的

に捉える必要性が認識されるようになった。このような

背景の中で 2000年代後半に実現した能動型衛星観

測は，雲レーダやライダを搭載することによって，受

動型センサではわからなかった雲・エアロゾルの鉛直

分布の観測を可能とした [Stephens et al., 2008; 

Winker et al., 2010]。これは，受動型センサとの複合

利用も相俟って，エアロゾル－雲相互作用の観測的
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理解に新たな展開を生み出してきた。特に，水雲の

微物理過程とそれに対するエアロゾルの影響につい

て，CloudSat 衛星搭載の雲レーダがもたらした降雨

生成の観測情報によって，現実大気での降雨生成

過程のありよう[Nakajima et al., 2010; Suzuki et al., 

2010; Takahashi et al., 2017]やそのエアロゾル依存性

[Lebsock et al., 2008; L’Ecuyer et al., 2009; Wang et al., 
2012; Suzuki et al., 2013a]，さらに降雨の有無による

エアロゾル摂動への雲応答の違い[Chen et al., 2014; 

Michibata et al., 2016]などが観測的に明らかとなって

きた。 

今後の衛星観測研究では，能動型・受動型センサ

を組み合わせることで，水雲のプロセス理解をさらに

深めていくとともに，氷を含む高緯度の混合相雲や

低緯度の対流雲についてもエアロゾル摂動への応答

を素過程レベルで理解していくことが必要である。混

合相雲へのエアロゾルの影響を見るために，極域で

の混合相の航跡雲を衛星で解析した Christensen et 

al. [2014]では，氷を含む雲の応答は水雲に比べて

顕著に小さく，そこには降水過程が介在していること

が示唆されている。エアロゾル−雲相互作用の傍証と

して古くから知られる航跡雲は，火山噴火や都市大

気汚染などとともに，エアロゾルの点源放出に対する

雲の応答 [Rosenfeld, 2000; Eguchi et al., 2011; 

Malavelle et al., 2017]を同一気象場の条件で観測で

きる「天然の実験室」として，近年その意義が一般化

されて捉えられている[Toll et al., 2019; Christensen et 

al., 2021]。このような衛星観測情報の蓄積と解析によ

って，様々な環境条件における点源放出エアロゾル

への雲応答の観測的理解が今後重要である。また，

上層に氷を含む低緯度の深い対流雲において，エ

アロゾル増加によって対流が活発化して降水が増加

するという Convective Invigoration の仮説[Rosenfeld 

et al., 2008]についてもこれを支持する衛星事例解析

[e.g., Storer et al., 2014]が報告されている一方，“バッ

ファリング機構”によって正味の変化は小さいとする

議論もあり，決着はついていない。 

また，従来の衛星観測では見ることが難しかった

雲・降水によるエアロゾルの湿性沈着についても，エ

アロゾルの主要な除去過程であることから観測的な

理解が今後望まれる。これについては，異なる周回

軌道の衛星観測を巧みに複合することによって，対

流性擾乱の通過前後でのエアロゾル鉛直分布の変

化を統計的に調べた研究もあり[Sauter & L’Ecuyer, 

2017; Sauter et al., 2019]，衛星観測の高度な解析に

よってプロセス理解の新たな可能性が開かれることを

示唆している。 

エアロゾル－雲相互作用に関するこれらの未解明

な側面をその支配メカニズムも含めて調べるために

は，エアロゾルから雲・弱い降水を経て強い降水に至

る一連の過程を切れ目なく捉える衛星観測情報が今

後必要となる。日欧合同で 2023 年に打ち上げ予定

の EarthCARE 衛星に搭載されるドップラー雲レーダ

や高スペクトル分解ライダは，対流・雲微物理・エアロ

ゾル種別に関する新しい観測情報をもたらすと期待

されている[Illingworth et al., 2015]。また米国では，

国立アカデミーによる衛星地球観測に関する

Decadal Survey 報 告 書 [National Academies of 

Sciences, Engineering and Medicine, 2018]の勧告に

基づいて ， 2030 年頃の打上げを目指 し て

Atmosphere Observing System（AOS）ミッションの検

討が NASA で進められており，雲レーダ・降水レー

ダ・ライダの同時搭載によってエアロゾル・雲・対流・

降水をシームレスに観測することがひとつの目玉に

位置づけられている。これらの新しい衛星観測情報

によって，エアロゾルへの雲応答を複雑なものにして

いる微物理過程と力学過程の相互作用が解明され

ていくことが期待される。 

 
3.2.2 GCM によるエアロゾル－雲相互作用研究の現

状と展望 

大循環気候モデル（General Circulation Model; 

GCM）によるエアロゾル－雲相互作用研究の主な動

機は，エアロゾルが雲との相互作用を介して気候系
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に与える放射強制力を定量化して，気候変化の将来

予測に役立てることである。これは，産業革命以来の

全球平均気温の上昇を定量的に説明するために，

気候系に対する冷源として人為起源エアロゾルによ

る負の放射強制力を考える必要があったことに端を

発する[Mitchell et al., 1995]。当初はエアロゾル−放

射相互作用がその主要因と考えられたが，現在では

エアロゾル－放射相互作用とエアロゾル－雲相互作

用の和による負の放射強制力がこの冷源と理解され

ている。 

エアロゾル－雲相互作用が負の放射強制力を生

み出すメカニズムとして，エアロゾル増加による CCN

の増加が雲粒半径を縮めて，これが降雨生成の抑制

による雲水の増加などを通じて雲のアルベドを高める

効果[Twomey, 1974; Albrecht, 1989]が 1990年代から

各国の GCM に導入され始めた。これらのモデル結

果は，前節で述べたように並行して発展してきた衛星

観測によるエアロゾル－雲相互作用の定量的解析と

比較されてきた[e.g., Lohmann & Lesins, 2002; Suzuki 

et al., 2004; Quaas et al., 2004]。これらの比較研究は，

衛星観測で得られたエアロゾルと雲の相関関係を雲

物理的に解釈するのに役立つとともに，エアロゾル－

雲相互作用のモデル表現に系統的なバイアスがある

ことも明らかにした。すなわち，GCM はエアロゾルに

よる雲水の増加を過大評価する傾向があること

[Quaas et al., 2009; Michibata et al., 2016]，そのひと

つの要因としてエアロゾル増加に対する降雨抑制の

感度が過大であること[Wang et al., 2012]，その背景

にあるモデルバイアスとしてGCMでは降雨生成が現

実よりも早すぎること[Stephens et al., 2010; Suzuki et 

al., 2013b, 2015; Jing et al., 2017]などが見出された。 

GCM と衛星観測との比較は，近年ではこのような

モデルの評価からさらに一歩進んで，モデルの雲・

降水過程の表現を観測的に拘束する段階に入りつ

つある。このアプローチでは，能動型・受動型を含む

複数センサを適切に組み合わせた衛星解析によって

雲・降水素過程のシグナルを観測パラメータ間の統

計的関係として診断する。その上で，その観測情報

を指針としてモデル当該過程のパラメータ化に含ま

れる不確実性を軽減し，さらにはその定式化そのも

のを拘束する[e.g., Suzuki et al., 2015]。これによって，

従来の大循環気候モデリングでチューニングの対象

とされてきた不確実な雲物理パラメータの拘束が可

能となったが，この拘束条件はエアロゾル－雲相互

作用による放射強制力を大きく変化させ，20 世紀の

全球平均気温変化の再現性を損なわせるだけの影

響を持つことが同時に明らかとなった[Suzuki et al., 

2013b; Jing et al., 2019]。 

このことは GCM に誤差補償が内在していることを

示唆しており，その要因の一端はモデルが現実の雲

物理過程を表現する自由度が限られていることに求

められる。すなわち，現在気候において観測される平

均的な大気状態を再現するモデル物理のパラメータ

設定には複数通りの可能性があるが，限られた自由

度内でのそのような設定の違いは，エアロゾル放出

量変化に対する雲・降水の応答に違いをもたらす結

果，エアロゾル－雲相互作用の放射強制力に顕著な

違いを生む[Mulmenstadt et al., 2020]。このことは，平

均的な大気状態だけでなく，エアロゾル－雲相互作

用に関わる物理過程のモデル表現を観測的に拘束・

高度化する必要性を改めて示唆している。 

そこで，従来のGCMでは診断変数として簡略化さ

れて扱われてきた降水を予報変数として扱う「予報型

降水スキーム」が近年開発され，GCM に導入され始

めている [Posselt & Lohmann, 2009; Gettelman & 

Morrison, 2015; Michibata et al., 2019]。このように雲・

降水過程のモデル表現の自由度が増えることで，降

雨過程の表現とエアロゾル－雲相互作用による放射

強制力の現実的な幅を両立でき，従来モデルに見ら

れた誤差補償が軽減される兆しも報告されている

[Michibata & Suzuki, 2020]。 

今後のGCM研究では，雲の粒子成長やその帰結

である降水生成などの雲物理過程や，それらの大気

力学やエアロゾルとの相互作用の表現を衛星観測と
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の緊密な連携によってさらに高度化し，前節で述べ

た衛星解析による雲・降水素過程の観測的理解を

GCM に順次適切に組み込んでいくことがまず重要

である。その上で，そのような観測情報に基づくモデ

ル素過程の高度化がエアロゾル－雲相互作用による

放射強制力へ与える影響を定量的に評価し，エアロ

ゾル・雲・降水の粒子に関わるミクロな物理がエネル

ギー収支のマクロな物理にどのように関係しているか

を様々な感度実験によって理解していくことが有効で

ある。 

この方向性においてまず理解が求められるのは，

氷を含む混合相雲へのエアロゾルの影響とそれによ

る放射影響[Heyn et al., 2017]や，GCM では基本的

に表現されてこなかった対流雲とエアロゾルの相互

作用である。前述の「予報型降水スキーム」では従来

モデルで無視されてきた降雪の温室効果も考慮され

るようになり，衛星観測に比べて過大評価であった雲

水応答やそれに伴う負の放射強制力が顕著に緩和

されることも報告されている[Michibata et al., 2020]。

氷相に関するエアロゾル－雲相互作用の理解が進

むことで，放射強制力の定量的評価は大きく更新さ

れる可能性がある。 

また，従来のエアロゾル－雲相互作用の気候研究

であまり注目されてこなかった，湿性沈着を通じた

雲・降水によるエアロゾル質量収支への影響も重要

である。上述のモデル雲物理とエネルギー収支の間

の誤差補償は，部分的には湿性沈着を介したフィー

ドバックにも起因している。すなわち，モデルの降雨

生成プロセスを衛星観測の情報で拘束した結果，湿

性沈着が変わり，それを通じてエアロゾル放出量変

化に対する雲・降水の気候応答が顕著に増幅したと

考えられる[Jing & Suzuki, 2018]。現在の GCMで不

確実性の大きい湿性沈着のモデル表現を，前節の

衛星観測との高度な比較によって評価・拘束していく

ことが望まれる。 

述べてきたような大循環気候モデリングは，ミクロな

粒子とマクロな気候の関係性を理解し，将来予測へ

役立てるための理論ツールとして有用である一方，

伝統的に水平格子サイズが粗いために雲を直接解

像できないという根源的な困難を抱え続けている。こ

れを乗り越えるために，これまで GCM に高解像度の

雲解像モデルを埋め込んで計算を行う Super 

parameterization [Grabowski & Smolarkiewicz, 1999; 

Khairoutdinov & Randall, 2001; Randall et al., 2003]
や Multiscale Modeling Framework（MMF [Wang et 

al., 2011]）といった手法が提案されてきたが，これら

の手法は高解像モデルの境界条件が全球モデルに

よって制約されるため，エアロゾル－雲相互作用によ

る大気へのフィードバックを十分に取り込むことがで

きない。 

そこで，全球を網羅して雲を直接解像した数値モ

デル（全球雲解像モデル； Global Cloud Resolving 

Model； GCRM）を用いた数値実験が日本のグルー

プを中心に行われてきた。次節以降ではこれらの研

究を紹介するとともに，今後の 10 年における高解像

モデルを用いたエアロゾル－雲相互作用研究の見

通しを述べる。 

 
3.2.3 GCRM によるエアロゾル－雲相互作用研究の

現状と展望 

GCRM の名前に含まれる「雲解像」という言葉は，

雲を直接解像するという意味であり，雲を格子で直接

表現（解像）できるモデルという文脈で使われることが

ある。しかし，より厳密に言えば，「雲解像」という言葉

は，「気象場との相互作用をより原理的に解く雲微物

理モデルによって雲を表現している」という意味で用

いられてきた。GCRM を用いたエアロゾル－雲相互

作用研究は，日本の研究コミュニティによって開発さ

れた全球非静力学大気モデル Nonhydrostatic 

ICosahedral Atmospheric Model（NICAM）[Satoh et 

al., 2014; Tomita et al., 2005]とエアロゾル化学輸送モ

デル Spectral Radiation-Transport Model for Aerosol 

Species（SPRINTARS）[Takemura et al., 2005]を結合

した NICAM-SPRINTARS モデルによって行われて
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きた。このような非静力学モデルによる数値実験の強

みが活きるのは，静力学平衡が成り立たないような小

さい空間スケールの現象の再現であり，高い空間解

像度での計算を必要とする。日本のコミュニティは地

球シミュレータ，京，富岳といった歴代の世界最高性

能の大型計算機を利用できる強みを活かし，エアロ

ゾル－雲相互作用研究を実施してきた。 

NICAM-SPRINTARSを用いた全球高解像度計算

は地球シミュレータ上で Suzuki et al.[2008]によって初

めて実施され，その後 2012年に運用を開始したスー

パーコンピュータ「京」でも実施された。Suzuki et 

al.[2008]では 7km 解像度で 8 日間の計算が実施さ

れたが，Sato et al.[2016]は3.5 km解像度で14日間，

Goto et al.[2020]は 14 km解像度で 3年間の計算を

行なった。これらの雲を解像した計算では，中緯度か

ら北極に輸送される BC の量が増加し，GCM に見ら

れる北極域における BCの過小評価の改善につなが

る可能性を示した（図 5a-c）。また，Sato et al.[2018]は

14 km 解像度での 1 年間の計算を解析し，エアロゾ

ルが増加した際に，エアロゾル－雲相互作用によっ

て雲水量は単調に増えるだけでなく，領域ごとの増

減傾向について衛星観測に類似した多様性を再現

することに成功した（図 5d-f）。この結果は，エアロゾ

ルが増加した際にエアロゾル－雲相互作用によって

雲水量が増えるという GCM の前提となっている定説

[Albrecht, 1989]に再考を促すものであり，この結果の

発表をきっかけに世界的に議論が巻き起こり現在も

議論が続いている[Bellouin et al., 2020]。このような雲

解像モデルによる成果は，雲解像の根幹である「雲

の効果を雲微物理モデルによって計算する」ことによ

ってもたらされてきたと考えることができる。すなわち，

GCMの経験的なパラメタリゼーションでは表現できな

いエアロゾルの変動に対する雲の応答を，雲微物理

モデルと気象場の相互作用をより原理的に解くことで

表現できるようになったことが，主たる要因であるとい

える（例えば前述の Sato et al.[2018]ではエアロゾル

が変化した時の蒸発プロセスの応答が雲微物理モデ

ルによって表現できるようになったと考察している）。 

 
図 5 (a-c)NICAM による計算と観測によって得られた北極域の BC の 1 ヶ月平均濃度の季節変化。(a)，(b)，(c)はそれぞれ

Alert，Zeppelin，Utqiagivk における結果を表し，黒線は観測，黄色，緑線は水平解像度が 14 km，56 km の雲解像モデル（雲

微物理モデルを利用した計算）の結果，青線と水色線は，NICAM で GCM と同じスキーム（雲微物理モデルを利用しない計

算）を用いて，水平解像度 56 km，220 km で計算した結果を表す[Goto et al., 2020]。元論文の縦軸のラベルの表記に誤りが

あったため，著者の了承を得てラベルを修正している。(d-f)エアロゾルが増加した際に雲が増えるか減るかの指標

（Susceptibility）の全球分布。(d), (e), (f)はそれぞれ，A-Train，NICAM，GCM(MIROC)から推定された Susceptibility である

[Sato et al., 2018]。 
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このように，この 10年ほどで，全球雲解像モデルと

大型計算機を用いた高解像度計算によってエアロゾ

ル－雲相互作用に関する新たな知見が生まれており，

雲を解像できない GCM が抱える不確実性の原因を

明らかにすることに貢献してきた。これは世界最高性

能を持つ大型計算機を気候科学の分野が利用でき

る日本の強みを示している。 

これらの研究成果を受け，この 10 年で海外でも全

球規模の雲解像モデルの開発が進んでいる。例え

ば，米国では Model for Prediction Across Scales 

（MPAS, Skamarock et al., [2012] ） ， ドイツでは

ICOsahedral Nonhydrostatic （ ICON, [Zängl et al., 

2015; Giorgetta et al., 2018]）といったモデルが全球

規模の雲解像モデルとして開発されており，最近で

はこれらの GCRM の相互比較も行われている

[Stevens et al., 2019]。これらのモデルによって，次の

10年の間にはNICAM-SPRINTARSと同様の計算が

可能になると思われ，GCRM を用いたアプローチは

現在の GCM を中心としたものに取って替わり，エア

ロゾル－雲相互作用研究の主流になると考えられる。 

このようなモデリングのシフトに伴って，GCM に対

してこれまで行われてきたのと同様に，GCRM につ

いても衛星観測によるエアロゾル－雲相互作用のプ

ロセス表現の評価や拘束が今後盛んに行われていく

ことが予想される。NICAM-SPRINTARSではそのよう

なモデル評価も早い段階で行われ，雲による降雨の

生成が GCM と同様に早すぎることやそのエアロゾル

－雲相互作用への影響が報告されている[Suzuki et 

al., 2011; 2013a]。これらの結果から，エアロゾル－雲

相互作用の要である雲・降水過程のモデル表現は解

像度だけでは解決しない問題であり，より根源的な素

過程レベルでのモデル高度化を GCRM でも行なっ

ていく必要性が示唆される。 

GCRM のさらなる高度化においても，日本の優位

性を活かしていくことが重要である。日本の研究コミュ

ニティでは，2021 年に運用を開始した富岳において

も，全球雲解像モデルを用いた研究が推進されてお

り，次の 10 年においても，当面の間は，この全球雲

解像モデルと大型計算機を用いた大規模数値実験

やそれらに基づくモデル高度化は日本の強みとなる

と考えられる。 

富岳を用いて可能になることとして，具体的には，

京では計算資源の制約から実施することが困難であ

った更なる高解像度での計算や長期間の積分が一

つのターゲットになるであろう。NICAM は前述のよう

に，気象場との相互作用をより原理的に解く雲微物

理モデルによって雲を表現している点において雲解

像モデルであると認識されている。「雲解像」という言

葉はこの「雲の効果を雲微物理によって表現する」と

いう意味で用いられてきた。この 10 年で得られた全

球雲解像モデルによる成果はこの点の強みを反映し

たものである。 

一方「雲解像」という言葉は「雲を直接表現できる

空間解像度での実験」という意味で捉えられることも

多い。その点では，実際には NICAM の空間解像度

より小さい空間スケールを持つ雲が地球上の多くを

占め，その意味では完全な雲解像モデルとは呼べな

い。そのため，これまでエアロゾルを含む形では実施

されたことのない 1 km 前後の空間解像度での数値

実験の実施や，空間解像度は少し下がるものの，数

十年にわたる長期の積分とそれを用いた気候研究が

次のターゲットになる。 

雲解像モデルは雲を微物理モデルによって陽に

表現しているため，気候変化時の雲の応答に関して

も経験則ではなく，より原理的な物理法則に基づい

た計算が可能になる。これによって，雲の表現に起

因するエアロゾル－雲相互作用の不確実性の改善

が期待される。 

しかしながら，気候研究として全球雲解像モデル

を使って過去の気候状態の再現をするためには，数

多くの実験とモデルの改良が必要になる。GCMは長

い歴史の中でこのような改良を重ねて現在の気候研

究の基本ツールとなった。日本においては全球雲解

像モデルを用いた数値実験で世界をリードしてきて
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おり，雲解像モデルを用いた気候研究を実施するた

めの土壌がある。そこで，雲解像モデルを用いた気

候実験を世界に先駆けて実施できれば次の 10 年が

経過した後もエアロゾル－雲相互作用の研究分野で

世界をリードできる可能性がある。 

GCRM の強みはさらに，エアロゾル－雲相互作用

のもう一つの大きなテーマであるエアロゾルの INP と

しての効果の研究にも活かされる。INP の効果は

GCMでは不確実性の大きいパラメータ化に依存して

調べられているが，GCRMでは雲を解像することでよ

り原理的な物理法則に基づいた形で INP の効果を

表現できるため，その気候影響の評価にもGCRMは

強みを発揮することが期待される。全球雲解像モデ

ルを用いた INP の気候影響評価も次の 10 年で取り

組むべき課題である。 

 

3.2.4 さらなる高解像モデルによるエアロゾル－雲相

互作用実験 

述べてきたように，この 10 年で最先端の全球モデ

ルは GCM から雲解像モデルにシフトしつつあるが，

これよりもう一回り高解像度なモデルとしてラージ・

エディー・シミュレーション（Large Eddy Simulation; 

LES）モデルがある。LES モデルを用いたエアロゾ

ル－雲相互作用研究も数多く行われており（例えば，

[Yamaguchi et al., 2017]），雲の詳細な構造を再現

できることによってエアロゾル－雲相互作用のプロ

セス理解に大きな貢献をしてきた。しかし，計算機

能力の制限によって，現時点では限定的な領域で

しか計算が行われていない。 

過去 10年で GCMから雲解像モデルにシフトして

きたように，次の 10 年では LES を用いた全球実験

が可能になると見込まれている[Satoh et al., 2019]。

このような全球 LESモデルを用いたエアロゾル－雲

相互作用の研究はエアロゾル－雲相互作用の理解

を深化させることに寄与すると考えられるため，今後

全球 LES モデルの開発に取り組んでいる機関とも

連携し，GCRM からシームレスに繋がる形で全球

LES モデルでのエアロゾル－雲相互作用研究をい

ち早く進めることも重要である。 

 
3.2.5 まとめ 

エアロゾル－雲相互作用の研究は，衛星観測・大

循環気候モデル・全球雲解像モデルの各アプローチ

について着目すべき進展が見られる。今後はその

各々について，述べてきたような目指すべき方向性

があるが，それに加えて，これら 3 つのアプローチを

横断的に結びつけてエアロゾル－雲相互作用の気

候影響の理解を全体として加速させていくことが重要

である。衛星観測とモデルの連携においては，与え

られた衛星観測データをモデルの評価・検証に用い

る方向だけでなく，モデルの挙動を拘束し，モデルの

不確実性を低減させるためにどんな観測情報が必要

であるかを能動的に検討して，衛星データの新たな

解析手法の開発や新規の衛星観測計画の立案に役

立てる方向の研究が必要である。特に，モデルにお

ける雲・降水過程の定式化（パラメータ化）を観測情

報によっていかに拘束・高度化できるかが今後の鍵

であり，そのための衛星観測そのものも従来の物理

量の推定から，物理量の複合による素過程の推定へ

とシフトしていくことが想定される。すなわち，複数の

観測パラメータを適切に組み合わせた統計解析によ

って，パラメータ間の関係性を決めている物理素過

程のシグナルを逆に見出した上で，対応するモデル

統計との比較によって当該過程のモデル表現を評

価・拘束するアプローチが有効であろう。モデル物理

の不確実性のうち解像度だけで解決しない部分は

GCM と GCRMに共通する課題であり，今後 10年で

想定される前者から後者へのモデリングのシフトにお

いて，より顕在化する問題であろう。これに対して，上

述した高次の観測情報を活用してアプローチしてい

くことが重要である。日本は全球雲解像モデルと大型

計算機を用いたエアロゾル－雲相互作用の研究に

おいて世界をリードしてきた実績があり，今後はそれ

をさらに上述の衛星観測との連携で遂行していくこと
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が重要になる。また LES モデルに代表されるようなさ

らなる高解像度の全球モデルの開発についても，次

の 10 年で気候計算を実施することは難しいが，さら

に 10 年先にも日本がエアロゾル－雲相互作用に関

連した分野で世界をリードするための次世代への投

資と位置づけて開発に取り組むことも重要である。こ

れらのモデル開発では，従来のパラメータ化に替わ

って，多大な計算コストを要する第１原理的な計算手

法を機械学習で模倣することで計算速度と精度を両

立させる試み[e.g., Gettelman et al., 2021]も積極的に

検討していく必要がある。 

上記を考慮すると，次世代モデルの開発やそれを

使った計算を実施するにあたり，最先端の計算機は

必須のものである。そのため，富岳をはじめとした大

型計算機を用いて，気象・気候分野において成果を

上げ，その成果を研究者が広く国民に発信していく

ことが重要である。それらを通して，国民に最先端の

大型計算機が国民の生活に貢献し，現代社会にお

いてなくてはならないものであるという認識をしてもら

うことで，国民の後押しを受けて大型計算機を用いた

研究を実施する環境を整えていくことも重要であろう。 

また，2021年に共用利用を開始した富岳の設計がそ

うであったように，最先端の計算機を設計する段階で

は，様々な分野からモデルの仕様や新しい計算機に

要求される性能などの調査が実施される（例えば文

部科学省, 2022）。このような調査に研究分野として

協力することで，新しい大型計算機を利用しやすくな

ると期待される。計算機開発に関する調査研究事業

は，研究者個人の科学的な興味とは合致しないこと

もあるが，気象・気候分野，大気化学分野として最先

端の計算機を使える環境を整えるという観点では，

個々の研究者が分野全体の発展に貢献するために，

積極的に取り組むことが重要であろう。 

 
4．おわりに 

本稿では，大気中のエアロゾルの動態とその放

射・雲過程との相互作用について，大気化学分野の

内外の両方の視点から，現状と展望をまとめた。その

内容のサマリーを表 1 に示す。エアロゾルとその放

射・雲過程との相互作用の理解は，実験・観測と数

値モデル開発・計算が相補的に発展することによっ

て急速に進展してきた。しかしその一方で，エアロゾ

ル－放射・雲相互作用の放射強制力の不確定性（気

候モデル間の推定のばらつき）は依然として大きい。

本稿で述べてきたように，エアロゾル－放射・雲相互

作用の推定の信頼性を高めていくためには，観測と

数値モデル計算の両面で解決すべき課題が多く残

されており，それらの課題解決に向けた研究が必要

である。 
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表 1 エアロゾル–放射・雲相互作用の研究の現状と展望のまとめ 
究極のゴール

は何か。 
・エアロゾルの組成ごとの粒径別数濃度や総質量濃度の時空間分布を把握し，予測で

きること。 
・個々のエアロゾル粒子ならびにその総体としての全エアロゾルの，光学特性・吸湿性・

雲凝結核特性・氷晶核特性などの諸特性を把握・予測できること。 
・現場観測や衛星観測により検証・拘束された数値モデルを用いて，エアロゾル－放射

相互作用やエアロゾル－雲相互作用に関わる諸過程を適切に表現し，信頼性の高い

気候予測・環境影響予測を実現すること。 
この 10年での
世界的な動向

や日本での研

究の強み 

・エアロゾルの組成や物理化学特性（吸湿性・雲凝結核特性・氷晶核特性など）を測定

する技術が発展し，世界的に各種エアロゾルの室内実験・大気観測データが蓄積され

た。それに対応して，数値モデルにおける，エアロゾルの混合状態・吸湿性・雲凝結核

能などの諸特性や，新粒子生成・二次有機エアロゾル生成・湿性沈着などの諸過程の

表現が改善された。日本では特に，地理的にアジア大陸の下流に位置することを生か

した観測やモデル研究により，エアロゾルの放出・輸送・化学変化・沈着等の諸過程の

知見が蓄積され，越境大気汚染の影響やエアロゾルの放射強制力の推定が改善され

てきている。 
・衛星観測・大循環気候モデル・全球雲解像モデルが相互に影響しながら発展し，エア

ロゾル－雲相互作用の理解が進んできた。衛星観測では，能動型センサと受動型セン

サの複合利用により，エアロゾル摂動に対する雲応答の観測的な理解が進んだ。京や

富岳などの世界最高性能の大型計算機の活用により，日本は全球雲解像モデルによる

エアロゾル－雲相互作用の研究をリードしてきた。 
現在の重要な

ギャップ 
・最新の IPCC第 6次評価報告書においても，エアロゾル－放射相互作用とエアロゾル
－雲相互作用による放射強制力の推定の不確定性幅は第 5 次評価報告書から減少し
ておらず，各気候モデル間の推定のばらつきは依然として大きい。これらの放射強制力

を決めるエアロゾルの物理化学特性・時空間分布の推定も，依然としてモデル間のばら

つきが大きい。 
・エアロゾルの時空間分布，特に極域や外洋域や対流圏上層におけるエアロゾルの動

態の把握と数値モデルによる再現が不十分である。また，アイスコア分析に基づく過去

のエアロゾルの動態把握や数値モデルの検証が不十分である。 
・氷晶核として働くエアロゾル（INP）の大気存在量・動態，氷晶を形成するメカニズムの
理解が不十分である。 
・欧州と比較して，相対的にアジア，南米，アフリカ，オセアニア，シベリアの長期モニタ

リング観測拠点が不足している。 
・エアロゾル摂動に対する雲・降水系の応答の理解は不十分である。特に，氷を含む雲

の応答を素過程レベルで理解していくことが必要である。 
・エアロゾル・雲・降水に関わる素過程のモデル表現は観測によって十分に拘束されて

いない。 
それらを踏ま

え，今後 10年
の研究をドラ

イブする key 
question or 作
業仮説 

・エアロゾル－放射相互作用とエアロゾル－雲相互作用による放射強制力の推定の不

確定性幅は，現場観測や衛星観測データの蓄積，観測と数値モデルの統合，数値モ

デルの精緻化や高解像度化により減少させることができるか？ 
・室内実験・観測で得られるエアロゾル過程（混合状態，有機エアロゾルの生成過程・吸

湿特性，ブラックカーボンの変質過程，ブラウンカーボンの放出・生成過程，新粒子生

成など）の知見を，適切に数値モデルに導入できるか？ 
・INP の持つどのような表面構造によって，氷晶の形成が誘発されるのか？多地点にお
ける INPの長期観測により，INPの動態を明らかにできるか？そのための新たな計測技
術を開発できるか？INPの数濃度を数値モデルで適切に表現できるか？ 
・地上リモートセンシング観測に加えて，エアロゾルの光学特性，粒径分布，雲凝結核，

INP，化学組成の持続可能な長期観測網を，日本を含む東アジアで構築できるか？  
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・大気汚染要因の将来変化を定量的に予測できるか？大気汚染と気候変動の両方へ

の対策が可能となる放出シナリオの策定に貢献できるか？ 
・既存のほとんどのエアロゾルモデルで十分に考慮されていない要素（氷晶核特性，鉱

物ダストの鉱物組成，バイオエアロゾルなど）を数値モデルに導入し，その時空間分布

や放射強制力を明らかにしていくことができるか？ 
・人為起源エアロゾルだけでなく，自然起源エアロゾルの気候変化に対する応答も含

め，より定量的かつ総合的なエアロゾルと気候との相互作用の推定・評価を実現できる

か？ 
・雲レーダ・降水レーダ・ライダを同時搭載した新しい衛星観測ミッションにより，エアロゾ

ルへの雲応答を複雑にしている微物理過程と力学過程の相互作用を解明できるか？こ

の複合的な観測情報をどのように活用してエアロゾル・雲・降水の重要な素過程を観測

的に診断できるか？ 
・大循環気候モデル（GCM）において，氷を含む混合相雲へのエアロゾルの影響とそれ
による放射影響や，対流雲とエアロゾルの相互作用を解明できるか？全球雲解像モデ

ル（GCRM）により過去の気候状態を再現し，気候研究に結びつけることができるか？
GCRM からシームレスに繋がる形で全球 LES モデルでのエアロゾル－雲相互作用研
究をいち早く進めることができるか？ 
・これらのモデルにおけるエアロゾル・雲・降水素過程の表現を衛星観測情報に基づい

てどのように拘束・高度化できるか？ 
・機械学習を活用して，モデル素過程の高精度化と高速化をどのように両立できるか？ 

主な連携相手

となる外部学

術研究団体と

国内外研究プ

ロジェクト等  

日本気象学会，日本雪氷学会，日本地球惑星科学連合，日本エアロゾル学会，

IGAC，ESA-JAXA EarthCARE衛星ミッション, NASA AOS衛星ミッション 
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成層圏は，対流圏と力学的な相互作用や物質交換で相互に影響を及ぼしあっている。成層圏に分布

の極大をもつオゾン層は，太陽からの有害な紫外線を吸収して地球上の生態系を守るだけでなく，紫

外線による加熱と赤外線による冷却を通して，大気のエネルギー収支で重要な役割を果たしており，

地球の気候を考える上でも重要である。オゾン自身も温室効果ガスであるが，人為的オゾン層破壊対

策を通して代替ガスとして使用されるようになった HCFCや HFCなども長寿命の強力な温室効果ガス

として働くため，こうしたオゾン層破壊対策の気候影響も成層圏に関わる課題として研究し，追跡して

いなければいけない。人為的オゾン層破壊の最も著しい顕れであるオゾンホールにより，大気の循環

場が影響を受けていることなども示唆されており，化学気候モデルでオゾンと気候の相互作用を取り

扱うことが重要となっている。成層圏エアロゾルは，大規模な火山噴火や近年大規模化および長期化

している森林火災を通して 1-2年で全球的に成層圏の環境を変化させ，大気循環や化学反応に影響

を与える。また，中間圏は太陽，磁気圏などの地球外の環境変動の影響を直接受けやすく，それらの

影響がより下層の大気組成や気候にどのように及んでいくのか関心が高まり，研究が進展しつつある。

観測的な課題としては，対流圏と成層圏の遷移領域において，より微細で精緻な観測データが継続

的に取得されることが極めて重要である。また中間圏以上では，これまで限られた観測点のみで得ら

れてきた下部熱圏を含む領域の全球的な気象場データが超高層物理学の研究者らからも求められ，

SMILES などのミリ波，サブミリ波観測で培われた手法をさらに進化させた分野融合的な研究の発展

の可能性も議論されている。 

 

 

１． 対流圏と成層圏の結合／物質交換 

1.1 対流圏界面の定義 

対流圏と成層圏の境は，一般的に気温減率による

対流圏界面（ lapse rate tropopause ）定義される 

[WMO, 1957]。しかし，成層圏-対流圏間の物質交換

（Stratosphere–Troposphere Exchange; 以後 STE） 

[e.g., Holton et al., 1995]に着目した場合，注目する

物理量（水蒸気，オゾン，放射等）によって，対流圏

界面高度は異なることが知られている。これは，対流

圏的性質から成層圏的性質に徐々に遷移する対流

圏界面遷移層（tropical/extratropical transition layer; 

TTL/ExTL）として2000年代前半に活発に議論され，

熱帯対流圏界面の捉え方に対するパラダイムシフト

が起 き ，現在では広 く認識 されてい る [e.g., 

Fueglistaler et al., 2009; Gettelman et al., 2011]。また，

二重対流圏界面（double tropopause）や多重対流圏

界面（multiple tropopause）といって，上下方向に複

数の対流圏界面が存在することもある。これは主に冬

季の亜熱帯ジェット極側で見られる[Randel et al., 

2007] 。 さ らに対流圏界面逆転層 （ tropopause 
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inversion layer ）や対流圏界面褶曲（ tropopause 

folding）といった，成層圏へ伝播する波活動や物質

輸送の観点で重要な圏界面も存在する。逆転層はそ

の安定度が高いため，成層圏の力学場のエネルギ

ー源である波活動が上方伝播できず，結果的に STE

過程も不活発となる。一方で対流圏界面褶曲現象は，

主に中緯度ジェットの湾曲によって引き起こされるこ

とが多く，中緯度と低緯度域において，物質面である

温位面を跨ぐ空気の交換・混合が行われている

[Holton et al., 1995]。 

 
1.2 対流圏界面付近の観測の困難さ 

気温減率の圏界面は一般的に最低気温で定義さ

れる圏界面よりも数 km 下に位置し，さらに，熱帯域

において晴天下での放射加熱率が 0 K/day となる放

射的対流圏界面（radiative tropopause）は，積雲対流

が浮力を失う，TTL の下端高度（約 14 km）に近い。

極域，熱帯問わず，気温減率の対流圏界面とオゾン

による ozone tropopauseにおいても季節によってその

差に違いはあるが，高度が異なる[e.g., Fueglistaler 

al., 2009]。ここで注目すべきは，これらの各対流圏界

面の時空間スケールは小さく（変動が激しく），複雑

である点である。そのため，対象とする化学種の寿命

によって，時間方向にも短期間に密に観測する必要

がある。一方で，中間圏以下では極低温となることか

ら放射量（特に赤外域）が弱く，人工衛星による観測

も高スペクトル分解能で，かつ大気を横から観測する

リム（周縁）放射観測や掩蔽観測が望ましい。また，

地上からの観測においては，微量気体成分の供給

源（水蒸気や一酸化炭素は下部対流圏，オゾンは中

部成層圏）から離れていることから濃度が低く，高精

度での観測が求められる。結果的に上部対流圏から

成層圏の観測は対流圏中下層に比べて極めてデー

タの量が不足し，質も低く，不十分である。以上のこと

から，対流圏界面近傍の力学，化学，放射過程を精

密に論ずる場合，時間・鉛直方向に分解能の高い観

測が必要不可欠である。 

 
1.3 STE 研究の不確定性要因 

上述したように，STE 研究には高度な観測データ

が必要である。昨今の人工衛星観測による気温，微

量気体成分の鉛直分解能は，受動型センサーのリム

 
図 1 成層圏および中間圏における大気化学に係る諸現象の概観。それぞれの高度，緯度帯で大気の循環，輸送，化学反

応等を通して，大気分子の生成・消滅や放射収支で重要な役割を演じる分子や現象を示すキーワードが描かれている。 
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観測では，数 km と粗く，成層圏-対流圏間の物質循

環を定量的に捉えることが難しい。その結果，力学，

化学，放射過程の詳細な機構が明らかとなっていな

い。高分解能な観測の欠損は数値モデルの不確定

性を増している原因でもあり，対流圏内だけで議論し

がちな気候変動研究の不確定性を残している一因と

考えられる。例えば，二酸化炭素収支の消失源とし

ての成層圏以高の役割や，それによる放射収支バラ

ンスの変化による対流圏気候へのフィードバック過程

などである。近年では，数値計算リソースの大幅な向

上から鉛直高分解能かつ中間圏，熱圏も含めた大

気大循環モデルの計算が可能となってきた。一方，

本章 7 節で指摘するように，中層大気を観測する人

工衛星の停滞（同一測器による長期観測によって技

術進展がなく，観測データ質の向上が得られていな

いという意味）が継続しているため，より微細で繊細な

成層圏-対流圏間（中間圏-成層圏間も）の物質交換

を理解するためには，飛翔体（気球，航空機，ロケット

等）や人工衛星による観測の充実が今後も必要不可

欠である。ESAでは地球の放射収支に寄与する水蒸

気，温度の鉛直プロファイルと雲頂高度を観測するこ

とを目的とし，広範囲の遠赤外域（15～100 μm）を高

分解能（0.5 cm-1）で観測する FORUM ミッションが

2025 年中頃に打ち上げを予定している。これにより

上部対流圏（upper troposphere; UT）の水蒸気を2 ㎞

鉛直分解能，1 ppmv の不確定性で観測が可能とな

り，地球の遠赤外域の放射収支を定量的に理解する

ことが可能となる。 

 
1.4 成層圏と対流圏の関係と STE 

成層圏の南北循環場である Brewer-Dobson 循環

（BDC）は，対流圏から伝播してきた惑星規模の波の

砕波によって，極向きの流れを生じることで駆動され

ている[Brewer, 1949; Holton et al., 1995; Plumb, 2002]。

BDCは２つの経路，shallow branch と deep branchが

ある。shallow branch は成層圏最下部（ lowermost 

stratosphere）に現れ，熱帯域で空気の上昇と亜熱帯

と中緯度域で空気の下降を伴う。一方の deep branch

は上部成層圏に到達し，中高緯度域で空気の下降

を伴う。特に波の活動度は夏季より冬季に活発であ

るため，低緯度夏半球側から高緯度冬半球側への

流れが生じる。一般的に惑星波の活動度は北半球

冬季の方が活発であるので，南北両半球で循環強

度に差がある。 

低緯度では上昇流，極域では下降流となることか

ら，一般的に赤道域で対流圏から成層圏への空気

塊の輸送が，逆に極域で成層圏から対流圏への輸

送が行われている。さらにBDCは低緯度の上部成層

圏を中心に生成されたオゾンや熱帯対流圏界面を

通過してきた対流圏起源の物質（オゾン破壊物質

（Ozone Depleting Substance; ODS）を含む）を極向き

に輸送する働きがあり，成層圏の全域における化学

過程にも影響を与えている。上述した BDC は deep 

branch に対応し，これらの deep branch および 

shallow branch は成層圏内の大気年齢（Age of Air; 

AoA ）に深く関係している [Hall & Plumb, 1994; 

Waugh & Hall, 2002]。また STEに関して，前者は数

年，後者は数か月程度の時間スケールをもっている

[Birner & Bönisch, 2011]。 

熱 帯 太 平 洋 の 海 表 面 温 度 （ sea surface 

temperature；SST）は，対流活動を通して対流圏界面

付近の気温を変えることで成層圏に流入する水蒸気

量に影響する[WMO, 2018]。またエルニーニョ，ラニ

ーニャによる SST条件の違いは，対流圏界面付近の

気温に影響するため，成層圏に流入する水蒸気量も

変化させる [Konopka et al., 2016；Garfinkel et al., 

2018] 。 化 学 気 候 モ デ ル （ Chemistry–Climate 

Models； CCMs）では，将来の熱帯対流圏界面付近

での輸送の強化により下部成層圏の水蒸気量が増

大すると予測されている[Smalley et al., 2017]。一方で，

対流活動が活発になると上層がより冷えて，水蒸気

量は減るとの見方もあり[Kuang & Bretherton, 2004]，

今後の観測・モデル研究が待たれる。 

中層大気研究の歴史の中で，成層圏の力学場は
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対流圏の変動に受動的と考えられてきた。しかし，

STE は成層圏内の力学・化学・放射過程に影響を与

えているだけでなく，これら成層圏内の諸過程の変

化を介して STE過程や対流圏にも影響を与えている。

1980年代から 2000年代において，特に高緯度域で

の成層圏から対流圏への寄与が活発に議論されて

きた。代表的なものとして，ダウンワード・コントロール

（downward control）説[Haynes et al., 1991]や NAO, 

AO, SAM（または AAO）による高緯度対流圏の気

象・気候場への影響である。2010 年代になると熱帯

域での成層圏から対流圏への影響の議論が本格化

される。熱帯対流圏界面遷移層のパラダイムシフト後

の時期にあたる。同時期に北半球冬季の赤道域で

の Stratospheric fountain[Newell & Gould-Stewart, 

1981]に関する低温，低水蒸気濃度の成層圏への流

入 の 議 論 だ け で な く [Dessler,1998; Holton & 

Gettelman, 2001]，北半球夏季のモンスーン（アジアと

アメリカ）域における高水蒸気濃度の空気塊やアジア

域の汚染物質の流入等の STE の議論も活発になさ

れた[Park et al., 2007; Randel et al., 2010]。 

赤道域と南極域での大気レーダーによる超高層ま

での統一的な観測や，気球を用いた定点観測，航空

機によるイベント観測，大気球を用いた数か月単位

の観測，数値モデルの発展も目覚ましい。  

赤道域に関しては，成層圏から対流圏の積雲対流

活動への影響を議論したSPARC主導のSATIO-TCS

プロジェクトa[Haynes et al., 2021]や客観解析相互比

較プロジェクト S-RIPb[S-RIP final report, 2022]も精力

的に行われている。SATIO-TCSでは，成層圏準 2年

周期変動（QBO）と成層圏突然昇温（SSW）の STEに

関して理解が深まった。その中で，対流圏内の積雲

対流活動と成層圏 BDC の連続性を統一的に扱える

数値モデルの構築が目下の課題と言える。これまで

 
a https://www.sparc-climate.org/activities/satio-tcs/ 
b https://s-rip.ees.hokudai.ac.jp/ 
c https://sower.ees.hokudai.ac.jp/jp/index.html 
d https://tropo.gsfc.nasa.gov/shadoz/ 
e https://www.rish.kyoto-u.ac.jp/mu/radar.html 

の大循環モデルでは成層圏は境界条件として，ナッ

ジングや気候値もしくは月平均値として与えられてい

た感が否めない。今後は，計算機能力の向上もあり，

統一的に解く数値モデルの発展が期待される。さら

に化学過程に関しても精緻化し，データ同化等，新

たな技術を導入することで，より現実的な数値解析が

可能となるだろう。しかし根本的には観測データによ

る検証が必要不可欠である。 

 
1.5 STE 研究における日本の貢献と展望 

1990～2000 年代，主として欧米主導の人工衛星

による高層大気観測が盛んであった。日本でもみどり

（ADEOS），みどり-II による極域オゾン研究への貢献

が挙げられる。 

ほぼ同時期に衛星観測の検証も兼ねた地上観測

網の整備が行われている。上部対流圏/下部成層圏

（upper troposphere / lower stratosphere; UTLS）に関

連したものとして特に日本の研究者も参画している熱

帯域，東南アジアにおける SOWERc，SHADOZdプロ

ジェクトへの貢献が挙げられる。また大型観測施設と

して，京都のMUレーダーe，インドネシアの赤道大気

レーダーf，南極昭和基地のPANSYgの設置と運用お

よび中層大気研究への貢献が大きい。 

また三陸および大樹町における大気球を用いた高

層大気観測h も長期的（1971 年～）に実施されてお

り，成層圏化学への寄与が大きい。さらに民間航空

機 を用いた温室効果ガ ス等の航空機観測

（CONTRAILi，IAGOS-CARIBICj）においても UTLS

領域に貴重なデータを提供している。これら地上観

測データも 20 年以上の長期間のデータが蓄積され

ている。 

数値モデル研究に関しては，大循環モデルの高

性能化やデータ同化技術の取り込みによる力学・化

f https://www.rish.kyoto-u.ac.jp/ear/ 
g https://pansy.eps.s.u-tokyo.ac.jp/ 
h https://www.isas.jaxa.jp/missions/balloons/ 
i https://www.cger.nies.go.jp/contrail/ 
j https://www.iagos.org/ 

https://www.caribic-atmospheric.com/Home.php 
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学過程の理解が深まった一方で，成層圏の力学場

および化学過程を再現可能な大循環モデルをさらに

高度化する必要がある。 

観測データと数値モデルを融合した研究が今後も

継続し，有益な結果を遺すと考えられる。衛星観測

に合わせた数値モデルの解析，新しい解析ツールの

開発も必要不可欠であろう。特に数値モデルにおい

ては，積雲パラメタリゼーションや重力波パラメタリゼ

ーションの改良，向上も中層大気の力学過程に大き

く貢献する。最近，非静力学全球モデル（NICAM）

[Satoh et al., 2014]の中層大気への拡張の開発が進

んでいる。また大気化学輸送モデル（ACTM）による

UTLS 領域の再現性に関する研究も進みつつある

[Bisht et al., 2021]。特に極短寿命種（VSLS）（CHBr3, 

CH2Br2等）に関しては UTLS領域での素過程は明ら

かになっていないことが多く，ここでの観測データに

よる数値モデルの改良が切望されている[Hossaini et 

al., 2016]。近年では成層圏内の鉛直分解能を上げ

ることで，成層圏内の力学過程の再現性や STE過程

への定量的な影響が評価できるようになってきた。 

 

1.6 今後（10 年内）の課題 

短寿命化学種の対流圏から成層圏への流入過程

の精緻化と成層圏オゾンへの影響，成層圏二酸化炭

素の挙動およびその放射過程への影響を介した対

流圏，成層圏力学場への影響は，成層圏だけでなく

対流圏の気候変動を理解する上でも必要不可欠な

知見と考えられる。他方で，さらに上層の中間圏と成

層圏の相互作用も，近年，熱圏，中間圏における二

酸化炭素による気候影響という観点で話題を集めて

いる[Liu et al., 2020]。どれくらいの量の二酸化炭素

が中層大気に流入しているのか，それによる気候影

響はどのくらいなのか，今後のより定量的な議論が必

要と考えられる。 

さらに大量に得られるデータを解析する人材の育

成も今後重要な課題と言える。 

2．気候変動に伴う大気循環の変化が成層圏

／中間圏に与える影響 

2.1 温室効果ガスの変化と成層圏の気温 

大気中の温室効果ガス（greenhouse gases; GHGs）

濃度の増加により，対流圏の気温上昇と成層圏／中

間圏の気温低下が起こることが知られている[Chen et 

al., 2021]。下部成層圏（13〜22 km）においては，オ

ゾン濃度の低下が 1970年代から 1990年代半ばまで

の約 1 Kの気温低下トレンドの主因であるが，それ以

降には有意な変化が見られない[WMO, 2018]。中上

部成層圏においては，GHG 濃度の増加がオゾン変

化よりも大きな影響を及ぼし，近年の理解では，上部

成層圏（40〜50 km）における 1979〜2005 年の気温

低下のうち約 1/3 が ODS 起因のオゾン変化によるも

のであり，約 2/3が GHGによるものと推定されている 

[WMO, 2018]。CCM よる将来予測実験では，成層圏

の気温トレンドは将来の GHG 濃度に依存し，ほとん

どの GHG シナリオで中上部成層圏における気温低

下を示す。気温低下によりオゾン消失反応が減速す

ることに伴うオゾン濃度の増加は，GHG増加による気

温低下を部分的に打ち消す[WMO, 2018]。 

 
2.2 温室効果ガスの変化が成層圏の大気循環に与

える影響 

1 章で述べたように成層圏には赤道域から極域に

向かう大気の循環（BDC）がある。以前は，下部成層

圏の熱帯域上昇流の変化に焦点が当てられていた

が，近年の研究では，成層圏循環の２つの経路，

shallow branch と deep branch を区別することの重要

性が浮き彫りになってきた[Plumb, 2002; Birner & 

Bönisch, 2011; Bönisch et al., 2011; WMO, 2014]。

BDC は波の消散によって駆動され，場所によって消

散する波が異なるため，shallow branch には総観規

模の波，deep branch には惑星規模の波が主要な役

割を果たす[Plumb, 2002]。 

現在，多くの気候モデルにおいて，GHG濃度の上

昇により大気波動の消散が促進されることで BDC が
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強化されることがシミュレートされている[e.g., Waugh, 

2009; Butchart, 2014； WMO, 2014； WMO, 2018]。し

かし，BDC のトレンドは小さく自然変動と分離するの

が難しいため観測で検出するのは容易ではない

[WMO, 2010]。直接観測に代わる方法として，気温の

緯度分布，QBO の振幅，大気微量成分濃度，大気

の平均年代もしくは AoAなど他の変数の変化から推

定されてきた。例えば，熱帯と高緯度の気温変化の

位相がずれていることに基づき，下部成層圏の 

BDC が加速 している こ とが指摘 された [e.g., 

Thompson & Solomon, 2009；Fu et al., 2010]。その大

きさは 10年間に 2%程度であると推定され[Ossó et al., 

2015；Fu et al., 2015]，Butchart [2014]などの気候モ

デルの結果と一致する。QBOの振幅を調べる方法は

ユニークで，赤道成層圏における波の消散で駆動さ

れる QBO の下降が，その領域に存在する上昇流で

どれだけ妨げられるかで上昇流の変化を推定する。

Kawatani & Hamilton[2013]は，ほぼ赤道上の観測

点におけるラジオゾンデの東西風から 70 hPaにおけ

る QBO の振幅が 1953〜2013 年の間に有意に減少

することを明らかにし，成層圏最下部において QBO

の下降を妨げる上昇流が増大していると考えた。大

気微量成分濃度の変化から BDC の変化を推定する

手法では，1985〜2010 年の衛星観測とオゾンゾンデ

を用いた研究があり，熱帯成層圏最下部でオゾン減

少が観測され，下部成層圏における BDC の加速と

整合的であった[Randel & Thompson, 2011; Sioris et 

al., 2014]。AoAは，熱帯域の対流圏界面から入った

空気がある到着地点まで輸送されるのに必要な時間

として定義される。Stiller et al.[2012]は，衛星観測の

SF6 鉛直プロファイルから下部成層圏における AoA

の減少を示し，Seviour et al.[2012]や Diallo et al. 

[2012]による客観解析の循環やAoAの解析結果もこ

うした shallow branch における BDC加速を支持して

いる。客観解析の上昇流は下部成層圏で 10 年間に

2〜5%程度増加しており[Fueglistaler et al., 2014；

Abalos et al., 2015；Miyazaki et al., 2016]，定量的にも

気候モデルと一致する結果が出てきている。一方で，

中・上部成層圏では，気温から推測される BDC加速

とは対照的に，Stiller et al.[2012]の SF6 の測定や，

Engel et al.[2009, 2017]のCO2とSF6の測定ではBDC

減速が示され，Diallo et al.[2012]ではほとんど統計

的な有意性がないことが示されている。このように，

deep branchについては BDC加速がそれほど明確で

はない。今後も継続的な観測や客観解析の改善，気

候モデルの高度化等を進め，特に deep branch にお

ける BDC変化の知見が得られることに期待したい。 

 
2.3 代替フロンが成層圏の気温および大気循環に

与える影響 

GHGのうちモントリオール議定書のキガリ改正で新た

に規制対象に加わったハイドロフルオロカーボン

（HFC）は，地球温暖化指数が 100〜10,000のオーダ

ーであり，大きな温室効果を持つ。我が国では，2020

年度の温室効果ガス総排出量11億5000万トン（CO2

換算）のうち HFC が 5170万トンであった（NIES GIO 

2022/4 確報値）。ガス毎の内訳では，2013〜2020 年

までにHFC排出量は 61.0%（1960万トン，CO2換算）

増大し，全体の排出量削減分（2億 5900万トン，CO2

換算）の１割弱を相殺する程度に達していた。HFC

濃度が増大した際の気温変化は，CO2 とは異なり成

層圏でも気温上昇に働くと推定されており，気温変

化が０となる高度は上部成層圏や中間圏に達する

[Hurwitz et al., 2015]。なお，HFC濃度が増大した際

の中高緯度循環の変化は，力学的な擾乱の影響が

大きく判然としない[Dupuy et al., 2021]。このように

HFC 濃度増大の大気循環への影響についてはまだ

理解が不十分であり，今後HFCの化学変化と放射を

組み込んだ CCMによる多くのアンサンブル実験など

で影響の大きさを明らかにしていく必要がある。 

 

2.4 成層圏および中間圏での気温・大気循環の変動

とその要因の多様性 

中間圏においては，昼間よりも夜間にオゾン濃度
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が高く，上部中間圏において日変化が顕著である

[Brasseur & Solomon, 2005]。こうしたオゾン濃度の変

化は，日食時の太陽光掩蔽でも生じることが

SMILES（Superconducting Submillimeter-wave Limb-

emission Sounder）の観測から示された[Imai et al., 

2015]。直接観測の難しい中間圏オゾンの化学プロ

セスを理解する上で，今後も日食時の衛星観測の利

活用が期待される。 

中上部成層圏においては，メタン（CH4）の酸化に

よる水蒸気供給があり，将来の CH4 濃度の影響を強

く受けると考えられる[Revell et al., 2016]。多くの気候

モデルにおいて対流圏界面付近の気温に影響を与

えるプロセスは十分に取り入れられておらず[Kim et 

al., 2013]，将来の大気微量成分の研究においても気

候モデル開発の成果を反映させていく必要がある。 

夏極の中間圏界面付近は地球大気で最も低温と

なっており，氷粒子を主成分とする夜光雲（極中間圏

雲；PMC）が発生することがある。中間圏の気温には，

放射バランスの他，大気重力波も関係している。こう

した気温や上述の水蒸気量が夜光雲の発生と関係

するため，夜光雲は気候変動の影響を早期に検出

するための指標になることが議論されている 

[García-Comas et al., 2016]。具体的には，CO2濃度

の増加は上部中間圏や下部熱圏を冷やし，CH4 濃

度の増加は中間圏界面付近の水蒸気量を増やすた

め，両者とも夜光雲の発生を促進する[Yue et al., 

2015; Garcia et al., 2015]。 

成層圏・中間圏の大気微量成分分布や循環は

様々な変動の影響も受ける。中高緯度域成層圏の大

気波動は消散によって BDC を駆動するため，BDC

の強さやそれによるオゾン輸送は，大気波動の伝播

特性を変化させる太陽 11 年周期などの影響を受け

る [Kodera & Kuroda, 2002 ； Gray et al., 2010 ；

Yamashita et al., 2010]。上部中間圏においては，11

年周期に伴う気温変化も無視できない。太陽プロトン

イベント発生時には，両極で NOx 濃度が増大し，オ

 
k https://ozonewatch.gsfc.nasa.gov/ 

ゾン破壊が促進されることがある[von Clarmann et al., 

2013; Sinnhuber et al., 2018]。また QBOによる BDC

の変化[Plumb & Bell, 1982]は，赤道域周辺のオゾン

等の物質分布にも現れる[Baldwin et al., 2001]。ODS

濃度の変化によるオゾン変化も，極域周辺の東西風

を変えて BDCに影響しうる[WMO, 2018]。太陽 11年

周期と QBOなど異なる変動の影響は必ずしも足し合

わせにはならない。将来の長期的なGHG増加，オゾ

ン回復下における年々変動の影響評価には今後の

研究が待たれる。 

 

3．オゾン層の現代的問題－オゾン層問題と

温暖化問題の両方の観点から 

3.1 オゾン層変化のこれまでの経緯 

20世紀後半から，オゾン層は人為起源の ODS（特

にフロンガス）の大気中への放出による影響を大きく

受け，その結果オゾン層破壊が進んだ[WMO, 2003]。

1980年代には南極にオゾンホールが出現し，その後

1990 年台に拡大，オゾンホールは現在も毎年起こっ

ている[Chubachi, 1984; Farman et al., 1985; WMO, 

2018]。大気汚染等に関係する対流圏のエアロゾル

が比較的少ない南半球では，オゾン量の減少と紫外

線の増加との関係がはっきりと観測されている[WMO, 

2007]。 

モントリオール議定書による世界的なフロン規制や

代替フロンへの移行により，オゾン量がほぼ化学反

応で決まる上部成層圏でまずオゾン濃度の回復が確

認され [Newchurch et al., 2003; Steinbrecht et al., 

2017]，近年では 9 月に限りオゾンホールの回復（南

極域のオゾン全量の回復）が見え始めているが

[Solomon et al., 2016; Stone et al., 2021]，2020年と

2021 年は安定した南極渦が持続したことによって，

オゾンホールがこれまでの最大規模に近い大きさま

で成長した[NASA Ozone Watchk]。オゾンホールはフ

ロン量だけでなく，大気の力学場の状態によっても影

響を受けることを示している。また，2020年のオースト
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ラリアの森林火災によって下部成層圏で増加したエ

アロゾル（すす粒子など）が同年の南極オゾンホール

の大きさに何らかの影響を与えた可能性がある

[Rieger et al., 2021]。 

今後は，フロンや代替フロンの規制の効果によっ

て，大気中の ODS濃度が減少し，オゾン層の回復が

顕著になってくるものと思われる。一方で，二酸化炭

素（CO2）を代表とする GHG は，パリ協定などの取り

組みによってその大気中への放出抑制に向けた取り

組みが本格的になってきているが，今後しばらくは増

加を続ける見込みである。したがって，今後のオゾン

層は，大気中の ODS濃度が減少していく中で，増加

する GHG 濃度の影響も受ける。それによってオゾン

層は，成層圏の気温や成層圏大気のグローバルスケ

ールの循環の変化から影響を受けると同時にそれら

に対しても影響するといった相互作用の中で，数十

年の時間スケールで変化していくものと考えられる。 

 
3.2 将来のオゾン層破壊物質濃度の変化から予想

されるオゾン層変化 

フロン（CFC），ハロン，代替フロン（HCFC）の成層

圏大気への影響は，これらの物質が温室効果ガスと

して働いて大気を温める効果と [Forster & Joshi, 

2005]，これらの物質が分解して塩素や臭素原子を

放出，その後これらの原子によるオゾン破壊の触媒

サイクルが働いてオゾン層破壊を起こし，成層圏の気

温や風を変化させる効果とがある。CFC 類の大気中

の濃度はすでに減少に転じているが，HCFC 類は，

上昇率は小さいがまだ増加している[WMO, 2018]。

HCFC は CFC に比べて対流圏で分解されやすいの

で CFC に比べて寿命が短く，オゾン層破壊効果は

CFC ほど大きくはないが，その一部は CFC と同様に

成層圏まで達して成層圏の塩素濃度を上昇させ，長

期的にオゾン層へ影響する [WMO, 2014; WMO, 

2018]。ハイドロフルオロカーボン（HFC）は塩素や臭

素原子を含まないため，化学的なオゾン層破壊効果

はない。しかしながら強力な温室効果ガスとして働き，

モントリオール議定書のフロン規制による気候変動の

緩和効果がその代替物質によって相殺されることを

防ぐため，モントリオール議定書のキガリ改正によっ

て議定書の規制物質に追加された[WMO, 2018; 経

済産業省・キガリ改正の概要 2017]。HFC 類の大気

中の濃度は顕著な増加を続けている[WMO, 2018]。

しかしながら 2 次元モデルや 3 次元モデルを用いた

数値計算からは，HFC の増加によってオゾン量が増

加する高度と減少する高度とが混在し，鉛直方向に

積算したオゾン全量に対しての影響は小さいようであ

る[Hurwitz et al., 2015; Dupuy et al., 2021]。 

将来，大気中のオゾン量を左右する因子について

は，フロン規制によりフロン・代替フロン・ハロンの影

響は相対的に減ってくるものの，今後 20～30年の間

はこれらが最重要因子であり続けると考えられる。そ

の後は二酸化炭素，成層圏の水蒸気（H2O），亜酸

化窒素（N2O），メタン（CH4），代替フロンとしての

HFCの動向が複雑に影響するようになると考えられる。

これらは温室効果ガスであるので，その量の増減が

成層圏大気の気温にも影響する。 

N2O は，フロンやハロンに代わって将来大気中の

オゾン量を減少させる最も有力な候補である

[Ravishankara et al., 2009]。化学肥料の使用などによ

り大気中のN2O濃度が増加すると，成層圏でNOxが

より多く生成され，それに伴い硝酸（HNO3）の量も多

くなることが予想される。NOx の増加は，成層圏にお

ける NOx によるオゾン破壊触媒サイクルの効率を上

げ，オゾン全量の減少を引き起こす[Ravishankara et 

al., 2009, Fig.S1; WMO, 2018, Fig.Q20-3]。その他の

可能性としては，HNO3 増加による極域下部成層圏

春季オゾン量への影響が考えられる。極域下部成層

圏で冬季に極端に気温が低下すると HNO3 は水蒸

気や硫酸と共に極成層圏雲（PSC）を形成し，不均一

反応を促進してHClやClONO2に含まれる塩素原子

を活性化するので，HNO3増加による PSC の増加に

よって極域下部成層圏春季のオゾン層破壊がいっそ

う進むことも考えられる。ただし，この効果は塩素や臭
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素濃度がオゾンホール出現以前より高い場合に限ら

れる。 

CH4 の増加はその酸化によって成層圏の水蒸気

量を増加させ，水蒸気と励起 O 原子との反応で水素

酸化物（HOx）を増加させる。45 km 以上の高度では

HOx サイクルによるオゾン分解を加速するが，45 km

以下の高度では CH4 と Cl との反応によって，あるい

は NOxと HOxとの反応によって，塩素酸化物（ClOx）

ならびに NOxの濃度を減らし，これらの化合物による

オゾン破壊触媒サイクルの効率を落とす効果がある。

また，対流圏と同様に下部成層圏でも，光化学スモッ

グと同様，NOxを触媒とした光化学的なオゾン生成が

進む可能性がある。さらに，CH4 の酸化で水蒸気が

増加した結果，成層圏の赤外放射収支が CH4による

ものとは異なってきて，より成層圏が冷却されるように

なることが考えられる[WMO, 2014]。成層圏の冷却は，

オゾンに関わる気相反応の温度依存性，特に O+O3

→O2+O2 の反応の温度依存性によりオゾン量を増

加させる。ただし，CH4 が水蒸気に変わることによる

成層圏の冷却効果は CO2の増加による冷却効果より

かなり小さいと思われる。以上を総合すると CH4の増

加はオゾン全量を増加させる方向に繋がると考えら

れる。 

 
3.3 地球温暖化に伴うオゾン層変化 

オゾンの輸送に関しては，温室効果ガスによる地

球温暖化の影響を大きく受ける。多くの化学気候モ

デルでは，GHG の増加に伴う成層圏の寒冷化と子

午面循環（BDC）の強化により，熱帯と南極以外はオ

ゾン全量が増加した。南極域は GHG 濃度への感度

がほとんど見られず，熱帯は GHG濃度の増加によっ

てオゾン全量が減少していくという結果が得られてい

る[Dhomse et al., 2018]。 

将来，GHG の増加とフロン対策による大気中の塩

素濃度の減少とによって，オゾン全量が CFC のなか

った時代のレベルよりも増加する super recoveryの可

能性もある[Chipperfield et al., 2017; Maliniemi et al., 

2021]。その場合，紫外線量の減少や大気微量成分

の濃度変化，さらには気候への影響も懸念される。 

今後温暖化が進む中でのオゾン層変化の予測を

より信頼のあるものにするために，オゾン層に影響を

及ぼす微量成分の対流圏から成層圏への輸送や対

流圏と成層圏大気の交換時定数を正確に把握する

必要がある。成層圏の放射収支に影響し PSC の材

料になる成層圏の水蒸気量は，熱帯圏界面の気温

に左右され熱帯成層圏では気温と水蒸気量の明確

な関係が観測されているが[Mote et al., 1996]，中緯

度や極域の成層圏水蒸気量の数十年規模の長期的

な変化のメカニズムに関しては，その説明が難しい

[WMO, 2018]。したがって将来の，特に下部成層圏

の水蒸気の増減に対してはっきりとしたことは言えな

い。熱帯のみならず，亜熱帯や中緯度の対流圏界面

付近で起こる輸送プロセスが関係しているかもしれな

い。水蒸気に加えてメタン（CH4），フロンやハロン等，

オゾン層に影響を及ぼす微量成分が成層圏へ入っ

ていくプロセスを理解し，温暖化に伴ってそのプロセ

スがどのように変化するかを予測するために，高精度

な測定器の開発，観測データの蓄積，より短い時間

スケール・細かい空間スケールの現象を取り扱うこと

のできる高解像度モデルの開発が必要である。 

 
3.4 オゾン層変化が気候に及ぼす影響 

最後に大気化学からは少し逸れるが，化学気候モ

デルや観測事実から明らかとなったオゾン層変化が

気温や風の気象場の変化に及ぼす影響について簡

単に触れる。 

オゾンホールの発達によって，南極成層圏の西風

が強まりその影響が南極の対流圏にも及ぶこと[Son 

et al., 2008]，さらに，それが南極周辺の海洋循環お

よび海洋中の CFC-12 の分布に影響を及ぼすこと

[WMO, 2018; Sigmond et al., 2011; Solomon et al., 
2015; Waugh et al., 2013]が示唆された。また，1979－

1997年の成層圏の気温の変化は，ODS濃度増加に

よるオゾン量の減少の影響を受けていることがわかっ
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た[Aquila et al., 2016]。近年，温暖化に関する数値実

験では以前のようにオゾン分布を与えるのではなく，

化学気候モデルを使った，あるいは化学気候モデル

と同様にモデルの中でオゾンをオンライン計算する

例が増えている。そうすることによって，オゾンと気温，

風の相互作用が取り入れられ，温室効果ガスの増加

による成層圏や対流圏の気候変化をより正しく理解

できることが期待される[Chido & Polvani, 2019]。オゾ

ンと気象場との相互作用を取り入れることで，熱帯下

部成層圏や極域成層圏の気温の variability が増加

することや[Yook et al., 2020; Rieder et al., 2019]，南極

のみならず北極オゾン破壊の地表気温への影響も

見られること[Calvo et al., 2015]，観測データからも

2020 年の北極域における大規模オゾン破壊の地表

気温への影響が見られること[Xia et al., 2021]など，オ

ゾン層変化の気候への影響に関する新しい知見が

得られている。 

 

4．成層圏におけるエアロゾルの影響 

4.1 成層圏エアロゾルの起源・種類とその影響 

下部成層圏（高度約 12～30 km）には硫酸塩を

主成分とするエアロゾルが全球に分布している。

その主な起源は，火山噴火で放出される二酸化硫

黄（SO2）や硫化水素（H2S），海洋生物，森林火災

などのバイオマス燃焼や人間活動から放出され

る硫化カルボニル（OCS），硫化ジメチル（dimethyl 

sulfide, DMS, C2H6S），H2S等の気体である。これ

らの気体は主に熱帯対流圏界面遷移層（TTL）付

近で粒子化して下部成層圏に流入すると考えら

れている（ただし，巨大火山噴火や大規模森林火

災では気体として成層圏に流入し，そこで粒子化

する）。その後エアロゾルは成層圏内で BDCにの

って数年の間に中高緯度へ輸送され，対流圏-成層

圏交換過程や重力沈降により対流圏に除去され

ると考えられている。 

硫酸エアロゾルが気候や大気化学環境に与え

る主な影響は以下の３つである。１）太陽放射を

散乱・地球表面からの赤外放射を吸収し，正味で

は負の放射強制力を与えること，２）エアロゾル

表面での不均一化学反応によりオゾン等の気体

物質に影響を与えること，３）エアロゾルからの

赤外放射により周囲の大気を加熱し，大気循環に

影響を与えることである。1991年 6月におきたピ

ナツボ火山噴火では，SO2 を含む大量の噴煙が下

部成層圏に侵入して硫酸エアロゾルを生成し，約

2 ヶ月後にその濃度は平穏時の約 60 倍に達した

[e.g., Mills et al., 2016]。硫酸エアロゾルは 1～2年

かけて全球に拡散し，その影響により地球表面平

均気温が 0.1～0.5℃低下したと見積もられている

[Minnis et al., 1993; Robock, 2000, 2007; Fujiwara et 

al., 2020]。また，エアロゾル表面での不均一反応

によって周囲の準安定な塩素化合物を不安定な

塩素化合物に変換し，成層圏オゾン破壊を引き起

こしたことが報告されている[Fahey et al., 1993; 

Rodriguez et al., 1994; Solomon et al., 1996]。 

最近では 2022 年 1 月にトンガのフンガ・トン

ガ-フンガ・ハアパイ火山が大規模噴火を起こし，

その噴煙は高度 57 kmに達した[Carr et al., 2022; 

Proud et al., 2022]。これにより大量の水蒸気と SO2

が成層圏に注入され[Taha et al., 2022; Millán et at., 

2022; Schoeberl et al., 2022]，成層圏エアロゾルの

光学的厚さは平穏時の約 5倍，ピナツボ火山噴火

後の約 1/6 の大きさ（約 0.02，波長 525nm での

60°S-60°N 月平均値）に増加した[Khaykin et al., 

2022]。このような高い高度まで噴煙が観測された

のは初めてであり，その影響に関する研究が積極

的に行われている。 

硫酸エアロゾル以外にも火山灰，バイオマス燃

焼による黒色炭素・有機炭素，有機物からなるエ

アロゾル等が成層圏には分布している。また，上

部成層圏では流星塵起源のエアロゾルも確認さ

れている[Cziczo et al., 2001]。これらの成分は単体

のエアロゾルとして存在するとともに，硫酸エア

ロゾルと内部混合していることも多い。これらの
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エアロゾルの濃度は硫酸エアロゾルに比べて低

いが，光学特性や化学的性質が異なり，その分布

や気候に及ぼす影響は良く分かっていない。近年

では 2017年のカナダ・北米や 2019-2020年のオー

ストラリアで起きた大規模な森林火災で発生し

た火災積乱雲（Pyrocumulonimbus, PyroCB）が下部

成層圏に達した。これによって成層圏エアロゾル

量が増加し，放射収支や化学物質，大気循環に影

響を及ぼした観測例が報告されている[Peterson et 

al., 2018; Kablick et al., 2020; Schwartz et al., 2020; Yu 

et al., 2021; Rieger et al., 2021]。 

極域では冬季に気温が約 196 K以下まで低下す

ると，硫酸エアロゾルから硫酸・硝酸・水を主成

分とする極成層圏雲（Polar Stratospheric Clouds, 

PSCs）が生成される（さらに約 188 K以下で凍結

し，水を主成分とする氷粒子になる）。PSCは表面

での不均一反応により成層圏オゾン破壊を促す

[e.g., Tritscher et al., 2021]。また，森林火災粒子も

オゾン層に影響を及ぼす可能性が指摘されてい

る[Bernath et al., 2022; Solomon et al., 2022]。 

このように，成層圏エアロゾルは全球規模の放

射収支やオゾンを含む化学物質循環に影響して

いる。 

 

4.2 成層圏エアロゾルの観測手法 

成層圏エアロゾルで観測すべきパラメータは

光学特性，粒径分布，化学組成，相状態等，多岐

にわたる。この点はオゾンなどの気体成分の観測

とは異なる。これらパラメータを目的に応じて精

度良く観測することが，エアロゾルが気候に与え

る影響を理解し，評価するための鍵となる。 

成層圏エアロゾルを観測する手法は，気球や航

空機を用いた直接観測，地上からのライダー観測，

衛星や宇宙ステーションからのリモートセンシ

ングがある。直接観測ではパーティクルカウンタ

ーを用いた粒径分布測定，フィルターサンプリン

グによる電子顕微鏡観察，レーザー質量分析計を

用いた化学組成分析等が行われている。ライダー

観測ではレーザー光を上空に向けて照射し，エア

ロゾルによって後方散乱された光を受信するこ

とで，エアロゾルの光学特性（後方散乱係数や偏

光解消度等）の鉛直分布を観測する。衛星リモー

トセンシングでは，太陽や恒星からの大気透過光

や散乱光，大気放射をリム（掩蔽）観測すること

で，エアロゾルの消散係数や吸収係数の空間分布

を複数波長で観測する。代表的なセンサーとして

は Stratospheric Aerosol Gas Experiment（SAGE），

Global Ozone Monitoring by Occultation of Stars
（GOMOS），Optical Spectrograph and InfraRed 

Imaging System（OSIRIS），Ozone Mapping and 

Profiler Suite Limb Profiler（OMPS/LP） がある。

リム観測以外にも衛星搭載ライダー（Cloud-

Aerosol Lidar with Orthogonal Polarization, CALIOP）

による観測が行われている。日本が今後関わる衛

星観測としては，2023年に打ち上げ予定の日欧共

同 地 球 観 測 衛 星 EarthCARE に ラ イ ダ ー

（Atmospheric lidar, ATLID）が搭載され，エアロゾ

ルの観測を行う予定である。 

それぞれの観測手法には長所と短所がある。直

接観測の長所はエアロゾルの粒径分布や化学組

成などの詳細な特性を，高精度かつ高時間・空間

分解能（数秒～数十分・数十 m～数百 m）で得ら

れる点である。短所は観測頻度が低く，観測領域

が飛行経路上の狭い範囲に限定される点である。

地上ライダー観測の長所は高度・時間分解能が高

い（数百 m・数時間）こと，観測が比較的容易で

セルフキャリブレーションのため，長期観測に向

いている点がある。短所は観測が直上のみで，光

学的に厚い雲が無い時間に限られる点，後方散乱

係数を求める際に消散-後方散乱係数比を仮定す

る必要があり，エアロゾル濃度が高い時に測定値

の不確かさが大きくなる点がある。衛星観測の長

所は広範囲の分布を比較的高い頻度（全球をカバ

ーするのに 2 週間～１ヶ月）で長期間（数年間）
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にわたって得られる点である。短所は観測の空間

分解能が直接観測に比べて粗いこと（鉛直分解能

は 1～3 km・水平分解能は 100～1000 km），エア

ロゾルの光学特性を導出する際にいくつかの仮

定を必要とするため，観測値の不確かさが比較的

大きい点（平穏時では約 20％以上）がある。また，

下部成層圏の圏界面付近では雲の影響を受けて

観測値にバイアスが入る問題がある[Kent et al., 

2003]。 

 

4.3 今後取り組むべき課題 

成層圏エアロゾルに関して今後取り組むべき

課題を，主に Kremser et al.[2016]によるレビュー

を参考にして紹介する。 

・人間活動で放出される硫黄化合物が成層圏エア

ロゾルに与える影響は良く分かっていない。その

理由として，上部対流圏～下部成層圏の SO2（10 

ppt以下）や OCS，DMS濃度分布に関する直接観

測データが不足していること[Notholt et al., 2003，

2005]，またそれらの物質が圏界面からどのように

成層圏に入るかについての理解が不足している

点がある。最近は，硫酸エアロゾルや先駆気体の

同位体比を測定し，人為起源物質の寄与を見積る

研究もなされており[服部ら, 2016; Hattori et al., 

2020]，成層圏でこのような観測を行えば新たな知

見が得られるかもしれない。 

・夏季アジアモンスーンの高気圧性循環によって，

東アジア地域起源の汚染物質やエアロゾルが成

層圏に流入することが衛星観測から指摘されて

いる[Vernier et al., 2011, 2015; Santee et al., 2017; 

Fujiwara et al., 2021]。しかし，直接観測による証

拠は少なく[Vernier et al., 2018; Höpfner et al., 2019]，

今後の観測が望まれる。また観測を行うとともに，

上部対流圏-成層圏間の物質輸送過程を明らかに

し，それを大気輸送モデルで的確に再現する研究

も重要であると考えられる。 

 
l https://www.ndaccdemo.org/ 

・衛星による成層圏エアロゾル観測については，

観測で得られる光学特性（消散係数）からエアロ

ゾルの微物理特性をいかに精度良く推定するか，

さらにそれをどのように検証するかが取り組む

べき課題の一つである。また，世界の機関で協力

して観測体制を維持していくことが重要である。

データ利用の面では，複数の衛星観測データを用

いて一貫性のある全球・長期データセットを作成

することが化学輸送モデルの検証やそれを用い

た影響予測にとって重要である[e.g., Kovilakam et 

al., 2020]。 

・地球温暖化対策として，人工的に成層圏エアロ

ゾル層を改変すること（Geoengineering）が提案さ

れている[杉山ら, 2011; NASEM, 2021]。その影響を

できるだけ正確に予測することも重要である。例

えば，注入したエアロゾルが冬季の高緯度成層圏

で PSCs に成長，あるいは中緯度でそれ自身が不

均一反応を起こしてオゾン層に影響を与える可

能性もある。 

・今後起こりうる巨大火山噴火や大規模な森林火

災等に備えて，１）何を観測する必要があるかを

知っておくこと，２）その観測方法を知り，必要

ならば開発すること，３）それが起きた時に，す

ぐに直接観測を実施できる体制を整えておくこ

と，また短期・長期的な影響を評価できるモデル

を持っておくことが重要である。 

今後日本が貢献できることとして，国内のみな

らず観測が少ない東アジアの低緯度地域や南半

球で，国内外の研究機関と協力して観測を実施す

ること[e.g., Yoneyama et al., 2021; Velazco et al., 

2017; 杉本ら, 2017]，化学輸送モデルの開発を進

め ， Network for the Detection of Atmospheric 

Composition Change （NDACC） lや Interactive 

Stratospheric Aerosol Model Intercomparison （ISA-

MIP）m 等の国際コミュニティに参加し，お互いの

知見を共有していくことがある。 

m https://isamip.eu/home 
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5．太陽活動，磁気圏・電離圏の変動が成層

圏／中間圏に与える影響 

5.1 地球外の様々な変動と地球大気環境変動 

地球大気は惑星間空間と地表との境界領域であり，

地球内外環境の様々な変動の影響を受ける。中でも

成層圏・中間圏は惑星間空間と境界を接する領域で

あり，太陽活動や磁気圏活動など地球外の環境変動

の影響を最も受ける領域である。これらの影響は上

部中間圏から下部熱圏の電離圏科学として主として

超高層物理学の研究者らによって研究されてきた

（例えば，SCOSTEP（Scientific Committee on Solar-

Terrestrial Physics）による PRESTO（Predictability of 

the variable Solar-Terrestrial Coupling） プログラムな

どの取り組み）。太陽活動に伴う超高層大気の熱収

支[e.g., Weimer et al., 2015]や磁気圏からのオーロラ

粒子による熱圏大気の加熱[e.g., Heelis & Maute, 

2020]など，人工衛星や地上レーダーなどの観測や

モデルシミュレーションにより太陽―地球結合系のな

かの地球大気としての理解が進んでいる。 

一方，大気科学の面からは気候変動との関連から

太陽放射変動の地球大気への影響についての研究

が進展しつつある（例えば， SPARC における

SOLARIS-HEPPA などの取り組み）。気候変動への

太陽活動の影響は重要なものと認識されているが，

中層大気での具体的な物理・化学過程と地上付近

での影響については，まだ十分には理解されていな

い[e.g., Gray et al., 2010]。大気へのインプットとして

の太陽紫外線や高エネルギー粒子の侵入がどのよう

な大気環境変動を引き起こし，またそれが対流圏ま

で伝搬するのか，その場合に地表まで到達する太陽

短波長放射の影響とどのように相互影響をするのか

を最先端の化学気候モデルや観測の両面から実証

的に知見を深めることが課題である。 

 

5.2 高エネルギー電子の粒子降込みに対する地球

大気のレスポンス 

太陽活動に伴う高エネルギー荷電粒子は，地球

磁場の磁力線に沿って運動し，おもに極域の大気に

降り込む（Energetic Particle Precipitation: EPP）。この

とき，荷電粒子は大気の主成分である窒素分子や酸

素分子と衝突してそれらをイオン化し，引き続きイオ

ン分子反応によって窒素酸化物（NOx）や水酸化物

（HOx）などを生成することで，それらが成層圏オゾン

を破壊し，地球環境に影響を与える可能性が指摘さ

れている[e.g., Randall et al., 2005]。磁気圏から降込

むオーロラ電子はそのエネルギーが低い（数 keV 程

度）ため，極域オーロラ帯の中間圏・下部熱圏までし

か降込むことができないが，そこで生成された NOxが

極渦や成層圏突然昇温等によって下降流が生じると

下方輸送され，成層圏オゾンの破壊に寄与する（間

接効果: EPP-IE）ことが指摘されている[e.g., Randall 

et al., 2007]。 

また近年，MeV 程度のより高いエネルギーまで加

速された放射線帯の電子（Medium Energy Electron: 

MEE）が大気へ降り込んで成層圏まで到達し，その

場で NOx等のオゾン破壊物質を生成してオゾン破壊

に関与する可能性が議論されている[e.g., Miyoshi et 

al., 2021]。MeV 電子によるイオン生成によって引き

起こされる大気組成変動に関して， SOLARIS-

HEPPAの主導により CMIP-6シナリオにMEEによる

イオン化プロセスを追加する形で様々な化学気候モ

デルと観測との比較検証が行われた [e.g., Nesse 

Tyssøy et al., 2022; Sinnhuber et al., 2022]。一方，観

測の面では MeV 電子に関して，どのようなエネルギ

ー分布を持つ電子が大気圏に降り込むのか，どの高

度まで侵入するのか，その時にどのような大気組成を

生じるのか，それが地球大気環境にどのような影響を

与えるのか，といった現状の理解がいまだ十分でな

い。上部成層圏・中間圏の大気組成観測はその場観

測が非常に困難であり，リモートセンシングが欠かせ

ないが，衛星観測・地上観測ともに質・量が不足して

おり，地球環境への影響を検証するためには観測デ

ータの充実が強く望まれる。 

 



大気化学研究 第 48 号 (2023) 
 
 

14 
 

5.3 太陽陽子・重イオン等の超高エネルギー粒子の

降込みの影響 

2003年 10月末に発生したハロウィン・イベントと呼

ばれる大量の太陽陽子放出イベント時には，太陽か

らの陽子が極域成層圏全体に降り込み，上部成層圏

の NOx 増加とオゾン減少など大気組成変動が衛星

観測により捉えられた [e.g., Jackman et al., 2005; 

López-Puertas et al., 2005]。太陽陽子は放射線帯電

子よりもさらにエネルギーが高いため，より高度が低

い中間圏や上部成層圏まで到達し，その場でイオン

反応により NOx, HOx などを生成して，オゾン破壊を

引き起こす。このような降込みイベントの発生頻度は

電子と比べて低いため，これまで主に直接効果によ

る大気組成の短期変動として研究がなされてきたが，

一度イベントが発生すると極域全体の中層大気に直

接影響し，その後長寿命分子が輸送されることで全

球の大気環境に影響を与える可能性が指摘されて

いる[e.g., Clilverd et al., 2005]。 

さらに高いエネルギーを持つ粒子（Solar Energetic 

Particles: SEPsや Cosmic Ray: CR）の降込みイベント

時の大気組成変動に関する研究も，特に古気候の

観点から進展しつつある。これらの超高エネルギー

粒子は陽子や重イオンからなり，GeV 以上のエネル

ギーを持つため対流圏界面付近まで粒子が侵入し，

イオン分子反応だけでなく核破砕反応により 14C や
10Beなどの放射性同位体を生成する。このような高エ

ネルギー粒子は地球磁場では束縛できず地球のあ

らゆる場所に降り込むため，地球規模で大規模な環

境変動が引き起こされる可能性が示唆されている。

近年の宇宙線分野の研究では，西暦 774 年から数

年にわたって全球において 14C 増加が検出され（例

えば，Miyake et al., 2012），引き続いて過去１万年間

に数回，同様の超高エネルギー粒子の降込みイベン

トが検出された[e.g., Usoskin & Kovaltsov, 2021]。これ

らのイベントは数 100 年から 1000 年に一度と推測さ

れるが，一度発生した時の地球環境への影響がどの

ようなものになるのかに関しては明らかでない。現代

の化学気候モデルを活用した古気候研究とともに，

アイスコアや歴史的資料等に基づいた地球大気環

境の理解など他の分野との融合した研究による挑戦

が始まりつつある [e.g., Koldobskiy et al., 2021; 

Hayakawa et al., 2021]。また，太陽中性子モニターな

ど太陽活動に起因する超高エネルギー粒子の降込

みの検出時の大気組成変動の探査[e.g., Usoskin et 

al., 2020]なども始まり，歴史と現代の両面からの研究

が始まっている。 

 

6．地上観測で明らかにすべき成層圏／中間

圏の研究課題と計画 

これまで議論してきた科学的課題の解決に向け，

今後さらなる観測の高精度化，高分解能化が要請さ

れる。ここでは，さまざまな地上からの観測手法の中

から，気球観測，FTIR（Fourier-Transform Infrared 

Spectrometer）観測，マイクロ波観測について取り上

げ，それぞれの特長，国内外の状況，および今後の

計画について整理する。 
 

6.1 気球観測 

気球観測は，主に対流圏・成層圏の気象要素や

微量成分・エアロゾルの直接（in situ）観測を目的とし

て実施されている。一般に，水素またはヘリウムガス

を詰めたゴム気球に観測装置を吊るし，高度 35 km

前後までの大気を直接観測する。人工衛星による観

測と比較されることが多いが，衛星観測が全球を同

一精度でカバーするのに対して，気球観測はある限

られた地点を高鉛直分解能で観測すること，および

衛星観測に比べて格段に低コストであることが特徴

である。特に，オゾンゾンデによるオゾン濃度の鉛直

分布観測は，1957/58 年の国際地球観測年以降，世

界各地で定常的に実施されており，現在でも約 70の

観測点で観測が継続されている[Tarasick et al., 2021]。

オゾンゾンデ観測は，南極オゾンホールの発見とそ

のメカニズム解明に大きく貢献した[Solomon, 1999]。

一方，最強の温室効果ガスである水蒸気は，中下部
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対流圏ではラジオゾンデによる相対湿度観測で測定

できるものの，数密度が地表付近に比べて 4-5 桁程

度小さくなる上部対流圏・成層圏での観測は容易で

はない。しかし，同領域での水蒸気量の増加が地上

付近の温暖化に大きく寄与することが明らかとなり 

[Solomon et al., 2010]，鏡面冷却方式の水蒸気ゾン

デを用いた観測が複数の観測点で定常的に実施さ

れるようになってきたn。しかし，これまで最も使用され

てきた En-Sci社製 Cryogenic Frostpoint Hygrometer 

[Vӧmel et al., 2007]の冷媒である代替フロン（CHF3）

がモントリオール議定書キガリ改正により規制対象と

なったため，冷媒を使用しない新たな水蒸気ゾンデ

への移行が進みつつある。このほかにも，エアロゾル

の粒径分布を測定するエアロゾルゾンデや雲・降水

粒子をビデオ撮影する雲粒子ゾンデ，短波・長波放

射を測定する放射ゾンデなどが古くから使用されて

いる[田中他，1999]。さらに近年，二酸化炭素濃度や

放射線強度を測定するゾンデなども市販され，研究

に活用されている[Ouchi et al., 2019]。 

上述の気球観測では，使用するゴム気球の大きさ

により観測装置の重量が概ね 3 kg以下に制限される。

より重い観測装置を上空に飛揚させるには，大気球

と呼ばれるポリエチレンフィルム製の大きな気球を用

いる。大気球はゼロプレッシャー気球とも呼ばれ，大

きいものは直径 100 m にも達し，搭載可能な観測装

置の重量は 1 t を超えるものもある。気球下部の排気

口を通じて外気と接しており，気球内外の圧力が等し

くなっているのが特徴である。日本では，JAXA 宇宙

科学研究所の大気球実験グループ（以降，大気球実

験グループ）が国内外での大気球実験を担っており，

国内では毎年春と秋に三陸大気球観測所 （1971～

2007 年） および大樹航空宇宙実験場 （2008 年～）

において実験が行われている。大気化学分野では，

東北大学を中心とするグループにより，三陸および

大樹でのクライオジェニックサンプラーによる観測が

 
n https://www.ndaccdemo.org/data/measurements-analyses-
directory/long-term/locations-instrument-type 

1985 年から継続されており，日本上空の成層圏にお

ける温室効果ガス （CO2, CH4, N2O） などの長期変

動の貴重なデータを提供している [Nakazawa et al., 

2002; Engel et al., 2009]。 

ゼロプレッシャー気球は日が沈むと気球内のガス

の温度が下がってしぼんでしまうため，浮力を失い高

度が下がる。そのため，日が沈むとバラストを投下し

て高度を維持するが，搭載できるバラストの量には限

界があるため，飛揚可能期間は制限される。一方，

排気口を持たないスーパープレッシャー気球は，昼

夜問わず体積を一定に保つことで，ほぼ同じ高度を

長期間 （1 か月以上） 飛揚することができる。スーパ

ープレッシャー気球には，昼の気球内外の圧力差に

耐える高い耐圧性と，気球内のガスを逃がさない高

い気密性が求められる。このような仕様を満たす小型

（直径10m前後）のスーパープレッシャー気球につい

てはフランスやアメリカで既に実用化され，科学観測

[e.g., Rabier et al., 2010]だけでなく商業利用[e.g., 

Katikala, 2014]も進んでいる。日本においても小型ス

ーパープレッシャー気球の開発が進んでおり [斎藤

他，2021]，同気球を用いた初の科学観測が 2022 年

に南極昭和基地で実施されている[冨川他，2021]。 

気球は，人工衛星，ロケット，航空機に並ぶ重要な

飛翔体であり，特に成層圏大気を直接（in situ）観測

できるほぼ唯一の手段である。人工衛星，ロケット，

航空機と比較すると，格段に低コスト（1/10～1/1000）

であり，小型の気球であれば船上など様々な場所で

実験可能な高い機動性を有する。小型スーパープレ

ッシャー気球を用いた下部成層圏の微量成分観測も

海外では実施されており[Haase et al., 2018]，日本に

おいても気球の実用化と観測装置の小型・軽量化の

進展が期待される。他方で，JAMSTEC を中心に成

層圏中上部の波と平均流の把握のため，高度 30～

40 ㎞到達をねらった 3 kg 級のラジオゾンデの定常

観測の計画が進められている[Kinoshita et al., 2022]。
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JAXA の大気球実験グループは，薄膜ポリエチレン

フィルムを用いた大気球により，2013 年に到達高度

53.7 km の世界記録を達成しており，更なるフィルム

の薄層化で下部中間圏の直接観測を実現しようとし

ている。また，通信衛星コンステレーションによる高速

ネットワークの構築が急速に進んでおり，気球搭載観

測装置から画像を含む大容量データを送信すること

も可能になろうとしている。今後，気球からの中間圏

界面大気光観測，超高分解能乱流観測など，高速

データ通信を生かした気球観測も実現するだろう。こ

のように，気球，観測装置，高速通信の技術的進歩

により，観測プラットフォームとしての気球の価値は今

後ますます高まると予想される。 

 
6.2 FTIR 観測 

地上から上空の大気微量気体成分を測定する装

置の一つに，フーリエ変換赤外分光器（Fourier-

Transform Infrared Spectrometer: FTIR）がある。大気

微量気体成分の回転・振動遷移に伴う赤外領域の

吸収線型を，太陽や月を光源に用いて高波長分解

能で分光観測したスペクトルを，インバージョン計算

することにより，上空の微量気体成分の鉛直カラム量

やある程度の高度分布を導出する。世界的には

1980年代後半に実用化された観測手法であり，日本

では名古屋大学のグループが 1995年に北海道陸別

町で観測を開始したのが始まりである。観測対象とし

ては主に成層圏に分布するオゾン（O3），硝酸 

（HNO3），塩化水素（HCl），フッ化水素（HF），硝酸

塩素（ClONO2）の他に，主に対流圏に分布するメタ

ン（CH4），亜酸化窒素（N2O），一酸化炭素（CO），ア

ンモニア（NH3），シアン化水素（HCN），エタン

（C2H6），アセチレン（C2H2），硫化カルボニル（OCS），

各種フロン （CFC-11, CFC-12, etc.），各種代替フロン

（HCFCs, HFCs） などが挙げられる。なお，各微量気

体の赤外吸収線のローレンツ幅の特徴から，高度分

布に関する情報が得られるのは高度約 30 km以下に

限られる。 

これら成層圏の大気観測に関する国際的な観測

ネットワークとして，1991 年に成層圏変動検出ネット

ワーク（Network for the Detection of Stratospheric 

Change: NDSC）というコミュニティーが立ち上げられ，

2006 年からは研究対象に対流圏を加えて大気成分

変動検出ネットワーク（Network for the Detection of 

Atmospheric Composition Change: NDACC）として観

測を継続してきている。この観測コミュニティーは観

測手法の違いによっていくつかのサブグループに分

かれて活動しており，FTIR の地上観測コミュニティー

は赤外ワーキンググループ （ InfraRed Working 

Group: IRWG）として活動しており，毎年各国の研究

者が持ち回りで研究会を開催してきている。日本でも

2006 年につくばで，2013 年は北海道網走市で

NDACC/IRWG国際会議を開催した。また 2004年か

らは温室効果ガスの CO2 や CH4 の衛星観測の地

上検証として，主に近赤外領域の吸収線の解析を主

眼とした地上 FTIRによる観測ネットワークである炭素

カラム全量観測ネットワーク（Total Carbon Column 

Observing Network: TCCON）が構築され，最近では

IRWG と同じ週に同じ場所で研究集会を開催してい

る。 

これまで FTIR を用いた研究といえば，1つの研究

グループが単独で 1 つもしくは複数の大気微量成分

に着目して観測・解析し，論文でその成果を発表す

るという方式が主流であった。それが 2010 年代ごろ

から，ある研究者が世界中の FTIR 観測コミュニティ

ーに声をかけて世界各国の FTIR 観測データを集め，

まとめて解析することで，ある大気微量成分のグロー

バルな分布や経年変化に関して調べ論文にまとめる，

という研究手法が広まってきた。近年では，Kohlhepp 

et al.[2012]が 17地点における FTIR観測データを集

めて，1980 年から 2010 年までの HCl, ClONO2, HF

のトレンドと季節変化の緯度分布に関してまとめた。

Mahieu et al.[2014]は 8 地点における FTIR 観測デ

ータをまとめて，1997 年から 2007 年と 2007 年から

2011 年の HCl の変化トレンドに南北半球差があるこ
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とを見出し，成層圏循環の変化の様子を導き出した。

Dammers et al.[2016]は人工衛星 IASIで観測された

NH3の観測結果を，9 地点における FTIR 観測デー

タと比較して評価した。Bader et al.[2017]は，10地点

における FTIR観測データから，2005年以降 10年間

のグローバルな CH4 の増加の様子を評価した。

Hannigan et al.[2022]は，22地点における FTIR観測

データから，1986年以降最近までの世界各地におけ

る OCS のトレンドの様子を評価した。このように，

FTIR コミュニティーでは世界の研究グループが協力

して様々な大気化学種の解析に協力する体制が出

来つつある。 

もう一つの最近の世界的な流れとして，解析手法

の共通化ということが挙げられる。もともと FTIR 観測

コミュニティーでは，得られた赤外分光スペクトルの

解析に，SFIT もしくは PROFFIT という共通の解析ツ

ールを用いていた。これらの解析ツールを使って特

定の大気微量成分を解析する際には，対象とする解

析スペクトル領域とスペクトル窓の数，用いるラインパ

ラメータ，同時に解く気体種，解析高度層の数と分け

方，解析時の共分散行列，高度別の層への影響の

強さ，等々選ぶべきパラメータが多岐にわたっている。

従来は研究グループごとに試行錯誤によって解析パ

ラメータの最適化を行っていたが，そうすると同じスペ

クトルからもグループによって異なる結果が得られる

可能性がある。そこで，IRWG会議の場での調整によ

って，対象大気微量成分ごとにリーダーを決めて解

析パラメータの最適化チューニングを行ってもらい，

コミュニティーの他のグループはリーダーの決めた解

析パラメータを用いて解析を行うことにより，世界的に

統一された結果を得ることが出来るようになった。 

上で述べてきた通り，最近では世界各国の多くの

観測点での FTIR観測データをまとめて，ある微量気

体成分の全球分布や季節変動，経年変化などを明

らかにしようという流れが出来ている。この流れは今

後しばらく続くであろう。近い将来にターゲットとなる

であろう対象気体成分としては，以下のようなものが

考えられる。（１）モントリオール議定書で削減が図ら

れている塩素 ・臭素を含む安定化学種（CFCs, 

HCFCs）と そのリザーバー物質（HCl, ClONO2, HF）

の経年変化のモニタリング。特に，2018 年から 2019

年にかけて，中国からのモントリオール議定書に違反

する大規模な CFC-11 の放出が確認された 

[Montzka et al., 2018; Rigby et al., 2019]。今後もこの

ような違法な放出が起こらないか，継続的な全世界

的な FTIR 観測網による観測の継続が必要である。

（２）大気中の等価実効成層圏塩素量（Equivalent 

Effective Stratospheric Chlorine: EESC）の減少フェー

ズの中で，成層圏・中間圏オゾン量の年々変動とそ

の経年変化のモニタリング。これは，FTIR 観測だけ

でなく，地上Dobson/Brewer観測，オゾンゾンデ観測，

地上ミリ波観測，衛星観測などとの協力体制の構築

が重要である[Hassler et al., 2014; Harris et al., 2015]。

（３）CO2，CH4，N2O，CFCs，HCFCs，HFCs等の温室

効果ガスの経年変動のモニタリングと， CH4 の増加

に伴って引き起こされる成層圏水蒸気量経年変化の

モニタリング。（４）地球温暖化防止に短期的に有効

性が高いと考えられる，短寿命気候強制力因子

（Short-Lived Climate Forcer; SLCF）のモニタリング。

FTIRで観測可能な SLCF としては，CH4，対流圏 O3，

各種 HFCs 等が考えられる。（５）都市大気汚染物質

としてより短寿命な物質（CHOCHO，H2CO，CH3OH，

HCOOH，etc.）のモニタリングによる大気汚染の把握。 

これまで日本の FTIR 研究コミュニティーでは，解

析パラメータの最適化には海外の研究グループが設

定した値を使う研究を進めてきた。今後は上に述べ

た世界との協力体制の構築に加え，日本発の新たな

大気微量成分解析パラメータの開発と提案が重要な

テーマとなってくる。こうした方向では，2021 年に強

力な温室効果を持つ代替フロンの 1種であるHFCの

解析パラメータの最適化がなされ，論文として掲載さ

れたのは大きな第一歩である[Takeda et al., 2021]。今

後も，日本の FTIR 研究コミュニティーによるさらなる

観測の継続と新たな解析手段の開発が望まれている。 
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6.3 マイクロ波観測 

電波を用いて大気微量成分を遠隔計測する方法

としてマイクロ波観測がある。大気観測では主として

センチメートル波，ミリメートル波，サブミリメートル波

を総称してマイクロ波と呼んでいる。衛星と地上の双

方からの観測に用いられるがここでは地上からのマイ

クロ波観測について述べる。大気中の分子の回転遷

移等による電波の放射あるいは吸収量を測定する受

動的な観測が主として行われ，各分子の圧力幅で広

がるスペクトル形状から逆問題を解くことで鉛直分布

を，積分強度から部分カラム量を求めることができる。

鉛直分布を導出できる高度の上限は，圧力幅が分子

の熱運動で広がるドップラー幅と同程度になる高度

で決まるが，ドップラー幅は周波数に比例するため，

赤外線の FTIR と比べるとドップラー幅が小さく，より

高い高度の 70-80 km程度の中間圏までの鉛直分布

を求めることができるのが大きな特長である。ただし，

高度分解能は気球観測などに比べると粗く概ね 10 

km 前後である。また，波長が長いためエアロゾルの

影響を受けにくい，放射のスペクトル観測は太陽のよ

うな背景光源を必要としないため，昼夜連続して（極

地では夏冬連続して）観測が可能であるなどの特長

をもつ。一方，回転遷移のため，二酸化炭素（CO2）

やメタン（CH4）のような電気双極子能率を持たない所

謂対称性の良い分子は観測できない。現在，世界的

に主として観測されているのは，オゾン（O3）および水

蒸気（H2O），オゾン層破壊物質関連の一酸化塩素 

（ClO）であり，亜酸化窒素（N2O），硝酸（HNO3）など

の観測例も報告されている。また，最近では宇宙空

間からの高エネルギー粒子の大気への影響を調べ

るために中間圏から下部熱圏の一酸化窒素（NO）の

測定も進んでいる。 

こうした大気分子自身の量およびその時空間変化

を導出するのはマイクロ波観測の重要な目的だが，

線スペクトルから得られる物理情報や空間分布の時

間変化などから，大気分子をひとつのプローブとして，

大気の温度プロファイルや水平風速プロファイルや

極域における大気の下方輸送の速度などの大気の

力学量を得ることができるのもマイクロ波観測の重要

な点である。 

たとえば，大気温度のプロファイルの観測には O2

の複数本の磁気双極子放射スペクトルが使われる。

これは主に衛星観測でよく行われ，たとえば

AURA/MLSでは 118 GHz帯と 239 GHz帯の観測か

ら対流圏の 261 hPaから下部熱圏の 0.00046 hPaの

範囲の気温プロファイルが標準プロダクトの一つとし

て公開されている[Livesey et al., 2022]。地上からは，

より大気吸収の影響を受けにくい 51-57 GHz の周波

数帯域の O2を地上から観測して高度 50 km 程度ま

での温度プロファイルを導出する TEMPERA がベル

ン大学のグループで開発されている[Stähli et al., 

2013]。同じくベルン大学のグループが〜142 GHzの

オゾンのスペクトルのドップラーシフトから高度 30 – 79 

km の間の水平風速を地上観測から求める WIRA を

開発している。デジタル高速フーリエ変換型の分光

計を用いて 6.1 kHzの周波数分解能でデータを取得

し，リトリーバル後 25 m/sの程度の誤差での風速の観

測が可能となっている。また速度が１日に数百メート

ルと遅く，直接降下速度を測定することができない極

域の上部成層圏から中間圏における下方輸送など

は，化学的な寿命の長い CO や H2O などの鉛直分

布の時系列変化からその降下速度の推定に用いら

れる。当初は人工衛星からの観測データが使われた

が[Allen et al., 2000]，その後地上観測でも同様の観

測/解析を行なった結果がいくつも出されている[e.g. 

Di Biagio et al., 2010; Schranz et al., 2019]。ただし，

Ryan et al.[2018]がCOの観測結果と SD-WACCMの

シミュレーション結果とを比較し，化学的な変化や鉛

直移流以外の力学的効果の影響が無視できない場

合があり，CO 観測から得られる降下率の取り扱いに

は注意が必要であることが指摘されている。 

マイクロ波観測の観測ネットワークとしては，FTIR

と同様にNDACCのマイクロ波ワーキンググループが

活動をしている。マイクロ波ワーキンググループでは，
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基本的にオゾン（O3），水蒸気（H2O），一酸化塩素

（ClO）が標準的な観測対象となっている。これら以外

の大気分子の観測に対して排他的なわけではない

が，これら以外の分子の観測データは，各々の観測

機関が独自に管理し公開している場合が多い。WG

の会合は数年に１回程度の頻度で開催され，それぞ

れの機関の計画や機器の運用状況と課題，新たな

観測技術の情報共有がなされている。毎年会合が開

催される FTIR と大きく異なるのは，共通して満足す

べき装置およびデータの大枠の仕様は決まっている

ものの，メーカーが提供する標準（あるいはそれに準

ずる）測器や共通の解析ツールを使っているのでは

ないという点である。すなわち研究機関ごとに装置の

細部や解析プログラムが異なっている場合が多く，

FTIR のように一つの研究目的のために異なる機関

のデータを統一的な規格のもとで解析するのには馴

染みにくい面がある。NDACC の５地点の水蒸気マイ

クロ波放射計を衛星測器の MLS（Microwave Limb 

Sounder ）のデータと比較を通して評価したもの 

[Haefele et al., 2009]や２地点のオゾンマイクロ波放射

計のデータを同じく MLS との比較を通して評価した

もの[Boyd et al., 2007]など，装置間の差異を埋めるた

めの検証と努力が行われているが，まだその段階に

とどまっている感がある。 

ただし，こうした個々の研究機関が独自に開発し

研究を進めている点は必ずしも負の側面だけを持つ

ものでもなく，新たな観測や技術的な発展を切り開く

可能性がまだマイクロ波観測には多く残されているこ

との反映とも言える。上述の地上からのマイクロ波に

よる風や気温の測定はスイスのベルン大学の開発チ

ームの強い技術力の結晶であり，日本の名古屋大学

では日本の持つ超伝導薄膜積層技術や微細導波菅

金属加工技術をベースに 230 GHzから 255 GHzに

わたる周波数帯の中で観測したい分子スペクトルが

存在する複数の周波数帯の電波を切り出し，帯域

2.5GHz の帯域内に再合成することにより複数分子の

同時観測を感度が高い超伝導受信機を用いて実現

させ，超高層大気の研究グループと協力しながら宇

宙からの高エネルギー粒子降り込みの大気影響を観

測的に研究している。 

今後の地上マイクロ波観測は，２極化して発展して

いくと考えられる。一つは標準化・均質化の方向であ

る。複雑なシステムで受信機を冷却して究極の感度

を目指すのではなく，安価で運用が容易で特別な技

術を必要としない標準観測システムを開発し，共通の

キャリブレーションスキームで観測を行ない，共通の

プログラムで解析を行う。常温受信機であっても 22 

GHz帯の水蒸気，110 GHz帯のオゾンであれば，トレ

ンドや季節変動を導出するのに必要なタイムスケー

ルで十分な S/N のデータを取得できると考えられる。

また解析に関しては，最近欧州のさまざまなグルー

プが解析に使っている ARTS（Atmospheric Radiative 

Transfer Simulator）と QPack を用いることで可能に

なると考えられる。必要なのは，このような枯れた技術

で構成された標準マイクロ波測器を地球上の適所に

配置し，そこからのデータを戦略的に取りまとめる強

力なリーダーシップで，それが NDACC のマイクロ波

ワーキンググループに期待されているタスクであろう。

もう一つの極は，これとは逆に最先端の技術をどんど

ん取り入れ，より先鋭的な観測装置を開発し，これま

で誰も見ていない，把握できていないデータの取得

を目指す方向であろう。日本が得意とする超伝導ミリ

波サブミリ波技術は，SMILES において世界で初め

て宇宙空間における機械式超伝導受信機の運用を

実現し，短い運用期間であったにもかかわらず他の

衛星測器では取得できないユニークな成果を輩出し

た。この流れは後述の SMILES-2にも受け継がれ，さ

らに観測領域を下部熱圏まで広げて超高層大気科

学との連携を視野に入れた展開を発想している。地

上からのマイクロ波観測においても，SMILES で培っ

た技術をさらに発展させ新たな技術開発をもとに超

高層大気科学との連携を視野に入れた発展が期待

できると考えられる。 
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7．衛星観測で明らかにすべき成層圏／中間

圏の研究課題と計画 

7.1 米国における地球観測衛星計画の動向 

本節では主に成層圏の化学過程に関連した 10年

スケールの衛星観測による科学と応用の要点整理・

洗い出し（decadal survey）の要点を述べる。 

米国では 2007年に Earth Science and Applications 

from Space （ESAS-2007） [NRC, 2007] が出版され，

2005 年から 2015 年以降に推奨される衛星観測ミッ

ションが記載された。成層圏に関連するものとして

ACE（Aerosol/Cloud/Ecosystems）mission と GACM

（Global Atmospheric Composition Mission）があった

がどちらも現時点ではキャンセルされている。 

一方，2018 年に出版された Thriving on Our 

Changing Planet: A Decadal Strategy for Earth 
Observation from Space（通称 ESAS-2017）[NASEM, 

2018]ではあえてミッション名の記載はせず，2017 年

から 2027 年以降に求められる Science（科学）と 

Application（応用），そのために必要な Observation 

（観測）が記載されている。 

科学と応用の優先度区分として，Most Important

（MI），Very Important（VI），Important（I）の 3つがあ

り，このうち（I）に Impacts of ozone layer changeが含

まれている。 

また，観測システムの優先度として，成層圏に関連

するものとしては「エアロゾル」と「O3 と微量気体」が挙

げられている。各々，鉛直分布の測定が必要とされ，

その実現手法としては前者がライダーで，後者は紫

外・可視，赤外，マイクロ波による Limb/Nadir サウン

ディングおよび紫外・可視，赤外による太陽・恒星掩

蔽法が挙げられている。 

今後の観測ターゲット（Targeted Observable，TO）と

して 12 の項目が挙げられている。そのうち，最後の

TO-12 が「O3と微量気体」である。測定すべき化学種

としては O3，H2O，CO，NO2，CH4，N2O の 6 つであ

り，各々1 kmかそれ以下の高度分解能をUTLSで持

つこととされている。現存の MLS や MIPAS タイプで

は高度分解能が~3 km であるため，HIRDLS タイプ 

（赤外放射のリム観測） のフィルター放射計による ~ 

1 kmの測定が望ましいとされている。 

以上から期待される今後の科学として， 

・ オゾン層の長期トレンド 

・ UTLSにおけるオゾン支配要因 

・ 成層圏−対流圏交換の機構 

の 3つが挙げられている。 

 
7.2 国内外の研究動向（〜2022 年）およびギャップ，

アウトルック 

過去 10年程度の衛星観測による研究の進展につ

いても軽く触れる。成層圏オゾントレンドに関しては

特に 2000 年以降の成層圏ハロゲン量の減少に伴っ

てどのようにオゾン層が回復して行くのかに焦点が当

てられてきた。例として Chipperfield et al.[2017]では，

オゾン破壊物質のレベルがピークを迎えた 1997年ご

ろの前と後の２つの期間に分けて，それぞれ期間に

ついて重回帰分析を行いトレンドを導出する手法

（Multiple Linear Regression with Independent Linear 

Trends; MLR/ILT）を用いている。その結果，両半球

オゾン全量の緯度 35度から 60度の範囲では有意な

回復傾向は見られていない（0.4±1.0% / 10年のトレン

ド; 1997 年から 2015 年）。より包括的な SPARC の

LOTUS報告書[SPARC/IO3C/GAW, 2019]では，2000

年から 2016 年の 2 hPa（高度 40km 付近）では有意

な正トレンドが報告されている（各々2.9，2.1，1.3%/10

年のトレンド； 35-60°N，35-60°S，20°S-35°N の 3 領

域）。なお，直近の論文にてLOTUS報告書の結果の

更新がなされている[Godin-Beekmann et al., 2022]。 

この 10年での特筆すべき事項としては北極におけ

る大規模なオゾン破壊が 2 度起きたことであろう

（2010/11年と 2019/20年の冬季から春季にかけて）。

2010/11 年については日本語の解説を参照されたい

[中島, 2011]。2019/20 年については GRL/JGR での

特集（AGU, 2020）や ACPなどで数多くの出版がある。

特に 2019/20年については観測史上最大のオゾン破
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壊規模であり，オゾンに関連する様々な物質の濃度

推移など，今後注視して行く必要がある。衛星観測

からの具体例としては MLS によるオゾンの他，N2O，

HNO3，HCl の特徴的な時間変化が挙げられる

[Manney et al., 2020]。強固な極渦，低温，低濃度オ

ゾンにより，低濃度N2O，低濃度HNO3，そしてオゾン

回復期直前の高濃度のHClなど，どれもMLSによる

観測の中では過去最大となっている。また，北半球

での大規模な森林火災の影響で，少なからず成層

圏へもエアロゾルが注入されたことが，研究船舶搭載

のライダー観測（MOSAiC）からも分かっており，

2019/20 年の北極オゾン破壊に影響した可能性も指

摘されている[Ohneiser et al., 2021]。さらに，2019年

のオーストラリアにおける大規模な森林火災は記憶

に新しいが，これに由来する火災積乱雲に伴う煤煙

が成層圏の下部にまで到達し[Hirsch & Koren, 2021]，

その結果として中緯度の下部成層圏オゾン破壊にも

寄与していることが指摘されている[Solomon et al., 

2022]。これらの観測的証拠のためには NO2（OSIRIS

と SAGE III）やエアロゾル消散係数（OMPS-LP，

OSIRIS，SAGE III）などの衛星観測データが活かさ

れている。 

この 10 年における日本の大気微量成分を測定す

る衛星センサからの国際貢献としては SMILES によ

るものがある（一部 ILAS-II）。最も大きな貢献として

は SPARC の Data initiative 報告書であろう[SPARC, 

2017; Hegglin et al., 2021]。このプロジェクトでは 20に

上る成層圏観測センサからの 26 にわたる化学種の

月平均の時系列データセットを作成するという膨大な

作業がなされている。さらに同じく SPARC の水蒸気

に関するプロジェクト WAVAS にも貢献がある。

SMILES は 3 つ，ILAS-II は 1 つの課題に参画して

いる（詳しくは ACP/AMT/ESSD特集号, EGU, 2019）。 

現時点での国内外での衛星からの成層圏観測に

ついてギャップについても触れる。まず，背景となる

科学に関しては，ESAS-2017 で挙げれらている，１．

オゾン層の長期トレンド，２．UT/LSにおけるオゾン支

配要因，３．成層圏−対流圏交換の機構，の３つの他

にも，WMO オゾン評価報告書の 2018 年版[WMO, 

2018]で述べられている，今後の大規模火山噴火に

よる成層圏への影響や，宇宙産業等の利用増加に

伴うロケット排ガスの影響，さらには自然起源の海洋

からのハロゲン化学種の成層圏内での無機化合物と

しての振る舞いなどを衛星から長期的かつ定量的に

把握し続けることが重要であろう。また，化学の点から

は逸れるが，ESAS-2017では両半球極渦における成

層圏風速の観測が極めて不十分であることが指摘さ

れており，化学気候モデルなどの成層圏状態を正し

く初期化する上でも，成層圏風速の全球観測の重要

性は高い。 

ESAS-2017 でも述べられているように，高度分解

能の高い，かつ 1週間のスケールで全球観測が可能

なセンサは存在しない（MLS や ACE-FTS は~3 km

分解能であり，~1 km 分解能の SAGE-III は太陽掩

蔽法であるため全球をカバーするには時間がかか

る）。また，今後についてもセンサ提案こそあれ，打上

げ予定が決まっているミッションは米国においては無

いため，多成分観測を特徴とする現状の MLS や

ACE-FTS（カナダ）などが運用を停止もしくはセンサ

寿命で観測不可となった場合には極めて大きな成層

圏科学研究の痛手となり，化学過程の研究のみなら

ず，多くの研究分野にも波及することになろう。したが

って，今後 10 年間の研究は現存の衛星センサが止

まることなく観測を継続するか否かに大きく依存して

いると言わざるを得ない。そのような中でも欧州では

ALTIUS （ Atmospheric Limb Tracker for the 

Investigation of the Upcoming Stratosphere）というミッ

ションが予定されており [e.g., Fussen et al., 2019; 

Errera et al., 2021]，今後 10年のギャップを部分的に

埋める可能性があり，予定通りの打上げが大いに期

待される。また，2022 年 11 月に打上げられた，

NOAAの Joint Polar Satellite System（JPSS）シリーズ

の JPSS-2に搭載される OMPS-LPからの O3や NO2

の高度分布導出にも期待がかかる（ただし大気分子
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によるリム散乱光に基づくため測定精度や高度分解

能は太陽掩蔽法にやや劣る）。一方国内でも

SMILES をヘリテージとしたセンサ提案などがなされ

ているところであり，今後 10 年の観測ギャップを埋め

るためにも早期の採択・打上げが望まれる。最後に，

表 1 に ESAS-2017 を参考にして成層圏化学研究に

とって必要な項目を簡単に列挙した。 

 
7.3 成層圏・中間圏に関わる人工衛星の国内計画 

現在，高層大気（上部対流圏以高）の微量気体成

分観測を目的とした人工衛星は，Aura-MLS（USA, 

2004年～）とACE-FTS（カナダ, 2003年～）だけが運

用されている。世界的にみても高層大気観測を主目

的とした衛星は計画されておらず，継続的な観測が

切望されている状況である。より詳細な背景について

は，SLCF章（3.4章）を参照されたい。このような状況

下で，国内で提案されている成層圏中間圏に関係す

る人工衛星について 2件，紹介する。 

一つ目は「高層大気の化学・力学場の動態把握の

ための FTS 衛星観測ミッション」である。現在の気候

の理解および将来の気候変動の予測には，全球規

模での大気微量成分，雲の継続的な観測が必要不

可欠である。そのため，本ミッションでは以下の 3 つ

の科学的目標を設定している。 

1. 高層大気観測の継続的な観測 

2. オゾン, GHGs, 同位体を中心とした大気化学過

程の精緻化 

3. 数値モデルの精度向上 

これらの科学的目標の達成のため，高緯度範囲 

（±80 度; 軌道傾斜角 65 度の場合）で，太陽掩蔽観

測によって，FTS（Fourier-Transform Spectrometer）に

よる近赤外から熱赤外域の波長（4～14 μm）域を高ス

ペクトル分解能（0.02 cm-1）で実施し，対流圏中層か

ら下部熱圏（8～100 km），多種類の大気微量成分を

鉛直分解能（1.5～4 km）で観測する。特に GHGｓ

（CO2，CH4，N2O，H2O，O3）やオゾン化学に関連す

る成分（O3，CFC-11，CFC-12，CH3Cl 等），同位体

（H2O，CO2，O3，N2O，CO，CH4，OCS 関連）をモニ

タリングする。主要成分の精度と科学的に有効な高

度範囲を表 2に示す。 

本ミッションの特徴は主に 2 点ある。一点目は，下

層から高層までを同一測器で観測することで，圏間

（対流圏−成層圏−中間圏−熱圏）の相互作用を定量

的に評価可能である。これは既存の高層大気観測衛

星と同等以上の質を確保することを目標とし，気候変

動研究における観測の継続性を担保する。2 点目は，

複数の同位体種を得ることによって，化学過程の精

緻化だけでなく，物質循環，特に水循環，降水過程

の精緻化が期待される。例を示すと，水蒸気同位体

を使用することで，予報モデルの物理量の精度向上

が期待される。具体的には，IASI の水蒸気同位体デ

ータを用いて，気温，風速，比湿等の予報精度が

10%以上向上した[Toride et al., 2021]。また水蒸気同

位体を全球大循環モデルにデータ同化した場合に

おいても，水蒸気関連以外の風速等の予報精度が

全球で大幅に低減されている[Tada et al., 2021]。 

二つ目は「超伝導サブミリ波リム放射サウンダ

（SMILES-2）」である。SMILES-2は，地球大気リム観

測により，成層圏・中間圏・下部熱圏（高度 15-150 

表１ 成層圏化学研究として期待される衛星観測の概要 

 

期 待 さ れ る 化
学種

O3, H2O, CO, 
NO2, CH4, N2O
（可能であれば
Cly, NOy, SO2な
ど）

エアロゾル（可能
であれば煤煙粒⼦
と硫酸液滴粒⼦の
区別や表⾯積密度
の推定が出来るこ
と）

⾼ 度 分 解 能
（UT/LS）

~1km以下 ~1km以下

全 球 観 測 に 必
要 な 時 間 ス
ケール

1週間以下 1週間以下

測定⼿法 ⾚外放射（パッ
シブ）、接線⾼
度 15km
（55km）におけ
る 測 定 時 間 は 8
(3)ミリ秒以下、
周縁観測
( た だ し IFOV も
鉛直⽅向1km程
度とする。）

ラ イ ダ ー （ ア ク
ティブ）、直下視
観測
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km）におよぶ広い高度領域の風・温度場と微量成分

場の全体像をその日周期成分を含めて高精度で明

らかにする衛星観測計画である。 

本計画は，過去に国際宇宙ステーション（ISS）上

から大気観測を行った SMILES の経験を礎としてい

る。SMILES では過去に類を見ない高精度微量成分

観測を実現し，かつ，ISSが太陽非同期軌道をとる利

点も生かして，成層圏オゾンの明瞭な日周変化や日

食に伴うオゾン変動を発見するなどの功績を収めた

[e.g., Sakazaki et al., 2013; Imai et al., 2015]。一方で

SMILES の観測高度範囲は高度 90 km 以下に限ら

れ，また，風・温度場（力学場）を高精度で測定する

観測波長帯を持っていなかった。さらに，機器の故障

により半年で観測が終了したため，季節変化や年々

変化を明らかにするに至らなかった。 

SMILES-2 は，SMILES の経験・反省を活かし，観

測領域を下部熱圏領域まで 150 km まで伸張し，微

量成分のみならず，新たに風と温度を，その日周期

成分を含めて高精度で測定することを計画している

（表 3）。気象学－超高層大気にまたがる広い領域の

多パラメータ観測により，地球大気上下結合の描像

解明や気候変動の監視に貢献することが大きな目的

である。具体的には以下の三つの科学目標を設定し

ている： 

1. 大気波動を介した下層からの影響の解明 

2. 磁気圏からのエネルギー流入の影響の解明 

（EPP，磁気嵐など） 

3. 全大気モデルへのベンチマークデータの提供 

これらの目標を達成するにあたって特筆すべきは，

水平風速の測定である。中性風の分布は重力波など

大気波動の鉛直伝播特性を規定するため，波動を

介した大気上下結合の理解（科学目標１）にあっては

その理解が不可欠である。ところが現在，中・上層大

気の水平風速観測は非常に限られており，「帯状平

均東西風」といった基本的な描像すらよく分かってい

ないことが中層・超高層大気研究推進の大きな足か

せになっている。特に傾度風平衡が破綻する赤道上

空では，風の分布推定は直接観測に頼るほかない。

この点 SMILES-2 では，超高感度な測定を活かして，

O3などの分子種の輝線のドップラーシフトから視線風

速を算出する。さらにアンテナを二台搭載することを

検討しており，同じ場所を二度観測することで，水平

風ベクトルを算出することを計画している。 

本稿のテーマである大気化学の観点からは，オゾ

ン層科学に関わる分子種を成層圏から下部熱圏まで

広範囲で観測できるのが特徴である。とりわけ太陽非

同期のプラットフォームから日変化を高精度で捉える

点は，SMILES と並んで大きな特徴である。また磁気

圏からの影響（科学目標 2）は，大気微量成分とそれ

に伴う放射バランスの変調を介して力学場に作用す

ることが知られており，SMlLES-2 による広い高度領

域の微量成分－力学場の一体観測は，これら一連

のプロセスを丸ごと捉えることが可能である。 

現在 SMILES-2は（初代 SMILESと同様）再度 ISS

からの観測を検討している。軌道傾斜角は 51.6°と極

域を見るにはやや物足りないが，60 日で観測ローカ

ル時刻が 24時間変化し，日変化を捉えることが可能

である。今後，気象学－大気化学－超高層大気科

学の幅広いコミュニティからのインプットを頂きな

表２ FTS 高層大気ミッションにより得られる成分とその
精度と高度範囲 
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がら実現を目指したい。 

 

8．おわりに 

本稿では，対流圏と物質交換／相互作用する成

層圏・中間圏，成層圏・中間圏の力学・化学で主要

な役割を演ずるオゾンとその破壊物質の動向と気候

変動の相互関係，熱圏以高の超高層との相互作用

や太陽活動応答などのテーマについて，特に最近

10 年ほどの間に，得られた新たな知見を整理し，今

後取り組むべき学術的課題とその課題を解決するた

めの地上観測や衛星観測の現状と課題についてまと

めた。 

対流圏との物質交換（STE）および相互作用にお

いては，対流圏界面遷移層を通しての物質交換プロ

セスがより詳細に議論されるようになった。以前は，力

学的には成層圏は対流圏の変動に受動的と考えら

れていたが，まず高緯度帯での成層圏から対流圏へ

の寄与が議論され，ここ 10 年あまりの間に熱帯域で

の成層圏から対流圏への影響が議論されるようにな

った。こうした STEや相互作用が気候変動によりどの

ように変化するかは，オゾン層に影響を及ぼす微量

成分が対流圏から成層圏に入るプロセスを理解し，

オゾン層の将来予測の精度を高める上でも重要であ

る。そしてオゾン層変化が気候に与える影響を正しく

理解するためにも，そうしたプロセスを取り入れオゾン

分布自体をモデルの中で計算する化学気候モデル

の開発・改良が重要である。 

成層圏内での物質循環という点では，GHG の増

加に伴い大気波動の消散が促進され，大気循環の

強化が示唆されている。多くの間接的な観測は BDC

の shallow branch の加速を支持している一方，BDC

の deep branch に関しては観測的にまだ明確ではな

い。オゾン層の長期トレンドは，今後 ODS の影響が

相対的に低下していく中で，GHG の増加に伴う成層

圏の気温の変化やグローバルな大気循環の変化の

影響がより重要性を増してくると考えられる。 

成層圏水蒸気の主なソースは対流圏からの流入と

CH4の酸化だが，気候変動に伴い対流圏からの輸送

が増えるという見方と，対流活動が活発化し上層が

冷えて輸送してくる水蒸気は減るという相反する見方

がある。一方，CH4 の増加に伴う成層圏水蒸気の増

加は，対流圏界面付近の気温に影響を与えると同時

に，HOx 量の変化を通してオゾン破壊触媒反応サイ

クルに影響し，さらに赤外線放射収支を変化させて

成層圏の冷却にも寄与することなどが考えられる。こ

表３ SMILES-2 ミッションの観測パラメータと精度 
（シングルスキャンの精度） 
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のように STEでの物質交換，成層圏内での大気循環，

オゾン層の変化，GHG の変化と気温変化は相互に

密接に関連しあっている。これらを解きほぐしていくた

めには，高精度，高分解能のデータに基づいた個別

のプロセスの正しい理解が必要となる。 

地球外の環境変動の影響を受ける境界領域として

の中間圏および上部成層圏に関しては，太陽放射

変動の気候への影響，EPP による大気組成変動など

で研究が進みつつあるが，観測データがまだ不十分

で今後の充実が強く望まれる。また SEPや CRなど

の（超）高エネルギー粒子の影響に関しては，イ

ベントの発生頻度が低いことやインターバルが

数千万年のオーダーとなるため，放射性同位体な

どを用いた古気候学的な研究とも融合した新た

な研究のアプローチが始まっている。 

地上観測では日本も世界の観測ネットワークの中

でいくつかの重要な貢献をしているものの，中高層

大気の衛星観測は世界的に停滞しているのが深刻

な問題点である。現在稼働中の欧米の衛星が停止

すると観測データが取得できなくなる。特にSTE研究

を進める上では，衛星を用いた高鉛直分解能のリム

観測が非常に重要であり，欧州で新しい計画が走り

つつあるものの，米国では打ち上げの決まっているミ

ッションはない。こうした状況の中，日本国内でも中

高層大気用の FTS および SMILES 後継機のテラへ

ルツ・サブミリ波衛星（SMILES-2）の検討が進められ

ている。しかし，実現まではまだ道のりがある。大気化

学コミュニティーからの支援を是非ともお願いしたい。 
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表４ 成層圏および中間圏の大気化学の現況と将来展望のまとめ 

究極のゴール

は何か 
・対流圏と成層圏との境界領域の構造の理解と対流圏–成層圏間の力学的結合と物質交換

との関係の理解。 
・微量成分（GHG，オゾン，代替フロン，水蒸気等）の変化が成層圏の大気循環に与える影

響の理解。 
・気候変動に伴うオゾン層変化，およびオゾン層変化が気候に与える影響の理解。 
・火山噴火や大規模森林火災起源の成層圏エアロゾルの化学影響の理解と人為起源エア

ロゾルの成層圏への寄与および流入過程の定量的な理解。 

・温暖化対策として成層圏エアロゾル層を改変するジオエンジニアリングの影響予測とそれ

に基づいた適切な評価。 

・太陽活動（放射・高エネルギー粒子）や磁気圏現象がイオン化学を通して NOx，HOx を生

成し，中間圏・成層圏オゾンを変化させる影響とそれが気候に与える影響の理解。 
この10 年での
世界的な動向

や日本での研

究の強み 

・日本は熱帯域における SOWER などの気球観測，大型の大気レーダー（インドネシア，南

極 PANSY），CONTRAILなどで UTLS領域の観測で貴重な貢献。 
・数値モデルの高度化。積雲や重力波のパラメタリゼーションの改良。化学輸送モデルによ

る UTLSの各過程の精緻化（への貢献）。 計算機リソースの発展に伴う分解能の向上。 
・数値モデルを用いたオゾン層の気候影響研究は，オゾン分布を与えるのではなく，化学気

候モデルの中でオンラインでオゾン分布を計算する例が増加。 
・世界初の機械式極低温冷凍機で動作する超伝導検出器を搭載し，地方時の制限を受け

ない太陽非同期軌道で観測した日本の SMILES はオゾンの日周変化や日食に伴う変動を

発見するなどのユニークな成果を輩出した。 
・スーパープレッシャー気球を用いると，ほぼ同じ高度で１ヶ月程度，成層圏の in-situ 観測
が可能になる。 
・地上 FTIR では，解析ツールや分子パラメータを世界的に統一して最適化することでグロ

ーバルな経年変化を調べる研究が増加。強度の弱い CFC や HFC などの吸収線について
もカラム量の導出が可能となってきた。 
・地上，衛星ともにマイクロ波観測は，他の測器では困難な中間圏以上の領域のデータを提

供。日本は，SMILES をはじめ地上の放射計でも超高感度の超伝導受信機開発で高い技

術を有する。 
現在の重要な

ギャップ 
・対流圏–成層圏（－中間圏）の物質循環・相互作用を理解するためには，現状の観測デー

タやモデルの時間分解能と鉛直分解能では不十分である。熱帯積雲対流や対流圏界面褶

曲 （tropopause folding） など，スケールは小さいが物質輸送にとっても重要と思われる現象

を解像できるような高解像度の観測・モデルによる現象の理解が必要。 
・将来予測の精緻化のため，オゾン等の微量成分と気象場との相互作用を理解し，高分解

能化学気候モデルに適切に取り入れる必要がある。 
・世界的な衛星計画の停滞（具体的な継続ミッションの計画が立ち遅れている）により，グロ

ーバルデータの継続性や観測可能な微量成分の種類が限られる恐れがある。これによっ

て，微量成分濃度の長期トレンドの理解や輸送過程の理解（気象場と様々な微量成分輸送

との間の整合的な理解），等価実効成層圏塩素（EESC）や反応性窒素酸化物（NOy）等の量

の推定に支障をきたす可能性がある。 
それらを踏ま

え，今後10 年
の研究をドライ

ブするkey 
question or 作
業仮説 

・微量成分，特に短寿命化学種が対流圏から成層圏にどのように流入するか？ また，その

タイムスケール，対流圏–成層圏の交換時定数はどれぐらいか？ 
・GHG の増加に伴い水蒸気などの化学種の対流圏から成層圏への流入量（またその逆）が

変化することによって，成層圏の気温構造がどう変化するのか？ 基本的に CO2 増加による

成層圏冷却効果が今後も支配的だが，国際的な規制に反し，HFC 等の濃度が増えた場合

は下部成層圏において気温上昇に作用し，冷却効果を部分的に抑える可能性もあり得る。

これら気温構造の変化による中高緯度における大気循環はどのようになるのか？ 
・太陽活動や磁気圏活動，宇宙線などによる地球大気へのエネルギー流入はどの程度グロ

ーバルな環境に影響を与えるのか？ また，そうした影響は対流圏まで伝播するのか？ 
主な連携相手 SPARC, NDACC, SCOSTEP 
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7．略語リスト 

AAO： Antarctic oscillation（南極振動） 

ACE-FTS ： Atmospheric Chemistry Experiment - 

Fourier Transform Spectrometer 
ACTM：Atmospheric Chemistry-Transport Model（大

気化学輸送モデル） 

ADEOS ：Advanced Earth Observing Satellite 

ALTIUS：Atmospheric Limb Tracker for Investigation 

of the Upcoming Stratosphere 
AO：Arctic Oscillation（北極振動） 

AoA：Age of Air（大気年齢） 

ARTS : Atmospheric Radiative Transfer Simulator 
ATLID：Atmospheric lidar 

BDC：Brewer-Dobson Circulation（ブリューワ・ドブソ

ン循環） 

CALIOP ： Cloud-Aerosol Lidar with Orthogonal 

Polarization 
CARIBIC：Civil Aircraft for the Regular Investigation 

of the atmosphere Based on an Instrument Container 
CCM：Chemistry–Climate odel（化学気候モデル） 

CFC：Chlorofluorocarbon（フロン） 

CMIP-6：Coupled Model Intercomparison Projects - 

Phase 6 
CONTRAIL ： Comprehensive Observation Network 

for TRace gases by AIrLiner 
CR：Cosmic Ray 

DMS: dimethyl sulfide （硫化ジメチル） 

EarthCARE ：Earth Clouds, Aerosols and Radiation 

Explorer （雲エアロゾル放射ミッション） 

EECS：Equivalent Effective Stratospheric Chlorine（等

価実効成層圏塩素量） 

EPP：Energetic Particle Precipitation 

EPP-IE ： Energetic Particle Precipitation - indirect 

effect 
ExTL：Extratropical Transition Layer（熱帯外対流圏

界面遷移層） 

FORUM ： Far-infrared Outgoing Radiation 

Understanding and Monitoring 
FTIR：Fourier-Transform Infrared Spectrometer（フー

リエ変換赤外分光器） 

FTS：Fourier-Transform Spectrometer（フーリエ変換

分光器） 

GHG：greenhouse gas（温室効果ガス） 

GOMOS：Global Ozone Monitoring by Occultation of 

Stars 
HCFC：hydrochlorofluorocarbon（ハイドロクロロフル

オロカーボン） 

HFC：hydrofluorocarbon（ハイドロフルオロカーボン） 

HIRDLS：High Resolution Dynamics Limb Sounder 

IAGOS： In-service Aircraft for a Global Observing 

System 
IASI：Infrared Atmospheric Sounding Interferometer 

ILAS：Improved Limb Atmospheric Spectrometer 

IRWG：InfraRed Working Group 

ISA-MIP ： Interactive Stratospheric Aerosol Model 

Intercomparison 
ISS：International Space Station 

LOTUS：Long-term Ozone Trends and Uncertainties in 

the Stratosphere 
MEE：Medium Energy Electron 

MIPAS ： Michelson Interferometer for Passive 

Atmospheric Sounding 
MLS：Microwave Limb Sounder 

MOSAiC：Multidisciplinary drifting Observatory for 

the Study of Arctic Climate 
NAO：North Atlantic Oscillation（北大西洋振動） 

NDACC：Network for the Detection of Atmospheric 

Composition Change 
NDSC ：Network for the Detection of Stratospheric 

Change 
NICAM ： Nonhydrostatic Icosahedral Atmospheric 

Model（非静力学全球大気モデル） 

ODS：Ozone Depleting Substance（オゾン層破壊物質） 

OMPS-LP ： Ozone Mapping and Profiler Suite 
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（OMPS） - Limb Profiler（LP） 

OSIRIS ：Optical Spectrograph and Infrared Imager 

System 
PANSY radar：Program of Antarctic Syowa MST/IS 

Radar（南極昭和基地大型大気レーダー） 

PRESTO：Predictability of Variable Solar-Terrestrial 

Coupling 
PMC：Polar Mesospheric Cloud（極中間圏雲） 

PSC：Polar Stratospheric Cloud（極成層圏雲） 

PyroCb：Pyrocumulonimbus（火災積乱雲） 

QBO：Quasi-Biennial Oscillation（成層圏準 2年周期

変動） 

SAGE：Stratospheric Aerosol and Gas Experiment 

SAM：Southern Annular Mode（南半球環状モード） 

SATIO-TCS ： Stratospheric And Tropospheric 

Influences On Tropical Convective Systems 
SCOSTEP：Scientific Committee on Solar-Terrestrial 

Physics 
SD-WACCM ： Specified Dynamics version of 

WACCM 
SEP：Solar Energetic Particles 

SHADOZ ： Southern Hemisphere ADditional 

Ozonesondes 
SLCF：Short-Lived Climate Forcer（短寿命気候強制

力因子） 

SMILES：Superconducting Submillimeter-wave Limb-

emission Sounder 
SOLARIS-HEPPA：Solar Influence for SPARC - High 

Energy Particle Precipitation in the Atmosphere 
SOWER ： Soundings of Ozone and Water in the 

Equatorial Region 
SPARC：Stratosphere-troposphere Processes And their 

Role in Climate 
S-RIP：SPARC Reanalysis Intercomparison Project 

SST：Sea Surface Temperature（海表面温度） 

SSW：Stratospheric Sudden Warming（成層圏突然昇

温） 

STE：Stratosphere−Troposphere Exchange（成層圏−

対流圏間物質交換） 

TCCON：Total Carbon Column Observing Network 

TTL：Tropical Transition Layer（熱帯対流圏界面遷

移層） 

UTLS：Upper Troposphere and Lower Stratosphere（上

部対流圏下部成層圏） 

VSLS：Very short-lived substances（極短寿命種） 

WACCM ：Whole Atmosphere Community Climate 

Model 
WAVAS：Water Vapor Assessment 
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大気エアロゾル粒子の発生から輸送における経験と個々

の粒子の存在状態との関係に関する観測的研究 

Observational study for the relationship between individual features 
of atmospheric aerosol particles and their experience with emission 
and atmospheric transportation 
 

上田紗也子 1 * 
 

大気エアロゾル粒子は，大気中を浮遊し，輸送されることで，グローバルな大気環境や沈着場所の環

境に多様な影響を及ぼしています。個々のエアロゾル粒子のサイズや組成，形態などの存在状態は，

排出後も大気中で変化します。このような変化は，エアロゾル粒子の光学特性や雲凝結核能に強く影

響するため，エアロゾルの輸送・沈着や放射影響力を見積もる際の重要な鍵になります。よって，地球

環境におけるエアロゾル粒子の役割を正確に理解する上で，大気エアロゾル粒子の実態とその変化

要因を知る必要があると言えます。本稿では，吸湿性，混合状態，形態，サイズなど，大気エアロゾル

粒子の個性に焦点をあて，排出源から遠隔地，雲の中にわたり実施してきた観測的研究の成果を紹

介させて頂きます。 

 

1．はじめに 

この度は日本大気化学会奨励賞を頂き，大変光

栄に思います。大変恐れ多い気持ちで押し潰されそ

うになります。筆者は東京理科大学理学部第一部物

理学科に在学していた際に取り組んだ，都市大気エ

アロゾル粒子の吸湿特性の観測[上田&三浦，2007]

をきっかけに，エアロゾル粒子一つ一つの個性とそ

の変化に焦点を置いた研究を続けることになりました。

途中，二児の出産・育児により研究活動を中断して

いた期間がありましたが，結果的に，時間をかけて考

え続けたことが成果に繋がった研究が多かったように

思います。本稿では，これまでの研究成果を紹介し，

支えて下さった皆様への謝意と共に，研究活動を通

じて今感じていることにも触れさせて頂きたいと思い

ます。 

 

 

2．山岳での雲の中のエアロゾル観測 

大気エアロゾル粒子は種々の組成・サイズを有し

ます。ススや大気中で生成する二次粒子の多くは，

サブミクロンサイズの粒子として存在しています。サブ

ミクロンサイズの粒子の場合，自重で沈下したり雨粒

と衝突したりする可能性が低いため，大気からの除去

過程としては，雲に取り込まれた後に雨として沈下す

る過程が重要です。逆に考えると，雲粒にならない粒

子は，大気中に長く留まる可能性があります。粒子の

長距離輸送を視野に，実際に降水を伴う雲で大気中

に残留しているエアロゾル粒子の特徴を調査するた

め，2007 年立山の標高 2300 m でエアロゾル観測を

行いました。降水強度の強い霧の発生時，粒子数濃

度の減少に伴いススの体積割合が増加するイベント

を捉えました。採取した透過型電子顕微鏡（TEM）観

察用試料について，水透析法[Okada, 1983]により水

溶性物質を抽出した前後の同視野像を比較すること
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で，この際の雲粒間粒子の多くが，水溶性付着物の

無いスス粒子であったことを示しました[Ueda et al., 

2011a]。 

一方，雲の中では，雲粒への気体物質の溶け込

みや雲粒同士の併合が起こるため，降水として落とさ

れずに残った粒子のサイズや組成は雲過程の経験

によって大きく変わり得ます。この過程は，粒子成長

の重要なプロセスの一つとして，一般的な粒子サイズ

分布に見られる蓄積モード粒子の成り立ちの説明に

よく用いられています [e.g., Meng & Seinfeld, 1994; 

Kerminen & Wexler, 1995; Huang & Yu, 2008]。しかし，

雲過程を直接調査した観測研究は乏しく，実際のエ

アロゾルへの影響を殆ど実証されてきませんでした。

雲や上層の大気観測拠点の一つとして，富士山測

候所が利用されています[e.g., 長岡ら, 2013; Kato et 

al., 2016; Iwamoto et.al., 2021]。筆者は 2011・2012年，

測候所が開所される夏季に，山道での雲鉛直観測を

実施しました。雲過程前後の粒子を調査するために，

山頂から徒歩で下山しながら，雲の上・中・下部での

測定・試料採取を行いました。雲の下部と上部での

海塩粒子の組成の違いから，雲過程後と見られる雲

上部で硫酸塩が多く付加されていることを示しました 

[Ueda et al., 2014]。さらに，雲底の海塩粒子中の

S/Na比を基準として雲上部の Sの増加量を見積もる

ことで，雲過程で付加した硫酸塩による質量増加割

合を推定しました。 

 

3．排出源から遠隔地にわたるスス粒子の実

態調査 

化石燃料の燃焼や森林火災など，炭素を含むモノ

が不完全燃焼する際，多くのススが排出されます。ス

スは，黒色炭素を母体とした強い光吸収性を示す物

質であることから，大気加熱効果や，雪氷圏へ長距

離輸送され沈着した際の雪面アルベドの弱化などに

よる気候影響が指摘されてきました[e.g., Hansen & 

Nazarenco, 2004; Ramanathan & Carmichael, 2008; 
Bond et.al., 2013]。化石燃料の燃焼から大気に排出

された直後のススはほぼ非吸湿性粒子ですが，大気

中で硫酸塩など，水溶性の二次生成物質が付着す

ると，粒子としては吸湿性を獲得します。ススへの付

着物は，スス含有粒子の光学特性や雲凝結核能を

変えます。そのため，大気加熱効果と大気輸送量の

推定では，スス粒子の変質と除去過程の扱いが重要

と言われてきました[e.g., Croft et al., 2005; Stier et al., 

2006; Choi et al., 2020]。しかし，ススの実際の存在状

態については不明な部分が多かったため，筆者はこ

れまで，排出から長距離輸送におけるススの実態調

査を多く行ってきました。 

 
3.1 越境汚染気塊中のスス含有粒子 

2008 年の春季に，国立環境研究所の辺戸岬大

気・エアロゾル観測ステーションにて，東アジア由来

の越境気塊に焦点をあてた観測に参加しました

[Ueda et al., 2011a; Osada et al., 2011]。中国沿岸域

を経由した気塊が飛来した際，粒子数濃度が高い傾

向にありました。この時採取した TEM 試料では，球

や結晶型，それらの凝集体など，様々な形状の硫酸

塩粒子と共存するススが多くみられました。水透析前

後の画像解析に基づき，殆どのスス含有粒子は，体

積の 8割以上が水溶性物質であることを明らかにしま

した[Ueda et al., 2011a]。 

ススが光散乱性の被覆物に覆われている場合，レ

ンズ効果によって裸のススよりも光吸収係数が高くな

る可能性があります。レンズ効果があることは，球体

で Shell-Core 構造を持つスス含有粒子を想定して理

論的に証明されていましたが，この仮定では実際の

複雑な形状や組成を有する被覆物の付いたススより

もレンズ効果を過大評価する点も指摘されていました

[Lack & Cappa, 2010; Adachi et al., 2010]。そのため，

スス含有粒子の光吸収量を見積もる上で，実際に大

気中に存在するスス含有粒子のレンズ効果を知る必

要がありました。2014 年の 4-5 月，金沢大学・能登ス

ーパーサイト(NOTOGRO)で，ススに関する集中観測

が行われました[Ueda et al., 2016a; 竹谷ら，2016]。
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大気エアロゾル粒子と加熱により揮発性物質を取り

除いた粒子に対し，光音響法を用いた光吸収係数を

測定することで，付着物によるススの光吸収量の増加

分を測定することができます[e.g., Nakayama et al., 

2014]。NOTOGRO における観測では，光吸収の増

加分が 781 nm 波長で平均 1.22 倍であることが示さ

れました[Ueda et al., 2016a]。さらに，採取した TEM

試料のスス含有粒子の元素組成や形態パラメータと

レンズ効果の測定値を比較することで，スス含有粒子

の被覆が厚く，かつ Shell-Core 構造により近い形状

のケースで光吸収係数が高い傾向にあることが示さ

れました。 

 
3.2 遠隔外洋域のスス粒子 

排出源や汚染気塊のススについては多くの観測

報告があります。しかし，スス粒子の個数濃度が少な

い排出源からより離れた場所でのススに関する報告

は限られています。筆者らは，遠隔外洋域のスス粒

子の情報を得るために，2008年 12月から 2009年 2

月にかけて，インド洋・南極海での船舶観測（観測/訓

練船海鷹丸・UM-08-09 航海）に参加し，スス濃度の

測定と観察を試みました[Ueda et al., 2018]。水透析

前後で撮影した試料上の粒子は殆ど全て水溶性粒

子でした。しかし，水透析後の写真をくまなく探すこと

で，数百～数千個に 1 個程度の希少なススを発見し，

水透析前と合わせて混合状態と形態を示すことがで

きました。南緯 65 度より北では，船舶交通量の少な

い遠隔外洋域においても，被覆物のないススも 2~3

割見つかりました。南緯 65度以南の南極沿岸域では，

バルク試料の化学分析の結果と合わせ，その地域の

海洋生物活動を起源とする硫酸がススに付着してい

ることを示唆しました。 

 
3.3 排出時が運命の鍵？ 

越境汚染気塊の観測では，殆どのススに二次生成

物質が付着していましたが，遠隔外洋域では被覆物

のないススも，少なくない数割合で見つかりました。ど

のスス粒子にも時間の経過と共に一様に付着物が付

着すると考えた場合，この遠隔外洋域の結果を説明

することができません。そこで，ススには，付着物の付

きやすい表面を持つものと，そうではないものが存在

し，遠隔地ではマイノリティな後者が生き残って際立

つ，といった仮説を立てました。これを調査するため，

ススが多く排出される都市域に改めて焦点を当て，ス

スの濡れ性を調査する観測を東京で実施しました 

[Ueda et al., 2022]。非吸湿性粒子の臨界過飽和度

は、粒子のサイズと微妙な表面状態（微量水溶性付

着物の有無や水との接触角 ） に依存します

[Pruppacher & Klett, 1997; Dusek et al., 2006]。この

理論に基づき，非吸湿性粒子の濡れ性別の個数濃

度を雲凝結核計等で測定する方法を考案しました。

203 nm の粒子に対する調査の結果，ラッシュアワー

時に排出される非吸湿性粒子は，完全な疎水性の

粒子よりは，濡れ性を持つものがマジョリティな傾向

があることを示しました。さらに，採取した試料上に観

察されたスス粒子の形態と組成分布から，燃料由来

の微量の水溶性物質が予め付着しているススが多く

あること，またそのような付着物が大気中で二次生成

した硫酸塩の付着の起点となり得ることが示唆されま

した。 

 

4．観測・観察からの発掘 

筆者はこれまで都市域から遠隔外洋域にわたる観

測に参加してきました。ある程度の結果を予測して観

測に挑みますが，予想と異なる結果に翻弄されること

も多くありました。2011年に参加した太平洋広域の船

舶観測（学術研究船白鳳丸・KH-11-10 KH-12-1 航

海）では，大気エアロゾル粒子や大気電気，海洋生

物活動の相互作用に関する多角的な調査に取り組

みました[Kamogawa et al., 2014; Ueda et al., 2016b; 

三木ら，2014; Ueda et al., 2020]。エアロゾルサイズ別

個数濃度の測定では，海洋生物活動が盛んな赤道

上の富栄養海域で，一度くらい新粒子生成が起こる

ことを期待していました。しかし，赤道上で観測された
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のは，既によく太った粒子ばかりでした。そこで，デー

タのコントラストを変えて丁寧に見直したところ，想定

外のペルー沖で，弱い新粒子生成がしばしば発生し

ていることがわかりました[Ueda et al., 2016b]。この成

果は，海洋境界層での貴重な新粒子生成イベントの

報告の一つとして，新粒子生成に関するレビューで

扱われています[Kerminen et al., 2018]。同じ観測で

は，黄砂が飛来するイベントにも遭遇しました。採取

した粗大な鉱物粒子について，鉱物中カルサイトの

変質を期待して，エアロゾルへの適用例が殆ど無い

集束イオンビームを用いた手法を試み，薄膜化した

粒子の断面観察と分析を行いました[Ueda et al., 

2020]。しかし，変質の痕跡は殆ど見られませんでし

た。本観測での黄砂飛来状況を見直したところ，対

流圏上空を経由した気塊であり，また硫酸塩などの

人為起源物質の増加も少ないことから，変質は起こり

難い条件で黄砂が輸送されてきたと考えられました。

観測の結果が期待と異なることはよくありましたが，面

白くない方のケースもあるということも含め，事実に価

値があり，裏側の事象に目を向ける機会と捉えるよう

にしています。 

試料観察で感じた違和感から新たな現象の発見

に繋がるケースもありました。越境汚染気塊中の硫酸

アンモニウム主体粒子の形態には，球の他に，結晶

の方位が規則正しい俵型形状のものがありました。一

般的手法で作成できる固体の硫酸アンモニウム粒子

は球になります。しかし，俵型の形成要因は不明でし

た。そこで，湿度環境を制御した室内実験を行ったと

ころ，固体の硫酸アンモニウムには潮解湿度以下風

解湿度以上の準安定条件で，結晶構造が徐々に整

い俵型に変わる性質があることを発見しました[Ueda, 

2021]。これは，硫酸アンモニウムの分子が方向を整

える程度に動けたことを示す結果であり，準安定湿度

条件下では，平衡状態のゆらぎが，固体表面に微量

な水蒸気の吸収をもたらしていることを示唆しました。

このように，観測・観察で感じた違和感を帰納的に考

察し，室内実験を行った結果，把握されていなかった

表面熱力学プロセスを発掘することに繋がりました。 

観測の多くは，物事を評価する指標を得ることを主

目的として実施されている印象があります。一方，想

定外の事実が，知らないということにすら気が付いて

いない未知の発掘に導いてくれるところに，観測・観

察の大きな魅力があると感じています。観測・観察を

掘り下げることに，新しい知識の扉を開く力と価値が

あるということを，これからも真摯にデータと向き合い

ながら証明していきたいです。 

 

5．おわりに 

大気エアロゾル粒子の観察を重ねる度，一つ一つ

の粒子に歴史があり，経験が刻まれていることに気づ

かせられます。どこで生まれ，どのような経緯で，何故

そこにその姿で居るのか，その場所に居ることにどの

ような意味を持つのか。個々の痕跡を見つめ，今の

姿になるまでの過程を考察していくことで，全体で起

こっていることの本質に近づける気がします。 

筆者は本年で学位を取って 11 年ですが，学位取

得後に制限なく研究に打ち込めたのは，妊娠中を含

んだはじめの 3年間のみで，今も育児と研究とでバタ

バタと過ごしています。筆者の家庭と研究のバランス

に対する価値観は，女性の社会進出が謳われながら

も良妻賢母の概念も強い変遷の時代に，暖かい家庭

の中で将来の希望も持ちながら育てられてきたことに

ルーツがあります。ただ，一つの体，同じ時間で二つ

を叶えるには，どうしても矛盾が生じるため，活動と気

持ちの維持には長く苦しんできました。別居婚も経験

しました。家庭に軸を据えてからは，パート勤務も

度々でした。そのような状況でも，意外なことに，研究

は自身の好奇心に純粋に従って続けることができま

した。これは，自然科学の素直な魅力に気が付かせ

て下さった三浦和彦東京理科大学教授や長田和雄

名古屋大学教授，困難に陥った際に手を差し伸べて

下さった松見豊名古屋大学名誉教授や松井仁志名

古屋大学准教授をはじめ，ここに記しきれない多くの

方々との出会いに恵まれてきたおかげだと痛感して
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います。何より，夫と子供たちの存在は心強い支えで

あり，多くの学びを与えてくれました。特に，次世代に

繋ぐことの必要性を意識させられます。現代では，働

き方への理解やサポートは以前より増えました。しか

し，パートナーの事情や価値観などなど，生き難さの

問題は，一括りに解決しようにも無理があります。公

平性に関する議論はこれからも続くと思います。ただ，

研究と同じように，現実を見つめ，気づかぬ間に固定

された概念を見直すことで，新しい価値や突破口の

発見に繋がり，新時代が開かれると思います。今日

の姿，経験，頂いた評価，次の世代に向けてしっかり

と意味を持たせることができるよう，今後も精進して活

動を続けていきます。 
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iCACGP-IGAC Joint International Atmospheric 

Chemistry Conference (2022) 参加の報告 

⸨⦖環 㻝㻌㻖䠈㛵㇂㧗志 㻞䠈㧗島久洋 㻟 
 

2022年 �月 8日䛛䜙 15日䜎䛷䠈第 15回 L&$&*3

䛸第 17 回 ,*$& 䛾合同国㝿会㆟䠄以㝆䠈L&$&*3-

,*$&2022䠅䛜䠈0DQFKHVWHU 大学䛻䛶対㠃䛸䜸䞁䝷䜲

䞁䛷䛾䝝䜲䝤䝸䝑䝗形式䛷㛤催䛥䜜䛯䚹会㆟日程䛾䛖

䛱䠈8 日䛛䜙 10 日䛿ⱝ手研究⪅䛻䜘䜛 (DUO\ &DUHHU 

6KRUW &RXUVH 䛜㛤催䛥䜜䠈䝽䞊䜽䝅䝵䝑䝥䜔䝕䜱䝇䜹䝑

䝅䝵䞁䛻䜘䜛活発䛺㆟ㄽ䠈䜎䛯䠈朝䛻䛿䝶䜺䜒⾜䛳䛶䛔

䛯䛭䛖䛷䛒䜛䚹残念䛺䛜䜙➹⪅䜙䛿䛣䜜䛻参加䛧䛶䛔

䛺䛔䛾䛷䠈以㝆䛷䛿 10 日以㝆䛻⾜䜟䜜䛯本会㆟䛻

䛴䛔䛶報告䛩䜛䚹 

現地会場䛷䛿 300 名以上䛾参加䛜䛒䜚䠈日本䛛䜙

䜒対㠃䛷䛿 6 名䠈䜸䞁䝷䜲䞁䛷䛿 10 余名䛾参加䛜䛒

䛳䛯䚹䝁䝻䝘禍以㝆䠈会㆟䛾䜸䞁䝷䜲䞁化䛜⾜䜟䜜䛶

久䛧䛔䚹,*$& 䝁䝭䝳䝙䝔䜱䛻䛚䛔䛶䜒䠈昨年䛾第 16

回 ,*$& 国㝿会㆟䛿完全䜸䞁䝷䜲䞁形式䛷䛾㛤催䛸

䛺䛳䛯䚹最㏆䛷䛿徐䚻䛻現地㛤催ゎ禁䛾潮流䛜䛒䜛

䛸䛿䛔䛘䠈䜎䛰䜎䛰予断䜢チ䛥䛺䛔状況䛾中䛷䠈現地

参加⪅䛻䛸䛳䛶䛿 4 年前䛾㧗松䛷䛾 L&$&*3-

,*$&2018以来䠈久䛧䜆䜚䛾対㠃䛷䛾 ,*$&会㆟䛸䛺

䛳䛯䚹㉁疑応⟅䜔 FRIIHH EUHDN 䛷䛿䠈参加⪅同士䛾

䝕䜱䝇䜹䝑䝅䝵䞁䛜大䛔䛻盛䜚上䛜䛳䛶䛚䜚, 予定䛥䜜

䛶䛔䛯䝇䜿䝆䝳䞊䝹䜢㉸䛘䛶䛾䝕䜱䝇䜹䝑䝅䝵䞁䛜㝶

所䛷⾜䜟䜜䜛䛺䛹䠈䝁䝻䝘禍以前䛸変䜟䜙䛼熱気䛜

感䛨䜙䜜䛯䚹 

L&$&*3-,*$&2022 䛿䠈)XQGDPHQWDOV䠈,QWHJUDWHG 

2EVHUYDWLRQV䠈0RGHOOLQJ䠈DQG $QDO\VLV䠈$LU 4XDOLW\ 

DQG ,PSDFWV䠈$WPRVSKHULF &KHPLVWU\ DW WKH ,QWHUIDFHV䠈

)XWXUH 3HUVSHFWLYHV DQG 3ROLF\ 䛾全 5䝉䝑䝅䝵䞁䛷構

成䛥䜜䠈口㢌発⾲䛷䛿 ,QYLWHG 7DON 含䜑 70余名䛻䜘

䜛発⾲䛜䛒䜚䠈䜺䝇䜔䜶䜰䝻䝌䝹䛺䛹䛾䝷䝪実㦂䜔䝣

䜱䞊䝹䝗ほ測䠈䝰䝕䝹䠈䝸䝰䞊䝖䝉䞁䝅䞁䜾䛺䛹多岐䛻

渡䜛内容䛷䛒䛳䛯䚹䜎䛯䠈前日䛾䜶䝸䝄䝧䝇䠎世女王㝎

下䛾ᔂᚚをཷけ䠈会㆟に先❧ち㯲⚏➼が⾜われた。

全体として印㇟的䛷䛒䛳䛯䛾䛿䠈参加⪅䛾⣙半分㏆

䛟䛜ⱝ手研究⪅䛷䛒䛳䛯䛣䛸䛰䚹世界䛾最新䞉先端研

究䛾発⾲䛾場䛷䠈今回䛾䜘䛖䛻多䛟䛾ⱝ手研究⪅䛜䠈

䝧䝔䝷䞁研究⪅䛸⫪䜢並䜉䛶㉁䛾㧗䛔研究発⾲䜢䛧

䛶䛔䛯䛾䛿㦫愕䛷䛒䜚䠈➹⪅⮬㌟含䜑䠈研究⪅同士

䛾Ⰻ䛔刺激䛸䛺䛳䛯䛸思䛖䚹 

䝫䝇䝍䞊発⾲䛿䠈⣙ 400 件䛾登㘓䛜䛒䜚䠈半数以

上䛜䜸䞁䝷䜲䞁参加䛷䛒䛳䛯䚹䝫䝇䝍䞊発⾲䛸䛔䛖䛸䠈

現地䛷䛾発⾲䛜少䛺䛟䛺䜛䛸䛔䛖印㇟䛜䛒䛳䛯䛜䠈

L&$&*3-,*$&2022 䛷䛿対㠃䛜半数以上䛷䛒䛳䛯䛣

䛸䛛䜙䜒䠈䛣䛾会㆟䛾現地䛷䛾盛䜚上䛜䜚䛸䠈現地参

加䜈䛾熱㔞䛜感䛨䜙䜜䛯䚹現地䛷䛿会場⬥䛻作䜙䜜

䛯䝔䞁䝖䛜䝫䝇䝍䞊䝇䝨䞊䝇䛸䛺䛳䛶䛚䜚䠈3 日㛫䛾対

㠃䛷䛾䝫䝇䝍䞊時㛫䜢䜸䞁䝷䜲䞁䛸䛿別㏵タ䛡䜛䠈䛸

䛔䛖珍䛧䛔形式䛜䛸䜙䜜䛯䚹対㠃䝫䝇䝍䞊䛾䛖䛱 2 日

㛫䛿 72$5-,,䠈$&$0䠈3$&(6䛺䛹 ,*$&傘下䛾各

種䝥䝻䝆䜵䜽䝖䛾䝃䜲䝗䝭䞊䝔䜱䞁䜾䛜並⾜䛧䛶㛤催䛥

䜜䛶䛔䛯䜒䛾䛾䠈図 1(G)䛾写真䛻䛒䜛䜘䛖䛺"密"䛷活

発䛺㆟ㄽ䛜⾜䜟䜜䛶䛔䛯䚹➹⪅䜙⮬㌟䜒対㠃䝁䝭䝳䝙

䜿䞊䝅䝵䞁䛷㆟ㄽ䛩䜛䛣䛸䛾有効性䜢実感䛧䛯䚹䜎䛯, 

䜸䞁䝷䜲䞁䛷䛾䝫䝇䝍䞊発⾲䛻䛴䛔䛶䛿䠈今䛷䛿䜸䞁

䝷䜲䞁会㆟䛷䛚䛺䛨䜏䛸䛺䛳䛯 *DWKHU 䛸䛔䛖䝃䞊䝡䝇

䜢用䛔䛶⾜䜟䜜䛯䚹*DWKHU 䛿先䛾 ,:**06-18 䛷䜒

採用䛥䜜䛯方法䛷䠈䛔䜟䜖䜛 8䝡䝑䝖㢼䛾仮想空㛫䛻

会場䛸同様䛺䝬䝑䝥䜢構⠏䛧䛶䠈䝡䝕䜸㏻ヰ䛻䜘䜚実

㝿䛾䝫䝇䝍䞊発⾲䜢体感䛷䛝䜛䝤䝷䜴䝄䜰䝥䝸䜿䞊䝅

䝵䞁䛷䛒䜛䚹䜸䞁䝷䜲䞁䛾䝫䝇䝍䞊発⾲䛿䠈前㏙䛾䜘䛖

䛻対㠃䛾䝫䝇䝍䞊枠䛸䛿別䛻䠈�月 12日䛸 15日䛾 2

日㛫䠈䛭䜜䛮䜜 2時㛫枠䛷⾜䜟䜜䛯䚹䜸䞁䝷䜲䞁䛻䜘
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る各国での現地時間の違いがある（日本は夜 10時か

ら 12時であった）にもかかわらず，定常的には 100名

ほど，一時は 200 名弱が同時参加しており，活発な

議論が大いに繰り広げられたと推察される。Gather な

どによるポスター会議は本来参加するはずの発表者

が，現地時間が遅くなるなどの理由で，参加率が悪く

なる傾 向にあるため，賛 否 両論がある。しかし

iCACGP-IGAC2022では，400件以上あるポスターの

内，約半数がリモート参加であり，発表枠により発表

者数が二分されていることを考慮すると，この参加率

は高い水準であるように感じた。 

iCACGP-IGAC2022 は，人によっては数年ぶりに

対面での国際会議への参加という方も多数いただろ

うと推察される。改めて対面での情報・意見交換や，

会場での生の熱気を体感することの重要性を感じた

参加者もいただろう。その一方で，Gather などのアプ

リケーションによって，リモート会議の利便性が向上し

てきており，この数年で広く普及しつつあるように感じ

る。また会議母体によっては，旅費等を十分に補助

できない場合もあり，現地参加が難しい研究者の機

会損失を防ぐ一面もあるだろうと思う。実際に, 本会

議でも，途上国の参加者によるリモート発表が多数見

られた。今後はもちろん対面形式での国際会議によ

る熱気あるディスカッションを求む声が多くなるに従っ

て，より現地開催を行う国際会議が増えるだろうと思

われる。一方で，オンライン形式にはオンライン独自

の良さがあると筆者は感じており，両者のメリットを生

かしたハイブリッド形式の成熟化が重要であろうと思う。

次回の第 18 回 IGAC（2024）は，マレーシア・クアラ

ルンプールでの開催予定である。どのような形式での

会議開催になるかは未定だが，次回会議も今年同様

に熱気ある刺激的な会議になることが期待される。 
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図 1 (a)金谷会長の発表の様子（ｂ）谷本前会長の発表の様子（c）口頭発表会場の様子（ｄ）ポスター発表会場の様子 

現地会場でのマスク着用者率は，5％程度。 

(a) (b)

(c) (d)
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第 27 回大気化学討論会開催報告 

関山剛 1 *，石島健太郎 1，大島長 1，梶野瑞王 1，出牛真 1，藤田遼 1， 
眞木貴史 1，石戸谷重之 2，亀崎和輝 2，竹川暢之 3，加藤俊吾 3， 
三澤健太郎 3，岩本洋子 4，内田里沙 5，坂本陽介 6

第 27回大気化学討論会は気象研究所・産業技術

総合研究所・東京都立大学が大会実行委員会

（LOC）を担当し，2022 年 11 月 16 日（水）午後から

18 日（金）午後にかけてつくば国際会議場にて開催

されました。一昨年と昨年は新型コロナウィルス感染

防止のために完全オンライン形式での開催となって

いましたが，今年は 3 年ぶりの現地対面形式で開催

することができました。 

とはいえ茨城県や会場の新型コロナ対策指針遵

守のため三密を回避する必要があり，ポスター発表

は実施しないこととしました。その上で，対面での議

論を重視し，集会の雰囲気を可能な限り若い参加者

に体験してもらうため，講演は現地会場での口頭発

表のみに限定しました。また，大気化学討論会の伝

統である賑やかな懇親会も社会情勢を考慮して中止

しました。それにもかかわらず，多くの皆様に参加し

て頂き，討論会を成功裏に終えることができたことに

感謝いたします。 

また討論会史上初めての試みとして，現地口頭発

表・会員集会・授賞式をすべてオンライン配信するハ

イブリッド開催にも挑戦しました。手探り状態でのハイ

ブリッド準備でしたが，担当者の涙ぐましい努力の結

果，現地参加に遜色ないクオリティでオンライン上か

らも質疑応答や議論が可能となりました。参加費を払

って下さったオンライン参加者に配信が届かない事

態などにはならずに済み，ほっとしています。 

最終的に参加申込者は一般会員 99名・学生会員

30名・一般非会員 7名・学生非会員 9名の合計 145

名にものぼり，想定を大きく超える人数となりました。

現地会場はコロナ禍でも契約上約 130 名を収容でき

る予定であったこと，事前アンケートで「オンライン参

加のみを予定している」と答えた方が約 20 名おられ

たことから，収容上限を辛うじて下回る見通しにはなり

ました。しかし，三密回避のためには最大収容人数

の 2/3 程度の入場に抑えたいと考えていたため（3 人

掛けテーブルに 2 名着席が目安），現地の実際の入

場者数がどうなるか正直心配でした。幸い，現地会

場は最も多い時で 80名程度，平均で 70名程度の入

場者であったため，三密は回避できたと考えていま

す（写真 1）。ちなみにオンライン視聴しておられる参

加者は常時 30〜40名程度でした。 

講演発表の申込みは一般 44 名と学生 24 名の合

計 68 名と嬉しい大盛況となったため，発表時間が当

初予定（ロング／ショート＝25 分／15 分）に比べて短

くなってしまった（20 分／12 分）ことが申し訳なかった

です。また，今回はポスター発表を実施しないこととし

たため，学生の皆さんが発表申込みを敬遠してしまう

のではないかと危惧し，「若手セッション」を計画しま

した。学生及び原則として学位取得 5 年以内の若手

のみが申込み可能なセッションで，皆温かい目で発

表を見守ろうという趣旨です。結果，口頭発表に限定
 

写真 1 会場 3 日目の様子。なんとか三密を回避するこ

とができました。 
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されていたにも関わらず多数の学生会員から若手セ

ッションに講演申込みがありました。レベルの高い研

究が数多く発表され，討論会成功の一因となってく

れたと思います（写真 2）。また，討論会 1日目夕方の

セッション終了後，現地会場で「若手名刺交換会」と

銘打たれたイベントが開かれました。オフィシャルな

懇親会は開くことができませんでしたが，コロナ禍で

お互い知り合う機会を奪われてきた若手の皆さんが

交流する機会になったことを祈ります。 

LOCの至らない部分も多々ありましたが，参加して

下さった皆様，日本大気化学会運営委員会の皆様，

気象研究所全球大気海洋研究部の事務スタッフ・技

術スタッフの皆様のご協力により無事に第 27 回大気

化学討論会を開催することができました。どうもありが

とうございました。 

アンケート結果について 

討論会開催中および終了後に実施したアンケート

調査には 126 件の回答を頂きました（2022 年 11 月

末時点）。ありがとうございました。 

回答に協力して下さった参加者の多くが今回の討

論会に満足して下さったようでした（図 1）。また，今回

のハイブリッド開催も好評を得ることができたようで

（図 2），LOC としては安堵しています。来年度以降も

ハイブリッド形式を希望しておられる方が過半数を占

めている一方で（図 3），オンライン形式のみを希望し

ておられる方が極めて少ない点はコロナ禍の後のこ

とを考える上で重要です。とはいえハイブリッド開催

は LOC に多大な負担がかかることも事実ですので，

今後の討論会のあり方を議論する必要があるでしょう。 
 

 

著者所属： 

1. 気象研究所 

2. 産業技術総合研究所 
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* 責任著者: 
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写真 2 閉会式での学生優秀発表賞授賞式の様子。 

金谷会長（中央）と受賞した 4 名の学生さん達。 

 

 
図 1 今回の大気化学討論会の満足度。 

おおいに不満 不満 普通 満⾜ おおいに満⾜

 
図 2 今回のハイブリッド開催形式の満足度。 

おおいに不満 不満 普通 満⾜ おおいに満⾜

 
図 3 次回の大気化学討論会の開催形式についての希望。 
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日本地球惑星科学連合 2023 年大会（JpGU2023）での 

大気化学セッション開催のお知らせ 

坂本陽介 1, 2, 3*，内田里沙 4，岩本洋子 5，石戸谷重之 6

１．JpGU2023「大気化学セッション」 

日本大気化学会では，1）地球惑星科学分野全体

に開かれた形で研究集会を実施すること，2）他分野

との交流を促進することを目的として，日本地球惑星

科学連合大会において 2007 年から大気化学セッシ

ョンを毎年開催してきました。これまで当該セッション

には口頭・ポスター発表合わせて平均 50 件程度の

申し込みがあり活発な議論が行われてきました。 

日本地球惑星科学連合 2023年大会（JpGU2023）

においても大気化学セッションが採択され，従来通り

開催されることとなりました。以下，重要な点を抜粋し

てお知らせします。 

 

2．日程および予稿投稿 

JpGU2023 は，現地開催およびオンライン開催の

ハイブリッド方式での開催が予定されています。ハイ

ブリッド期間では，現地会場・オンライン両方で Zoom

ライブ中継による口頭セッション，それに加えて，現

地ポスター発表（オンライン中継はありません）も実施

する予定とされています。オンラインポスターセッショ

ンにおいては，オンラインにてビデオ会議システムを

用いてポスターの発表・議論を行っていただけるよう

計画されています。なお，大会は完全オンライン開催

となる可能性もあります。その場合は，プログラムはそ

のままですべてオンラインにて発表となります。 

「大気化学セッション」は口頭およびポスター発表

を実施する予定です。各セッションの口頭コマ数は前

年の投稿数を元に仮配分され，その後，実際の投稿

数により微調整されます。2022年 12月に開催セッシ

ョンおよびコマ割が公開され，大気化学セッションとし

て，5 月 22 日（月）に 4 コマの口頭セッションが仮配

分されました。現地ポスターセッションは口頭セッショ

ン終了後に引き続いて行われます。また，オンライン

ポスターセッションは 5月 23日（火）の午前中に予定

されております。 

 
記 

名称：日本地球惑星科学連合 2023年大会 

会期：2023年 5月 21日(日)～5月 26日(金) 

開催方式：ハイブリッド方式（現地＋オンライン） 

現地会場：幕張メッセ 

予稿投稿：2023年 1月 11日(水)～2月 16日(木) 

（早期投稿締切：2月 2日(木)） 

大会WEBサイト： 

https://www.jpgu.org/meeting_j2023/ 
 

3．発表言語および招待講演 

大気化学セッションにおける発表言語については，

「J」区分，すなわち，スライド・ポスター表記および口

頭発表の言語は英語または日本語を発表者が選択

可としております。しかしながら，大気化学セッション

では，外国人研究者を含めた多様な参加者が発表

内容を理解できるよう，スライドおよびポスターは英語

で作成いただきますよう，よろしくお願いいたします。 

JpGU2023においても，昨年度に引き続き，大気化

学の周辺・境界領域や，近年特に注目されている分

野の研究者による招待講演を実施する予定です。皆

様の新たな研究の展開にご活用いただけますと幸い

です。 

本記事が公開される頃には，予稿原稿投稿受付
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が開始されていることと思います。日本大気化学会と

して䠈大気化学に関連する研究を盛り上げるためにも䠈

皆様からの積極的な発表申込みをお願い申し上げ

ます。㸦日本大気化学会 運営委員会㸦プログラム

担当㸸坂本㝧介㸪内田里沙㸪岩本洋子㸪石戸谷重

之㸧㸧 

 

 

著者所属䠖 

1. 京都大学 地球環境学堂 

2. 京都大学 人間䞉環境学研究科 

3. 国立環境研究所 

4. 日本自動車研究所 環境研究部 

5. 広島大学 大学院統合生命科学研究科 

6. 産業技術総合研究所 環境創生研究部門 

 

* ㈐任著者: 

YRVXNe SaNaPRWR 

<VaNaPRWR.\RVXNe.7a@N\RWR-X.ac.MS> 
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第１8 回日本大気化学会奨励賞の選考結果について 

 
受賞者氏名：上田 紗也子 （名古屋大学） 

受賞研究課題名：大気エアロゾル粒子の発生から輸

送における経験と個々の粒子の存在状態との関係に

関する観測的研究 

受賞理由：大気エアロゾル粒子は，大気輸送を通し

て領域的・全球的な大気環境や沈着場所の環境に

多様な影響を及ぼす。個々のエアロゾル粒子のサイ

ズや組成・形態などの存在状態は，排出要因等に応

じて異なり，大気中でさらに変化する。これに伴って

粒子の光学特性や雲凝結核能，大気からの除去効

率なども変わり，個々の粒子の複雑な変化は，エアロ

ゾルの輸送や沈着，放射影響力に強く関わる。地球

環境におけるエアロゾル粒子の役割を正確に理解す

る上で，大気エアロゾル粒子の実態とその変動要因

を理解する必要がある。中でもススは，人為的要因で

多く排出される光吸収性の強い物質であり，その存

在状態の理解は気候モデルの精緻化に繋がる重要

な研究テーマである。 

上田紗也子氏は，これまで一貫して大気エアロゾ

ル粒子の野外観測に基づいた研究に従事し，電子

顕微鏡を用いた手法を中心とした個別粒子の存在状

態の解明に貢献してきた。特に，排出源から遠隔外

洋域にわたるスス粒子の観測研究で多くの成果を上

げている。アジアからの越境輸送に関わる石川県珠

洲市や沖縄県辺戸岬での観測では，硫酸塩に厚く

被覆されたスス粒子の形状を明らかにし，スス粒子の

光吸収量が被覆厚と形状に影響を受けることを観測

的に示した。また，雲過程とエアロゾル粒子との関係

を調べるための山岳観測や，南極海上の海洋大気

観測において，検出困難な遠隔大気中のスス粒子の

測定を行ってきた。近年は，遠隔地に輸送される長

寿命のスス粒子への関心から，改めて排出源でのス

ス粒子表面の性質に着目した観測を東京都市部で

行った。上田会員は雲凝結核計を活用して粒子表面

の接触角・濡れ性別に粒子を測定する新たな手法を

考案し，電子顕微鏡分析と共に，排出直後の一部の

スス粒子にのみ微量な水溶性付着物が存在すること

を示した。 

さらに上田氏は，近年世界的にも注目されている

海洋大気での新粒子生成に関する観測研究や，

PM2.5濃度の簡易測定器の評価，電子顕微鏡下での

材料加工技術を鉱物粒子の解析に活用した研究に

も取り組んできた。また，硫酸アンモニウム粒子の形

態と湿度の履歴条件に関する再現実験でも成果を

挙げている。スス粒子に関する研究成果と併せ，これ

らの成果はエアロゾル粒子の測定技術やシミュレー

ションの精度向上，および粒子を介した熱力学過程

の解明に繋がるものである。 

上田氏は、約４年間の研究中断期間がありながら

も高い研究アクティビティーを維持している。フィール

ド観測に基づく質の高い研究成果を多く公表し，さら

に今後も当該分野に大いに貢献していくことが期待

できる。以上の理由により，日本大気化学会は上田

会員が同賞にふさわしい実績と将来性を有するもの

と認める。 
（日本大気化学会運営委員会） 

  

上田紗也子氏 
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受賞者氏名：服部 祥平 （南京大学） 

受賞研究課題名：同位体分子種分析による大気硫

黄循環変動の解析 

受賞理由：大気硫黄循環は，対流圏および成層圏に

おける硫酸（SO4
2−）エアロゾルの形成を通し，気候変

動や大気汚染に関係する重要な研究対象である。服

部祥平氏は，安定同位体分子種の分析化学手法を

開発し，硫黄化合物の大気化学に関する研究を展

開してきた。独自の分析手法を基軸に，アイスコアや

極域エアロゾルなどの環境試料に適用し，さらに数

値モデルと組み合わせた学際性の高い研究成果を

挙げてきた。 

第一に，地球寒冷化をもたらす大規模火山噴火の

特定と規模復元に関する研究成果が挙げられる。成

層圏に噴煙が到達する大規模火山噴火では，火山

性の二酸化硫黄（SO2）が成層圏に注入されることで，

成層圏で硫酸エアロゾルが生成されることで全球的

な寒冷化が引き起こされる。成層圏におけるSO2分解

過程における質量非依存分別過程から，特徴的な

同位体指標が生成されることを予測し，南極ドームC

のアイスコアを用いて過去2600年間の硫酸塩の同位

体指標を復元することで，大規模火山噴火の規模や

到達高度の復元に成功した。 

第二に，成層圏硫酸エアロゾルの主要な生成前駆

物質である硫化カルボニルのミッシングソースの解明

が挙げられる。服部氏は，硫化カルボニルの硫黄同

位体組成の分析手法を世界で初めて開発し，この手

法を用いて東アジア域での大気観測を実施した。そ

の結果，硫化カルボニルを人為起源と海洋起源を区

別して評価し，人間活動がミッシングソースの約半分

を占める重要な生成源であることを発見した。 

第三に，三酸素同位体組成（Δ17O値）を用いた硫

酸エアロゾル生成過程の解明が挙げられる。服部氏

は，南極などで得られたアイスコア，エアロゾル試料

を用いてSO4
2−のΔ17O値を測定し，大気酸化反応を

復元してきた。特に，グリーンランド南東ドームコア

（SE-Dome）で掘削されたアイスコア中のSO4
2−の

Δ17O値から，過去60年間で北米・西ヨーロッパで硫

酸エアロゾルの生成過程が変化していることを明らか

にした。1980年代以降のSO2排出量の削減による，

大気中の酸性物質濃度の低下に対し，アンモニアな

どのアルカリ性物質の濃度は逆に増加している。服

部氏は，低下傾向にある大気酸性度の変化により，

液相でのオゾン酸化による硫酸生成が起きやすい環

境の下，SO4
2−生成効率が高くなっていることを明ら

かにした。この成果は，1980年以降のSO2排出規制

にも関わらず，硫酸エアロゾルの減少が鈍化している

フィードバックメカニズムを明らかにするものである。

今後の効果的な大気汚染の緩和策の策定や，将来

の気候変動予測に重要な知見をもたらすことが期待

される。 

以上のように，服部氏は国際共同研究も含め，同

位体分子種分析による大気硫黄循環の研究を展開

し，国際的に高いインパクトの学術論文も多く発表し

ている。以上の理由により，日本大気化学会は服部

氏が同賞にふさわしい実績と将来性を有するものと

認める。 

（日本大気化学会運営委員会） 

 
 

服部祥平氏 
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日本大気化学会会員集会プログラム 

日時：2022年 11月 17日（木）13:30–14:00 

場所：つくば国際会議場 

 
冒頭： 金谷会長より挨拶 

1) 日本大気化学会について 

2) 賛助会員のご紹介 

3) JpGU2023での大気化学セッション 

4) 男女共同参画・人材育成の活動について 

5) 表彰委員会の活動について 

6) 学会誌「大気化学研究」について 

7) 次期会長・運営委員選挙について 

8) その他 

日本大気化学会奨励賞授与式 
 

 

（日本大気化学会 運営委員会） 
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第 28䠈29 回日本大気化学会運営委員会議事録 

➨ 2�回᪥ᮏẼ化Ꮫ会㐠営ጤ員会 

㸦Ẽ化Ꮫ◊✲会より㏻⟬ 59回㸧 

᪥㸸2022ᖺ 8᭶ 31᪥㸦Ỉ㸧15:00㸫17:30 

場ᡤ㸸:HE会㆟による㛤催 

出ᖍ⪅㸸▼ᡞ㇂㔜之㸪ᒾᮏὒᏊ㸪入Ụ仁士㸪内⏣

㔛Ἃ㸪加⸨俊吾㸪㔠㇂᭷剛㸪㛵ᒣ剛㸪➉ᕝᬸ之㸪

➉㇂ᩥ一㸪ᐑ㷂㞝三㸦ᩗ⛠␎㸪五十㡢㡰㸧 

Ḟᖍ⪅㸸㰻⸨ᑦᏊ㸪坂ᮏ㝧介㸪ᒣ地一代 

 

㔠㇂会㛗よりᣵᣜがあった。ᘬき⥆き㸪以下の報

告・ᑂ㆟を⾜った。 

1) ➨ 27回㐠営ጤ員会㆟事㘓 

➨ 27回㐠営ጤ員会の㆟事㘓が☜ㄆされた。 

2) ➨ 27回Ẽ化Ꮫウㄽ会について 

/2C 代⾲の㛵ᒣጤ員から‽備≧ἣについて報

告がなされた。会場のᣦ㔪によりポスターⓎ⾲が

㞴しいため㸪全て口㢌Ⓨ⾲とする᪨がㄝ᫂された。

ᑐ㠃㛤催はⱝᡭ◊✲⪅に交ὶのᶵ会をタけるこ

とを優先したものであるが㸪⏦㎸人ᩘが予 しに

くいために㛫㓄分のタᐃが㞴しいⅬがᠱᛕ事

㡯としてᣲげられた。ᑠᵝ々なㄢ㢟はあるもの

の㸪ウㄽ会の‽備は /2C に一任するという᪉㔪

が再☜ㄆされた。また㸪せ᪨㞟はオンライン化の

ὶれから 3D)の㓄ᕸもありうるが㸪今回は例ᖺ㏻

りの印刷≀とする᪨が☜ㄆされた。 

3) ㄽᩥ㈹⣽則について 

᥎⸀:*・⾲ᙲᢸᙜのᐑ㷂ጤ員から㸪ㄽᩥ㈹⣽

則および募㞟せ㡯についてㄝ᫂がなされた。ㄽ

ᩥ㈹のᤵ与はㄽᩥがᑐ㇟だが㸪㈹≧➼は代⾲⪅と

して➹㢌ⴭ⪅もしくは㈐任ⴭ⪅に与えることに

なる。ホ価ጤ員の㑅ᐃ᪉ἲやᑂᰝ基‽について

ᵝ々なពぢが出された。㐠⏝㠃についてㅖ々ㄢ㢟

はあるものの㸪ᥦされた⣽則とせ㡯㸦令和 4ᖺ

9᭶ 1᪥⾜㸧について㈶ᡂ多ᩘでᢎㄆされた。 

4) Ẽ化Ꮫ◊✲ㄅについて 

⦅㞟ᢸᙜのᐑ㷂ጤ員から㸪Ẽ化Ꮫ◊✲➨ 47号

のⓎ⾜について報告がなされた。➨ 47 号は分㔞

が多く⦅㞟作ᴗが多かったため㸪外㒊ᴗ⪅に⦅㞟

作ᴗを依㢗した。また㸪➨ 48号の内ᐜについてㄝ

᫂がなされた。今ᚋの外ὀの在り᪉についてពぢ

交がなされた。 

5) Ꮫ会 +3≉タページについて 

報ᗈ報ᢸᙜの入Ụጤ員から㸪Ꮫ会 +3 の≉タ

ページについて≧ἣㄝ᫂がなされた。ᶵᲔⓗな作

ᴗが多いため㸪予⟬に余⿱があれば一㒊を外ὀと

するがᥦ♧された。Ꮫ会≉タページのヲ⣽につ

いてはᵝ々なពぢが出されたが㸪Ꮫ会のᬑ及ά動

の一⎔として≉タページの作ᡂを㐍める᪨が㈶

ᡂ多ᩘでᢎㄆされた。ᥖ㍕内ᐜのヲ⣽や᭦᪂㢖ᗘ

については今ᚋ᳨ウする。 

6) Ꮫ会㐠営㈨㔠について 

会ィᖿ事の➉㇂ጤ員から㸪Ꮫ会の㐠営㈨㔠につ

いてㄝ᫂がなされた。会㈝の㔠㢠については他Ꮫ

会とẚべて㧗いヂではないが㸪これまでの✚に

より⧞㉺㔠が増加傾向にある。これを会員に᭷効

に㑏元するための使㏵についてពぢ交がなさ

れた。例えば㸪᪑㈝⿵助や保⫱ᨭなどの使㏵が

ありうるが㸪ᨭの上㝈については別㏵㆟ㄽする

ᚲせがある。これ以外に㸪単⣧作ᴗの外ὀ㈝㸪⾲

ᙲに㛵わる⤒㈝㸪外㒊ά動のための⤒㈝などがᣲ

げられた。例ᖺⓎ⏕するᑡ㢠のᚲせ⤒㈝であれば㸪

㐠営ጤ員会でỴを᥇ることなくᨭ出可⬟である

Ⅼが☜ㄆされた。 

以上 

 

➨ 2�回᪥ᮏẼ化Ꮫ会㐠営ጤ員会 

㸦Ẽ化Ꮫ◊✲会より㏻⟬ 60回㸧 

᪥㸸2022ᖺ 11᭶ 15᪥㸦ⅆ㸧16:00㸫18:00 
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場所：Web 会議による開催 

出席者：石戸谷重之，入江仁士，岩本洋子，内田

里沙，加藤俊吾，金谷有剛，齋藤尚子，坂本陽介，

関山剛，竹川暢之，竹谷文一，宮﨑雄三，山地一

代（敬称略，五十音順） 

 
金谷会長より挨拶があった。引き続き，以下の報

告・審議を行った。 

1) 第 28 回運営委員会議事録 
第 28 回運営委員会の議事録が確認された。 

2) 2022 年度第 27 回大気化学討論会について 
LOC 代表の関山委員より，翌日から開催される

大気化学討論会の準備状況について報告された。 

3) プログラム編成申し送り事項 
プログラム担当の石戸谷委員および岩本委員

より，プログラム編成の課題について報告がなさ

れた。また，学生優秀発表賞の件数や審査方法に

ついても報告がなされた。今回は要旨集を印刷物

で配布しているが，次回以降の PDF版での配布の

可能性について意見交換がなされた。 

4) JpGU2023 年大会の準備状況 
プログラム担当の坂本委員より，JpGU2023 年

大会は 2022 年と同様にハイブリッドで開催され

る旨が報告された。また，セッション提案の準備

状況について報告があり，成層圏セッションおよ

びグローバル炭素循環セッションとの連続開催

希望，成層圏セッション，海洋表層-大気セッショ

ン，航空機・無人機観測セッションとの同時開催

回避希望が賛成多数で承認された。 

5) 論文賞について 
表彰担当の宮﨑委員より，募集〆切の延長およ

び最終的な応募件数について報告がなされた。今

後の選考予定について確認するとともに，副賞の

選定について意見交換がなされた。 

6) 大気化学研究誌について 
編集担当の山地委員より，2022 年度冬号の準備

状況および原稿執筆の依頼予定について報告が

なされた。トピックス記事として将来構想第 2 集

が予定されている。奨励賞受賞記念論文の取扱や

編集作業の外注について意見交換がなされた。 

7) 男女共同参画・人材育成委員会の報告 
男女共同参画・人材育成担当の齋藤委員より，

休業中会員支援ガイドラインの学会ホームペー

ジ掲載について報告がなされた。また，男女共同

参画学協会連絡会シンポジウムへの参加や，大気

化学討論会における若手名刺交換会の予定につ

いても報告がなされた。 

8) 2022 年度選挙に向けた準備状況 
選挙管理担当の内田委員より，2023 年 3 月に予

定されている運営委員選挙の準備状況について

報告がなされた。前回と同様に外部業者のシステ

ムを用いたウェブ投票による実施が検討されて

いる。外注に係る経費や選挙権付与の条件となる

会費納付の期日について提案があり，賛成多数で

承認された。また，被選挙権の放棄や委嘱状の発

行手続きについて意見交換がなされた。 

9) 会員集会の資料案 
大気化学討論会の期間中に実施される会員集

会の内容について確認がなされた。 

10) 学会ホームページ管理の外注について 
情報広報担当の入江委員より，学会ホームペー

ジ管理外注の試行状況について報告がなされた。

運営委員の負担軽減のために外注を検討する方

向性について異議はないものの，作業依頼のスキ

ームや経費は検討が必要である旨が確認された。 

11) 2023 年の大気化学討論会について 
金谷会長より，2023 年の大気化学討論会の開催

場所・開催形式の検討状況について報告がなされ

た。地方持ち回り開催とする場合のハイブリッド

形式の是非については，今回の討論会における経

験を踏まえて引き続き検討することとなった。 

以上 
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日本大気化学会役員選挙の公示 

選挙管理委員 内田里沙 1 *，加藤俊吾 2，山地一代 3 

１．役員選挙について 

日本大気化学会則の選挙細則に基づき，下記の

要領により第 13 期（大気化学研究会から通算）運営

委員会役員選挙をインターネット投票で実施します。

2022 年度会費を 2022 年 12 月 31 日時点で納入済

みの全ての正会員が選挙権と被選挙権を持ちます。

ただし，例外として選挙細則第 6 条により会長および

運営委員の被選挙権を持たない場合があります（5

項「第 13 期運営委員会役員選出に関する注意」参

照）。 

 

2．選挙選出日程 

2023 年 1 月 

 大気化学研究 48 号（本記事）による公示 

2023 年 2 月 被選挙権者へ ID・PW の通知 

2023 年 2 月 21 日～3 月 2 日 

 会長選挙の投票期間 

2023 年 3 月上旬 会長当選者確定と公表 

2023 年 3 月 14 日～3 月 23 日 

 会長以外の運営委員選挙の投票期間 

2023 年 4 月 運営委員当選者確定と公表 

2023 年 7 月 新運営委員会活動開始 

 

3．選挙要領 

1． 選出役員数： 会長 1 名，および会長以外の運営

委員 10 名。 

2． 無記名インターネット投票を 2 回行う。 

3． 第 1 回投票は会長選挙とし，候補者 1 名に投票

する。第 2 回投票は会長以外の運営委員選挙と

し，会長当選者以外の候補者 5 名に投票する。 

4． インターネット投票手順は，2 月上旬に正会員宛

に電子メールで通知される。 

4．役員の選出に関する細則（抄） 

第 1 条 役員選挙の管理事務を行うため，3 名の委員

をもって構成する選挙管理委員会を置く。  

第 2 条 選挙管理委員会委員は，会長が運営委員よ

り 3 名を委嘱する。委員長は互選とする。  

第 3 条 選挙管理委員会は次の事業を行う。  

1. 選挙の公示 

 2. 投票および開票に関する事務 

 3. 投票結果の確認と当選者の確定  

 4. 選挙結果の運営委員会への伝達および会員

への公表  

 5. その他選挙管理に必要な事項 

第 4 条 選出すべき運営委員会役員およびその定数

は以下の通りとする。 

会長 1 名，運営委員 10 名 

第 5 条 選出すべき運営委員会役員は，当該年度会

費を納入した全ての正会員同士の互選とし，正会

員は選挙に際して選挙権と被選挙権を有する。 

2 学生会員ならびに賛助会員は選挙権なら

びに被選挙権を有しない。 

第 6 条 役員任期を 2 期連続したものは被選挙権を

持たない。ただし例外として会長の選出について

は，会長を 2 期連続したもの以外の正会員は被選

挙権を持つものとする。 

第 7 条 選出すべき運営委員会役員として，会長 1

名，および会長以外の運営委員会役員 5 名を無

記名投票する。  

第 8 条 当選者は得票数の多い順に選出され，得票

同数の場合は抽選によるものとする。  

第 9 条 会長は任期内に正会員の中から 2 名を限度

に運営委員を指名することが出来る。 

第 10 条 運営委員に欠員を生じたときは，前条とは
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別に，会長の指名により補充することが出来る。た

だし補充された運営委員の任期は前運営委員の

残余期間とする。 

第 11 条 副会長は選出された運営委員会役員による

互選とする。   

第 12 条 監事は運営委員会で，運営委員以外の正

会員の中から選出される。 

2 監事は，再任は妨げないが，3 期連続して

監事になることはできない。  

 

5．第13期運営委員会役員選出に関する注意  
会長に関しては，全ての正会員（2022 年度の会費

を 2022 年 12 月 31 日時点で納入済みの方）が被選

挙権を持ちます。運営委員の選出に関しては，2 期

連続して役員をされている次の 6 名の方（▲印）は，

被選挙権を持ちません。 

（注:▲印のついた方には，会長としての被選挙権

はあります)。 

 
第 12 期の運営委員会役員（委員会推薦の役員を

含む）は以下の通りになります。  

会 長: ▲金谷有剛 

副会長: ▲竹川暢之  

運営委員: 石戸谷重之，入江仁士，岩本洋子， 

▲内田里沙，加藤俊吾，▲齋藤尚子，坂本陽介， 

▲関山剛（庶務幹事），竹谷文一（会計幹事）， 

宮﨑雄三，▲山地一代（50音順） 
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